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今日の、私達を取り巻く環境問題は、廃棄物問題など地域的な問題から、地球温暖化や生物多

様性の喪失など地球規模の問題にまで拡大し、深刻化しています。

このような環境問題を解決していくためには、従来の大量生産・大量消費・大量廃棄型の社会

経済活動や生活様式を見直し、環境への負荷を低減し、安全・安心な生活が営める持続可能な資

源循環型社会を構築していくことが必要です。

さらには、水源かん養機能など森林の持つ公益的機能の維持増進、多様な自然環境の保全など、

人と自然との新しい共生関係を確保し、豊かな三重県の自然環境を健全な状態で次世代へ継承し

ていく必要があります。

このような中、三重県では、総合計画 県民しあわせプラン を着実に推進するため、平成十

九年度から二十二年度までの四カ年の実施計画である 第二次戦略計画 を策定しました。

この中で、持続可能な循環型社会の創造に向けて、 不法投棄等の是正・防止対策の推進 、 森

林再生 三重の森林づくり 、 多様な主体が連携・協働して取り組むごみゼロ社会づくりプロ

グラム 、 閉鎖性海域の再生プログラム 、 みんなで取り組む地球温暖化対策プログラム など、

県民の皆様が安全で安心に暮らすことのできる、より良い環境づくりのために必要な取組を引き

続き進めていくこととしています。

この白書は、平成 （ ）年度における三重県の環境の状況と、環境保全に関して講じた施

策を中心に取りまとめました。本書を通じて今日の環境問題に対する理解を一層深めていただく

とともに、三重県の素晴らしい環境を次世代へ引き継ぐため、一人ひとりの環境保全活動への積

極的な参加と資源循環型のライフスタイルへの転換につながれば幸いです。

平成 年９月

環境白書 の発刊にあたって
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第１節 資源循環の推進
１ 廃棄物の発生と処理の状況（ ）／２ 三重県廃棄物処理計画の推進（ ）／
３ 廃棄物の発生抑制と再使用・再生利用の推進（ ）／４ 廃棄物の適正処理の推進（ ）／
５ 不法投棄等の不適正処理の未然防止と是正措置（ ）

第２節 地球温暖化の防止
１ 温室効果ガス削減対策の推進（ ）／２ エネルギーの適正利用の推進（ ）／３ 新エネルギーの導入促進（ ）

第３節 大気環境の保全
１ 大気汚染の防止（ ）／２ 自動車環境対策の推進（ ）／３ 騒音・振動の防止（ ）／４ 悪臭の防止（ ）

第４節 水環境の保全
１ 水質汚濁の防止（ ）／２ 生活排水対策の推進（ ）／３ 水循環・浄化機能の確保と水資源の適正利用（ ）

第５節 化学物質に起因する環境リスク対策の推進
１ 有害化学物質対策の推進（ ）／２ 化学物質の適正管理の推進（ ）／３ 地下水・土壌汚染対策の推進（ ）

第１節 多様な自然環境の保全
１ 自然環境の概況（ ）／２ すぐれた自然の保全（ ）／３ 里地里山の保全（ ）／４ 水辺環境の保全（ ）

第２節 生物の多様性の確保
１ 貴重・希少な野生動植物の保護（ ）／２ 地域の生態系の保全（ ）／

第３節 自然とのふれあいの確保
１ 自然公園等の整備・活用（ ）／２ 森林・水辺等の保全・活用（ ）

第４節 森林・農地・沿岸海域の環境の保全
１ 森林環境の保全（ ）／２ 農地環境の保全（ ）／３ 沿岸海域環境の保全（ ）

第１節 身近な自然環境の保全・再生
１ 身近な緑の保全・創出（ ）／２ 身近な水辺・海辺の保全・再生（ ）／３ 身近な野生動植物の生息・生育地の保全・再生（ ）

第２節 良好な景観の形成
１ 都市景観の保全・創出（ ）／２ 農山漁村景観の保全・復元（ ）／３ 良好な郷土景観の形成（ ）

第３節 歴史的・文化的環境の保全
１ 文化財等の保護・活用（ ）／２ 歴史的・文化的景観の保全・活用（ ）

第１節 環境経営の推進
１ 県における環境経営の推進（ ）／２ 市町における環境経営の促進（ ）／３ 事業者の環境経営の促進（ ）

第２節 環境教育・環境学習の推進
１ 環境教育・環境学習の拠点施設の活用（ ）／２ 環境教育・環境学習の充実（ ）

第３節 地域における環境保全活動の促進
１ 地域における自主的な環境保全活動の促進（ ）／２ 各主体の連携による環境保全活動の促進（ ）

第４節 国際的な環境保全活動への協力・貢献
１ 国際的な環境協力・貢献の推進（ ）／２ 国際環境協力の推進（ ）

第１節 環境保全の総合的取組の推進
１ 基盤的施策の推進（ ）／２ 環境汚染等の未然防止（ ）／３ 健康被害の救済・予防（ ）／４ 公害紛争への対応（ ）

第２節 監視・観測等の体制の整備及び環境情報の提供
１ 監視・観測等の体制の整備（ ）／２ 環境情報の整備・提供（ ）

第３節 環境保全に関する調査研究等の推進
１ 環境汚染の防止・自然環境の保全等に関する調査研究（ ）／２ 地球的規模の環境保全に関する調査研究（ ）

第１節 環境への負荷が少ない資源循環型社会の構築
１ 資源循環の推進（ ）／２ 地球温暖化の防止（ ）／３ 大気環境の保全（ ）／４ 水環境の保全（ ）／
５ 化学物質に起因する環境リスク対策の推進（ ）

第２節 人と自然が共にある環境の保全
１ 多様な自然環境の保全（ ）／２ 生物の多様性の確保（ ）／３ 自然とのふれあいの確保（ ）／
４ 森林・農地・沿岸海域の環境の保全（ ）

第３節 やすらぎとうるおいのある快適な環境の創造
１ 身近な自然環境の保全・再生（ ）／２ 良好な景観の形成（ ）／３ 歴史的・文化的環境の保全（ ）

第４節 自主・協働による環境保全活動の促進
１ 環境経営の推進（ ）／２ 環境教育・環境学習の推進（ ）／３ 地域における環境保全活動の促進（ ）／
４ 国際的な環境保全活動への協力・貢献（ ）

第５節 共通施策
１ 環境保全の総合的取組の推進（ ）／２ 監視・観測等の体制の整備及び環境情報の提供（ ）／
３ 環境保全に関する調査研究等の推進（ ）



１ 県勢の概要

三重県は、日本列島のほぼ中央部に位置し、東西
約 、南北約 の南北に細長い県土を持って
います。総面積は （平成 （ ）年
月１日現在）となっています。
三重県の総人口は、平成 （ ）年 月１日現

在、 人（男 人、女 人）となっ
ています。
また、県土の利用状況は、森林が総面積の ％

を占め、以下農用地 ％、宅地 ％（平成 （ ）
年）となっています。

図１ １ 人口・世帯数の推移

図１ ２ 土地利用状況

２ 環境問題の動向

昭和 年代の半ばからの高度成長期には、伸びゆ
く工業、高度経済成長という国家目標と裏腹に、大
気汚染や水質汚濁が深刻化し、全国各地で公害が問
題になりました。
その頃三重県においても、四日市地域における石
油化学コンビナートが本格的に稼働し始め、硫黄酸
化物やばいじん等による大気汚染が進行し、いわゆ
る四日市ぜんそくが社会問題となりました。
このような産業活動を原因とする公害問題は、国
や自治体の規制の効果や企業等の努力により収束傾
向にありますが、近年は、自動車排ガスによる大気
汚染や廃棄物の不法投棄等による水質や土壌等への
環境影響、建築物の解体等に伴う飛散アスベストに
よる健康被害等が問題となっています。
また、地球温暖化に伴う気候変動や生態系に及ぼ
す影響など、地球規模の環境問題が深刻化しつつあ
る一方で、身近な自然環境についても、里山や森林
などの荒廃が懸念されています。
これらの環境問題は、今日の社会経済活動や生活
様式との関わりから引き起こされたものであり、事
業者、個人等の各主体が環境に対する自らの責任を
自覚するとともに、これまでの大量生産・大量消
費・大量廃棄型の社会経済活動を見直し、あらゆる
側面から環境に配慮した社会を形成していく必要が
あります。
平成 （ ）年の国会は 環境国会 と呼ばれ、

循環型社会形成推進基本法など６本の法律が成立し、
平成 （ ）年３月には、循環型社会形成推進基
本計画が策定されるなど、循環型社会の形成に向け
た制度的取組が整備、推進されてきました。
一方、自然環境の保全に関しては、平成 （ ）

年に新・生物多様性国家戦略の策定、自然公園法や
鳥獣保護法の改正、自然再生法の制定などが相次い
でなされ、平成 （ ）年４月には、外来生物法
が制定されるなど、自然環境分野での取組も大きく
進みました。
さらに、地球温暖化防止に向けて、平成 （ ）

年３月に新しい地球温暖化対策推進大綱が策定され、
平成 （ ）年２月の京都議定書の発効を受けて、
平成 （ ）年４月に京都議定書目標達成計画が
策定されるなど、地球規模の環境問題への取組も着
実に進められています。
本県では、平成 （ ）年３月に三重県公害防

止条例を抜本改正し、 三重県生活環境の保全に関
する条例 を制定し、従来の公害規制に加え、廃棄

総 説総 説
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物対策や地球温暖化対策などへの取組を強化すると
ともに、平成 （ ）年３月には、三重県の健全
な土壌・地下水環境を保全するため、土壌汚染に関
する取組を新たに加えました。
平成 （ ）年３月には 三重県自然環境保全

条例 を改正し、優れた自然環境の保全だけでなく、
里地里山などの身近な自然環境の保全や希少野生動
植物種の保護など、自然環境の保全に関する全般的
な内容に拡充しました。
また、森林の有する多面的機能の発揮や林業の持
続的発展などを基本理念とした 三重の森林づくり
条例 を平成 （ ）年 月に制定し、この条例
の基本理念を踏まえ、平成 （ ）年３月に 三
重の森林づくり基本計画 を策定しました。
さらには、伊勢湾の環境基準の達成を目指し、多
様な生物が生息・生育する、人々が海と楽しく安全
にふれあえる、美しく健全で活力ある伊勢湾の再生
を目標として 伊勢湾再生行動計画 を平成 （ ）
年３月に策定しました。
これらの条例等を基本としながら、従来からの環
境施策に加え、新たな環境問題に対する取組を一層
進めていきます。

３ 環境政策の指針

（ ）三重県環境基本条例
三重県環境基本条例は、環境保全に関する基本
理念、県・事業者・県民の責務、県と市町との協
働、環境保全に関する施策の基本的な事項を定め
ることにより、県民の健康で文化的な生活の確保
と福祉に貢献することを目的として規定されてお
り、その基本理念は次の４項目です。
良好な環境の確保と将来の世代への継承
持続的発展が可能な社会の構築
生態系の均衡の保持、やすらぎとうるおいのあ
る快適な環境の確保
国際的協調による地球環境の保全

（ ）三重県環境基本計画
三重県環境基本計画は、平成 （ ）年度に

三重県環境基本条例に基づき、環境の保全に関す
る施策を総合的かつ計画的に推進するために策定
しましたが、策定後７年を経過し、地球温暖化の
対応が急務となっているなど、環境政策を進める
上で、私たちを取り巻く状況は大きく変化してい
ることから、これらに的確に対応するため、平成
（ ）年６月に新たな基本計画を改定しまし

た。

基本計画は、三重県が主体となって施策を展開
し、また、自らが率先して環境の保全に努めるこ
とを明らかにするとともに、各主体に期待される
役割と環境を保全するために実践すべき取組の方
向を明示しています。
計画の目標年度は、引き続き平成 （ ）年

度とし、環境基本条例の基本理念を受けて、次の
４項目の基本目標を定めています。
基本目標 ：環境への負荷が少ない資源循環型

社会の構築
基本目標 ：人と自然が共にある環境の保全
基本目標 ：やすらぎとうるおいのある快適な

環境の創造
基本目標 ：自主・協働による環境保全活動の

促進
また、この基本目標を達成するため、施策分野ご
とに数値目標を設けるとともに、施策の区分におけ
る取組については、推進計画（アクションプラン）
を策定し、より具体的な方向とより的確な進行管理
を行います。
なお、平成 （ ）年度に策定された 県民し

あわせプラン・第二次戦略計画 と整合を図り、平
成 （ ）年度を目標年度とする新たな推進計画
（アクションプラン）を策定し、引き続き、的確な
進行管理を行います。



表１ １ 環境基本計画数値目標進捗状況（環境基本計画進行管理表）

数 値 目 標 項 目 単 位
目標数値

（ 年度）
現状値

（ 年度他）
年度

進捗区分
事業量 状況

年度達成率
（ ）

一般廃棄物及び産業廃棄物の最終処分の総量 千 年
年度 （速報値）

二酸化炭素排出量
千

（炭素換算）
年度 （ 年度）

環境基準を達成した大気環境測定局の割合 ％

水浴びや水遊びができる程度に水質（
以下）が維持又は浄化されている河川の

水域割合
％

有害化学物質の大気、水質に係る環境基準達
成率 ％

自然環境の保全地域の面積

三重県指定希少野生動植物種の保全率 ％ 未指定

自然とのふれあいの場の満足度 点

公益的機能発揮のための森林 農地 沿岸海域
の整備面積

（ 年度）
累計

（累計達成率）

都市計画区域内人口 人あたりの都市公園面
積

市町村の景観制度策定数 件

国及び県の指定文化財件数 件

環境経営実践事業所数 事業所

環境学習参加者数 万人

環境保全活動への参加者数 万人

技術移転研修受講者の満足度 点

数 値 目 標 項 目 単 位
目標数値

（ 年度）
現状値

（ 年度他）
年度

進捗区分
事業量 状況

年度達成率
（ ）

一般廃棄物及び産業廃棄物の最終処分の総量

二酸化炭素排出量

環境基準を達成した大気環境測定局の割合

水浴びや水遊びができる程度に水質（
以下）が維持又は浄化されている河川の

水域割合

有害化学物質の大気、水質に係る環境基準達
成率

自然環境の保全地域の面積

三重県指定希少野生動植物種の保全率

自然とのふれあいの場の満足度

公益的機能発揮のための森林 農地 沿岸海域
の整備面積

都市計画区域内人口 人あたりの都市公園面
積

市町村の景観制度策定数

国及び県の指定文化財件数

環境経営実践事業所数

環境学習参加者数

環境保全活動への参加者数

技術移転研修受講者の満足度

※ 年度達成率の考え方：項目ごとの進捗状況により、次の基準で区分。
進捗区分の基準 数値目標 ：進捗率が ％以上のもの

１：進捗率が ％以上 ％未満のもの
２：進捗率が ％以上 ％未満のもの
：進捗率が ％未満のもの
：その他

定性的目標 ：ほぼ所期の目標を達成したもの（数値目標の 、 １に相当）
：ある程度所期の目標を達成したもの（数値目標の ２に相当）
：ほとんど目標が達成できていないもの（数値目標の に相当）



４ 三重県の環境森林政策の方向

明日の県民、次世代の県民に、生き生きとした森
林（もり）、ごみゼロの住みやすいまち、空気や水
がおいしい三重を、安心して引き継げるよう、県民、
事業者、団体、行政等がパートナーとなり、三重の
環境づくりを進めます。

（ ）資源循環型社会の構築
ごみゼロ社会実現プラン の短期目標（平成
（ ）年度）の達成に向けて、市町等と協働

して実践的なモデル事業を実施し、成功事例を積
み上げ、その取組の輪を広げていくとともに、市
町等が実施する一般廃棄物処理施設の整備、維持
管理等に対して技術的支援を行い、一般廃棄物の
適切な処理を推進します。
また、廃棄物の適正処理に向けて、引き続き広
域的な廃棄物処理に取り組むほか、企業活動から
生じる産業廃棄物や災害時に発生する廃棄物の処
理に不可欠な管理型最終処分場の設置促進をはか
ります。
さらに、産業廃棄物の不法投棄等不適正処理の
未然防止や、初期段階での機動的な対応を進める
ため、市町等との情報交換や監視等での連携をは
かりつつ、県においても引き続き監視・指導を徹
底していくとともに、産業廃棄物の不適正処理事
案については、地域住民の安全・安心を確保して
いくため、継続的な水質調査や生活環境保全上の
支障等の除去など、必要な措置を行います。

地球温暖化防止対策については、平成 （ ）
年度に改定した 三重県地球温暖化対策推進計画
に基づいて温室効果ガスの排出抑制対策を進める
ため、住民、事業者、市町等と連携して取組を積
極的に進めるほか、県内の二酸化炭素排出量の
割を占める産業部門については県内事業所の大半
を占める中小企業の省エネ対策に取り組みます。
生活排水対策については、平成 （ ）年に

改定した 三重県生活排水処理施設整備計画（生
活排水処理アクションプログラム） に基づき、
浄化槽の設置促進など、それぞれの地域の実情に
あった生活排水処理施設の整備を進めます。
伊勢湾の水質改善については、第 次伊勢湾水
質総量規制に基づき工場等の排水の 、窒素、
りんの総量削減など水質の保全・改善に向けた取
組を進めます。
さらに、伊勢湾の再生に向け、国を含めた関係

自治体で構成する 伊勢湾再生推進会議 におい
て策定した 伊勢湾再生行動計画（平成 （ ）
年度） を推進するため、多様な主体と連携して
取り組んでいきます。

（ ）自然との共生の確保
多様な自然環境を保全するため、三重県自然環
境保全地域などの管理や、里地里山などの身近な
自然を保全する県民による活動を支援します。ま
た、 三重県レッドデータブック で明らか
になった希少野生動植物を保全するための普及啓
発を行うとともに、特に保護が必要として県が指
定した希少野生動植物の保全活動を県民と協働し
て行い、生物の多様性を確保します。

平成 （ ）年 月に策定した 三重の森林
づくり基本計画 に沿って、県民一人ひとりおよ
び事業者、森林所有者、行政などが互いに協働し
ながら森林づくりを進めます。
さらに、県民の皆さんの森林に対する理解を深
めて森林づくりへの参画意識の醸成をはかり、森
林は大切 という意識を 森林を守る という具
体的な行動に結びつけるとともに、地域内の連携
や地域間の交流を活性化して多様な主体による森
林づくりを進めます。
また、林業の生産活動が将来にわたり継続して
行えるよう、技術向上研修の開催等による森林づ
くりの担い手の育成や融資制度の整備、経営指導
等により、意欲ある林業事業体等の育成強化をは
かります。

（ ）環境保全活動の推進
持続可能な社会の構築 に向けて、環境経営

の理念の一層の普及をはかるとともに、事業活動
における環境負荷を低減するため、小規模事業者
が取り組みやすい環境マネジメントシステム（

：ミームス）の普及をはかります。また、
企業環境ネットワーク・みえ みえ・グリー

ン購入倶楽部 と連携・協働して、日本環境経営
大賞を受賞した優れた取組事例等の紹介を行うな
ど、環境経営の普及に取り組みます。

総 説総 説



平成 年度に県民の皆さんの参画をいただいて ごみゼロ社会実現プラン を策定し、平成
年度からは、プラン内容に沿って市町がモデル的に行うごみ減量化の取組を、プラン推進モ
デル事業として支援しています。
平成 年度においては、６件のモデル事業を実施し、市町をはじめ地域住民・事業者・
等団体の皆さんに県も含めて、お互いに連携・協働して取り組みました。

このうち、平成 年度に実施された２件のモデル事業を紹介させていただきます。東員町の
町民参画による町ごみ処理基本計画づくり の取組は、町民や 等でつくる計画策定町

民会議において、アンケートや先進地視察とともに検討が進められ、より住民の皆さんに親し
みやすく分かやすいパンフレット形式でのごみ処理基本計画が作成されています。プランの発
表会も開催され、今後のプランの推進は公募町民からなる 東員町ごみゼロプラン推進委員会
の手によりフォローされます。
鳥羽市の リサイクルパーク整備事業 は、計画検討段階から市民が事業に参画し、整備さ

れた施設の管理運営はこの市民からなる とばリサイクルネットワーク の手で担われ
ています。利用する市民の皆さんは新聞やペットボトル等の資源ごみをいつでも持ち込めたり、
生ごみを堆肥化する施設と出来た堆肥を使い野菜や果物を栽培する試験農園や環境教室なども
整備されており、市民の皆さんの交流の拠点となっています。
このように、取り組まれた市町においては、住民の方々をはじめ事業者、団体、行政等の多
様な主体間の、ごみ減量化に向けた連携・協働が着実に進んでいます。

ごみゼロ社会 実現推進事業
（ごみゼロ社会実現プラン推進モデル事業）

鳥羽リサイクルパーク

生ごみ堆肥化施設

家庭で使う
堆肥ケース
ひなたぼっこ

東員町ごみゼロプラン

策定会議での議論

資源ごみ保管施設 リユースショップ

論



総 説総 説

過去の産業廃棄物不適正処理事案のうち、生活環境保全上の支障等が懸念された 事案につ
いて、平成 年度から 年度までの３年間で安全性確認調査を行いました。
現在、この調査結果にもとづき、生活環境保全上の支障、又はそのおそれが認められた事案
については、原因者等に対して支障等の除去を講じるよう措置命令を発出し、その是正に取り
組んでいます。
また、原因者等が措置を講じない場合等には、県が支障等の除去措置を講じています（行政
代執行）。
なお、上記以外の産業廃棄物不適正処理事案についても指導を行い、鈴鹿市深溝町地内にお
いて硫酸ピッチ入りドラム缶 本及びフレコンバックに入ったスラッジ トン、津市芸濃町
地内において廃プラスチック類 、伊賀市大野木地内において廃たたみ約 枚を、そ
れぞれ全量撤去させました。

平成 年度の撤去指導事案（撤去時期：平成 年２月頃）
津市芸濃町中縄地内 不法投棄現場

不法投棄等の是正推進事業
（安全性確認調査等）

撤去前

撤去後



三重県では、平成 年６月に策定した 三重県環境保全活動・環境教育基本方針 を踏まえ、
多様な主体が協働・連携することによって環境保全活動の輪を拡げていくため、学校、企業、

、行政が連携した取組として、 キッズ プログラム を用いた環境教育の実
践活動を推進しています。
キッズ プログラムは、小学校児童の家庭において、電気、ガス、水道などの省
エネルギー活動や、ごみの削減、リサイクル活動などの取組を、子どもが環境リーダーとなっ
て家族全員で実践し、環境への関心を高めるものです。
この取組は、企業が （企業の社会的責任）の一環として、 法人国際芸術技術協

力機構（ ：アーテック）が開発したワークブックを学校に提供するとともに、企業内
に子どもたちが取り組んだ活動結果を評価するインストラクターを養成し、子どもたち一人ひ
とりに評価書を返すことを特長としており、学校は子どもたちにワークブックの進め方を説明
し、行政は事業コーディネートやインストラクター研修会を開催するなど、各主体の協働によ
り実施しています。
平成 年度は、企業３社（株式会社東芝セミコンダクター社四日市工場、富士ゼロックス三

重株式会社、京セラミタ株式会社玉城工場）の協力を得て、モデル的に３市町（四日市市、津
市、玉城町）の５つの小学校で、約 名の児童が取り組みました。
今後は、地元地域との環境コミュニケーションに積極的な企業など、さらに多くの企業から
の協力を得て取組市町や実施校を拡大していくとともに、インストラクターの育成等による県
内のワークブックの評価体制の整備を進めていきます。

連携で進める
キッズ プログラム



総 説総 説

三重県では、 年に採択された京都議定書の趣旨を踏まえ、 年 月に 年度までに
温室効果ガスの排出量を基準年度（ 年度）比で６％削減することを目標とした 三重県地
球温暖化対策推進計画 を策定しました。
京都議定書の発効を受けて 年 月に策定された国の京都議定書目標達成計画を踏まえる

とともに、県内の温室効果ガスの排出状況や課題を整理し、これからの地球温暖化対策を一層
推進するため、 年 月に計画を改定しました。

年度の温室効果ガス排出量が基準年度に比べて増加していることや、景気回復状況及び
今後の経済見通しなどを考慮して、温室効果ガス排出目標を 年度までに基準年度比で３％
減に修正しました。
地球温暖化対策については、これまでも重点プログラムとして取り組んできましたが、平成
年度からはじまった第２次戦略計画においても、重点的な取組 みえの舞台づくりプログラ

ム に位置づけ、目標達成に向けて、県民、事業者の皆様と一緒に地球温暖化防止に取り組ん
でいきます。

三重県地球温暖化対策推進計画の改定

平成 年度地球温暖化防止啓発標語・絵画コンクール特選作品



近年、燃料の多様化や廃棄物の有効利用の進展に伴い、プラスチックや廃棄物等を固形化し
た燃料を使用するボイラーが設置されており、石油価格の高騰が続く中、今後もこのような燃
料を使用する施設の増加が考えられます。しかし、この施設からはダイオキシン類や塩化水素
が排出されることが懸念されます。
ダイオキシン類等の排出は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律等で規制されていますが、
廃棄物ではないものを燃焼するボイラー等の施設については規制されていませんでした。
このため、本県は三重県環境審議会に、ボイラーに係るダイオキシン類等の排出規制につい
て諮問したところ、平成 年 月に答申がありました。その概要は次のとおりです。
（ ）条例において、プラスチック等を燃料として使用するボイラーを対象としたダイオキシ
ン類等の排出基準を設定し、規制を行うこと。

（ ）ダイオキシン類等の排出基準を設定する施設は、ボイラーだけでなく、プラスチック等
を使用することが可能であるばい煙発生施設等を対象とすること。

（ ） （廃棄物固形化燃料）は、今後廃棄物ではないものとして扱われるようになるこ
とを想定し、規制の対象として規定すること。

（ ）排出基準や測定方法は、固体の燃料を燃焼させることから、同様に燃焼反応を伴う施設
である廃棄物焼却炉と同等の内容とすること。
本県では答申に従い、 三重県生活環境の保全に関する条例施行規則 を平成 年３月に改

正し、同年７月からボイラー等に係るダイオキシン類等の排出規制を実施しています。

ダイオキシン類等の排出規制



総 説総 説

伊勢湾は、県民の生活・文化や産業活動など、多くの面で私たちと深い関わりがあり、その
存在自体がかけがえのない資源・資産でもあります。しかし、近年、水環境の悪化、干潟・藻
場・浅場等の減少による自然浄化能力の低下、地場産業を支えてきた沿岸漁業の低迷、親水空
間の減少など多くの課題も抱えています。
このような状況を踏まえ、伊勢湾を再生し、健全な姿で次世代に継承するためには、三重県
のみならず、伊勢湾に関係する全ての自治体や国等が共通認識を持ち、連携して取り組んでい
くことが重要です。
そこで、平成 年２月に、国の関係省庁と三県一市（岐阜県、愛知県、三重県、名古屋市）

等で組織する 伊勢湾再生推進会議 を設立し、平成 年３月に 伊勢湾再生行動計画 を策
定しました。
行動計画では、 人と森・川・海の連携により健全で活力ある伊勢湾を再生し、次世代に継
承する をスローガンに、 健全な水・物質循環の構築 多様な生態系の回復 生活空間で
の憩い・安らぎ空間の拡充 の３つの基本方針に沿って、伊勢湾再生のための目標である 伊
勢湾の環境基準の達成を目指し、多様な生物が生息・生育する、人々が海と楽しく安全にふれ
あえる、美しく健全で活力ある伊勢湾の再生 を目指すこととしています。
今後は、沿岸域及び流域の人々や 、産学官等の多様な主体が協働・連携して、この行
動計画を推進し、伊勢湾の再生を図っていきます。

伊勢湾再生行動計画 の策定



平成 年 月に制定されました 三重の森林づくり条例 では、森林のもたらす恩恵につい
ての県民のみなさんの理解を深め、森林づくりに参画するために、毎年 月を 三重のもりづ
くり月間 と定めました。この期間中、森林づくりに関するイベントを県内各地で開催しまし
た。

中央行事として、平成 年 月 日（土）に、じばさん三重（四日市市）において、 社会全体
で支える三重の森林づくりを考える をテーマに森林フォーラム を次の内容で開催し
ました。

女優星野知子さんの講演、パネルディスカッション
木工教室、森林セラピー体験、森の写真展等
参加者 約 人

また、県内７地域で、森林や林業を体験する 森の講座 を開催しました。
参加者 約 人

三重のもりづくり月間の取組

森林フォーラム：星野知子さんの講演 森の講座：四日市会場

森の講座：熊野会場森林フォーラム：木工教室



総 説総 説

自然公園大会は環境省が主唱する 自然に親しむ運動 の中心行事として、自然と私たちと
の関係について考え、自然を守り、人と自然との豊かなふれあいを推進するための祭典で、国
立公園や国定公園を舞台に昭和 年から毎年開催されています。
平成 年 月８日、９日の２日間、伊勢志摩国立公園で、国立公園指定 周年記念と併せて

第 回自然公園大会が開催されました。
大会１日目（ 月８日）は、志摩市阿児町の阿児アリーナで常陸宮同妃両殿下のご臨席のも

とオープニングセレモニーや自然公園関係功労者の表彰などの 式典 の他、志摩市浜島町の
合歓の郷では、地元の物産品などの出店ブースが集まる ふれあい広場 、英虞湾に沈む夕陽
を見ながらステージイベントを楽しむ 夕べのつどい が開催され、２日目（ 月９日）は、
伊勢市、鳥羽市、志摩市、南伊勢町の各地でウォーキングやシーカヤック体験、英虞湾遊覧な
ど、自然体験を中心とした 野外活動 （全 コース）が実施されました。
２日間の大会や春から開催されているプレイベントに延べ 人の参加があり、自然との

豊かなふれあいを体験し、自然を大切にする心を育むことができました。

第 回自然公園大会の開催



平成 年度は、県南部を中心に９回にわたり山地災害を受け、特に台風 号災は県全体で
億円を超える治山関係被害がありました。また、林道は、 路線・ 箇所・ 億円が災害復
旧事業の対象となるなど、甚大な被害を受けました。
１（山地災害）
山地災害の復旧については、 箇所、 億円の全体復旧構想に基づき、平成 年度は約
億１千万円で復旧工事に着手したことを皮切りに、平成 年度は大台町（旧宮川村）をはじめ
として約 億７千万円を、平成 年度には約 億２千万円を投じて復旧工事を進め、平成 年
度末の復旧累計進度は ％となりました。
なお、平成 年度は約 億３千万円の予算により、復旧累計進度は ％となる見込みです。
さらに、被災から５年目に当る平成 年度末には ％の復旧を想定しています。
２（治山施設災害）
治山施設災害復旧については、平成 年度予算約２億６千万円で ％を実施し、平成 年度

で完了しました。
３（林道施設災害）
林道施設災害復旧については、 箇所、 億円の全体復旧構想に基づき、平成 年度事業

として 億６千万円（進度率 ％）、平成 年度事業として 億６千万円（進度率 ％）、最終
年度の平成 年度においては、残事業分約１億８千万円を予算計上し（進度率 ％）一部は
繰越したものの、平成 年８月にはすべて完了いたしました。

平成 年度発生災害による
治山・林道関係災害復旧状況

被災状況 復旧状況

被災状況 復旧状況



第１章第１章 環境への負荷が少ない資源循環型社会の構築

資源循環の推進第１節

１ 廃棄物の発生と処理の状況

１ １一般廃棄物（ごみ）の状況

平成 （ ）年度におけるごみの総排出量（注 ）

は で１人当たりに換算すると ／
人・日（注 ）となっています。処理の内訳は図１
１ １のとおりであり、焼却処理が全体の約
％を占め、埋立処理が全体の約８％を占めてい
ます。なお、ごみのリサイクル率は ％となっ
ています。
ごみの総排出量及び１人１日当たりの排出量の
推移は図１ １ ２のとおりであり、ここ数年は
漸減傾向となっています。

廃棄物の発生と処理の状況

１ ２一般廃棄物（し尿）の状況

平成 （ ）年度におけるくみ取りし尿（浄
化槽汚泥を含む。以下同じ）の総量は
です。また処理の内訳は図１ １ ３のとおり
であり、し尿処理施設における処理が全体の約
％を占め、次いで海洋投入が全体の約 ％を

占めています。くみ取りし尿の総量及び水洗化・
非水洗化人口の推移は図１ １ ４のとおりで
あり、くみ取りし尿の総量は減少傾向にあります。
その一方で水洗化人口は増加していますが、水
洗化人口割合 ％は、全国水準（平成 （ ）
年度全国平均： ％）に比べると低い水準と
なっています。

図１ １ １ ごみ処理内訳（平成 年度）

図１ １ ２ ごみ排出量及び１人１日当たり
ごみ排出総量の推移

図１ １ ３ くみ取りし尿処理内訳（平成 年度）

図１ １ ４ くみ取りし尿総量及び水洗化・
非水洗化人口の推移

（注１）国におけるごみ総排出量の集計方法の見直しに合わせて、今回からごみ総排出量の集計方法を次のとおり見直すととも
に、過去のデータも含め修正しました。
【平成 年度まで】ごみ総排出量 計画収集量＋直接搬入量＋自家処理量
【平成 年度から】ごみ総排出量 計画収集量＋直接搬入量＋集団回収量

（注２） 年度までの集計方法による平成 年度の実績は、 ／人・日です。
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表１ １ １ 容器包装分別収集実施市町村数及び収集量

図１ １ ５ 発生及び処理状況の概要 （平成 年度）

１ ３リサイクルの状況

（ ）一般廃棄物の状況

一般廃棄物のリサイクルについて、三重県にお
ける資源化率は近年、徐々に伸びており、平成
（ ）年度で ％（県内全市町村のごみ資源
化量 ／処理施設で行うごみ総排出量

）、集団回収による資源化量（ ）

を加えたリサイクル率でみると ％となってい
ます。
また、平成９（ ）年４月から缶類、びん類、
ペットボトル等７品目を対象に施行され、平成
（ ）年４月から本格施行された 容器包装リ
サイクル法 に基づく県内市町村の分別収集状況
は表１ １ １のとおりです。

１ ４産業廃棄物の状況

県では、おおむね５年毎に産業廃棄物に関する
実態調査を行っています。
平成 （ ）年度の１年間に三重県内で排出

された産業廃棄物は 千トンで、その処理状
況の概要は図１ １ ５のとおりとなっています。

また、産業廃棄物最終処分場の残余容量の推移
は図１ １ ６のとおりです。

不法投棄・不適正処理の状況を公害事犯に関す
る検挙件数で見ると、その推移は図１ １ ７の
とおりであり、近年の産業廃棄物に係る検挙件数
は 件以内の間で推移しています。
なお、平成 （ ）年の産業廃棄物の不法投

棄に関する検挙件数は 件でした。

図１ １ ６ 最終処分場の残余容量の推移

万

品 目
平成 （ ）年度 平成 （ ）年度 平成 （ ）年度
市町村数

（ 時点総数 ） 収集量（）
市町村数

（ 時点総数 ） 収集量（）
市町村数

（ 時点総数 ） 収集量（）

無色ガラスびん

茶色ガラスびん

その他ガラスびん

ペットボトル

スチール缶

アルミ缶

飲料用紙パック

その他プラスチック製容器包装

うち白色トレイ

その他紙製容器包装

段ボール

品 目
平成 （ ）年度 平成 （ ）年度 平成 （ ）年度
市町村数

（ 時点総数 ） 収集量（）
市町村数

（ 時点総数 ） 収集量（）
市町村数

（ 時点総数 ） 収集量（）

無色ガラスびん

茶色ガラスびん

その他ガラスびん

ペットボトル

スチール缶

アルミ缶

飲料用紙パック

その他プラスチック製容器包装

うち白色トレイ

その他紙製容器包装

段ボール

▼

▼

▲

▼

▲

▲

（単位：千 ／年）

（注）千トン未満を四捨五入してあるため、総数と個々の合計と
は一致しないものがあります。

排 出 量

（ ％）

排 出 量

自己減量化量

（ ％）

自己減量化量

自己再生利用量

（ ％）

自己再生利用量

減量化量

（ ％）

減量化量

自己最終処分量

（ ％）

自己最終処分量

再生利用量

（ ％）

再生利用量

保管 その他量

（ ％）

保管 その他量

最終処分量

（ ％）

最終処分量

搬 出 量

（ ％）

搬 出 量

委託処理量

（ ％）

委託処理量
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（ ）種類別の排出状況

排出量を種類別にみると、汚泥（ ％）が最も
多く、次いでがれき類（ ％）となっており、こ
の２種類で全体の ％を占めています。
なお、汚泥は排出される時点においては水分を
含み多量ですが、脱水、乾燥、焼却等の処理によ
り大幅に減量されます。このため、搬出量でみる
とがれき類が最も多くなります。

（ ）業種別の排出状況

排出量を業種別にみると、製造業（ ％）が最
も多く、次いで建設業（ ％）、電気・水道業（ ％）
となっており、この３業種で全体の約 ％を占め
ています。
なお、製造業から発生する産業廃棄物の６割を
占める汚泥は、自己中間処理により大幅に減量さ
れるため、搬出量でみると建設業が最も多い業種
となります。
また、同様に電気・水道業（特に下水道業）は、
排出される汚泥のほとんどが脱水等により減量さ
れるため、排出量では全体の ％を占めますが、
搬出量でみると全体の２％となります。

（ ）産業廃棄物の状況

再生利用量は 千トン／年となっており、
総排出量の ％を占めています。
種類別にみると、がれき類（ ％）が最も多く、

以下、汚泥（８％）、ガラスくず等（６％）等となっ
ています。
再生利用量は自己中間処理後再生利用量 千

トン／年、委託中間処理後再生利用量 千ト
ン／年、自己未処理自己再生利用量 千トン／年
に区分されます。

２ 三重県廃棄物処理計画の推進

２ １廃棄物処理計画の策定

三重県では、平成９（ ）年に 廃棄物総合
対策 を策定し、一般廃棄物と産業廃棄物を通じ
た適正処理のための施策を推進してきました。
その後、平成 （ ）年の廃棄物処理法の改

正で、都道府県は廃棄物の減量その他適正な処理
を推進するため、 廃棄物処理計画 を定めるこ
ととされました。
そのため、廃棄物を取り巻く実態なども踏まえ
て、平成 （ ）年３月に 三重県廃棄物処理
計画 を策定しました。

三重県廃棄物処理計画の推進

図１ １ ７ 廃棄物の不法投棄・不適正処理に
係る検挙件数の推移係る検挙件数の推移

図１ １ ９ 業種別の排出量（平成 年度）

図１ １ ８ 種類別の排出量（平成 年度）

図１ １ 種類別の再生利用量（平成 年度）



本計画では計画の目指す基本的な方向を次のと
おり定めています。
１ 環境経営の推進による社会基盤の充実
２ 持続可能な資源循環の実現
３ 安全・安心な廃棄物処理の確立
また、県の ごみゼロ社会実現に向けた基本方

針 （平成 年（ 年） 月 日公表）に基づき、
県民参画のもと、平成 年３月に ごみゼロ社会
実現プラン を策定しました。このプランは 年
後のごみゼロ社会実現に向け、多様な主体が協働
していくための指針となるものです。
廃棄物処理計画では目標年度を平成 （ ）
年度、ごみゼロ社会実現プランでは最終目標年度
を平成 （ ）年度とし、廃棄物の減量・適正
処理に関する数値目標を定め、この目標達成のた
めに県民、事業者、市町、県それぞれが自己の責
任と役割を自覚し、主体的にあるいは互いに連携、
協働して取り組みを行うこととしています。

廃棄物処理計画廃棄物処理計画の目標値
（目標年度：平成 年度）

産業廃棄物
排出量 千

（平成 年度 千 に対して増加を ％に抑制）
再生利用率 ％（平成 年度 ％）
最終処分量 千
（平成 年度 千 に対して半減）

３ 廃棄物の発生抑制と再使用 再生利用の推進

３ １ごみの減量化とリサイクルの推進

（ ） ごみゼロ社会実現プラン の推進

プランの具体的施策を効果的なものとするため
の実験的・実証的なモデル事業として、２市町が
行った 町民参画によるごみ処理基本計画づくり
リサイクルパーク整備事業 事業系ごみの減

量化手法検討調査 に対して補助を行いました。

（ ）ごみ減量化の促進

ごみの排出を抑制し、資源循環型社会を構築し
ていくため、市町が住民、 などの地域主体
と協働して取り組むモデル事業として、２市町が

廃棄物の発生抑制と再使用 再生利用の推進

ごみゼロプランの目標値
（最終目標年度：平成 年度）

一般廃棄物
ごみの減量化
発生 排出抑制に関する目標

参考： 年度実績 → 年度目標
家庭系 千 → 千
事業系 千 → 千

指標名

数値目標

短期
（ 年度）

中期
（ 年度）

最終目標
（ 年度）

ごみ排出量
削減率

（対 年度
実績）

家庭系ごみ
６％

事業系ごみ
５％

家庭系ごみ
％

事業系ごみ
％

家庭系ごみ
％

事業系ごみ
％

指標名

数値目標

短期
（ 年度）

中期
（ 年度）

最終目標
（ 年度）

ごみ排出量
削減率

（対 年度
実績）

資源の有効利用に関する目標

参考： 年度実績 → 年度目標
％ → ％

ごみの適正処分に関する目標

参考： 年度実績 → 年度目標
→

多様な主体の参画 協働

指標名

数値目標

短期
（ 年度）

中期
（ 年度）

最終目標
（ 年度）

資源としての
再利用率 ％ ％ ％

指標名

数値目標

短期
（ 年度）

中期
（ 年度）

最終目標
（ 年度）

資源としての
再利用率

指標名

数値目標

短期
（ 年度）

中期
（ 年度）

最終目標
（ 年度）

ごみの
最終処分量 （対 年度

約 ％減）
（対 年度
約 ％減）

指標名

数値目標

短期
（ 年度）

中期
（ 年度）

最終目標
（ 年度）

ごみの
最終処分量

指 標 現状値

数値目標

短期
（ 年度）

中期
（ 年度）

最終目標
（ 年度）

ものを大切に長
く使おうとする県
民の率

％ ％ ％ ％

環境に配慮した
消費行動をとる県
民の率

％ ％ ％ ％

食べ物を粗末に
しないよう心がけ
ている県民の率

％ ％ ％ ％

ごみゼロ社会実
現プランの認知率 ％ ％ ％

指 標 現状値

数値目標

短期
（ 年度）

中期
（ 年度）

最終目標
（ 年度）

ものを大切に長
く使おうとする県
民の率

環境に配慮した
消費行動をとる県
民の率

食べ物を粗末に
しないよう心がけ
ている県民の率

ごみゼロ社会実
現プランの認知率
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章 節行った資源回収ステーションなどの整備に対して
補助を行いました。

（ ）リサイクル製品の利用推進

三重県リサイクル製品利用推進条例にもとづき
リサイクル製品の認定を進めるとともに、県の公
共工事等における使用・購入に努めました。
（平成 （ ）年３月末の製品認定数： 製品）
また、フェロシルト問題を契機として、認定手
続きにおける不正行為の再発防止とリサイクル製
品の品質及び安全性の確保を図るため、認定制度
の見直しを行い、平成 （ ）年３月に三重県
リサイクル製品利用推進条例を改正しました。

（ ）市町における分別収集の推進

容器包装リサイクル法に基づく市町の第 期分
別収集計画（計画期間：平成 （ ）年度から
（ ）年度）の推進を行いました。

（ ） 化処理の安全性の確保

ごみ処理の広域化と未利用エネルギーの有効利
用を図るごみの （固形燃料）化について、
製造施設の安全管理の指導に努めました。

表１ １ ２ 化施設整備状況

（ ）環境保全型畜産の推進

地域と調和した畜産経営の健全な発展を図るた
めの基礎調査として 畜産経営環境保全実態調査
を実施しました。

（ ）公共事業における建設副産物の再生利用の推進

公共工事の実施にあたり、建設廃棄物の発生量

の抑制・適正処理とともに再利用を中心とする適
切な循環・処理系を形成することが求められてい
ます。
このため、三重県では生活創造圏単位に建設副
産物対策地区連絡協議会を設置し、啓発、情報交
換を行い、再生砕石、再生アスファルト等の利用
を推進しました。

（ ）建設廃棄物の再資源化等の促進

建設リサイクル法に基づき、建設物の解体・新
築に伴い発生する特定建築資材廃棄物の分別と再
資源化を推進するため、必要な情報提供を行い、
再生資材の利用促進を支援しました。

（ ）企業及び排出事業者等への支援

産業廃棄物税を財源として、企業間連携による再
資源化に向けた取組や、排出事業者による発生抑
制・再生・減量化の研究、技術開発に対する支援
等を行っています。
平成 （ ）年度産業廃棄物の処理実績に基づ
く、平成 （ ）年度の税収は約９千４百万円
でした。

（ ）事業所や行政等と連携して取り組むグリーン

購入

グリーン購入を県内に普及するため、平成
（ ）年１月にその展開の母体となる企業、団
体、行政機関によるネットワーク組織 みえ・グ
リーン購入倶楽部 を設立しました。（平成
（ ）年３月末現在：参加組織数 うち企
業環境ネットワーク・みえ会員 ）
みえ・グリーン購入倶楽部 との協働で、セミ

ナー等の開催を始め、東海三県一市（三重県、愛
知県、岐阜県、名古屋市）の行政とチェーンスト
アなど企業と連携して広域的なキャンペーンを展
開しています。（キャンペーン：平成 （ ）
年１月 日からの１ヶ月間、東海三県一市内
店舗 うち三重県内 店舗）

（ ）企業環境ネットワークで取り組む産業廃棄物

の再資源化

環境問題に関心のある企業が業種の枠を越えて
ネットワークを形成し、企業間や行政の協働・連
携により、環境経営取組の向上を図るため、平成
（ ）年 月に 企業環境ネットワーク・み

え が設立されました。（平成 （ ）年３月
末現在：参加企業数 社）

市町等 規 模 整備期間 稼働年度

紀 北 町
（旧 海 山 町）

／日 ９ 年度 年度

香肌奥伊勢資源化
広 域 連 合

／日 年度 年度

桑 名 広 域 清 掃
事 業 組 合

／日 年度 年度

伊 賀 市 ／日 年度 年度

南 牟 婁 清 掃
施 設 組 合

／日 年度 年度

志 摩 市 ／日 年度 年度

紀 北 町
（旧紀伊長島町）

／日 年度 年度

市町等 規 模 整備期間 稼働年度

紀 北 町
（旧 海 山 町）

香肌奥伊勢資源化
広 域 連 合

桑 名 広 域 清 掃
事 業 組 合

伊 賀 市

南 牟 婁 清 掃
施 設 組 合

志 摩 市

紀 北 町
（旧紀伊長島町）



平成 （ ）年度から、環境技術指導員を設置し、
会員企業間の情報交流の促進やコーディネートを
行っています。また、地域環境コミュニケーショ
ンのあり方など特定テーマのセミナーや研究会開
催等により、環境経営取組の向上を図っています。

（ ）下水道汚泥の有効利用

平成 （ ）年度末に県内で稼動中の下水処
理施設は、流域下水道の 処理場を含めて 処理
場があり、その汚泥発生量は、脱水ケーキベース
で約 千 ／年です。その内、 ％にあたる
千 ／年はセメント原料、緑農地への利用等に有
効利用しました。

（ ）浄水場の汚泥の有効利用

平成 （ ）年度に、企業庁の 浄水場にお
いて、浄水処理に伴い発生した汚泥は、約
であり、その内 を園芸用培土（ ）、
グランド改良材（ ）、セメント原料
（ ）として有効利用しました。

４ 廃棄物の適正処理の推進

４ １一般廃棄物の適正処理の推進

（ ）一般廃棄物処理施設の状況

ア ごみ処理施設
平成 （ ）年度末におけるごみ処理施設

は、１県 市 町 事務組合・広域連合に 施設
（休廃止施設を除く）が設置されており、県全
体の処理能力合計は ／日です。
イ 粗大ごみ処理施設
平成 （ ）年度末における粗大ごみ処理
施設は、 市 町 事務組合に 施設（休廃止施
設を除く）が設置されており、県全体の処理能
力合計は ／日です。

廃棄物の適正処理の推進

ウ 埋立処分地施設
平成 （ ）年度末における埋立処分地施

設は、 市 町 事務組合に 施設（残余容量の
ない施設を除く）が設置されており、埋立地面
積 、全体容量 です。残余
容量は となっており、その残余年
数は、年間埋立量 から推定すると約
年分となっています。

（ ）ごみの収集及び処理の状況

ア 収集形態
ごみの収集運搬業務の内訳は、市町（事務組
合を含む。）の直営または委託が ／年
と収集量全体の ％を占め、残りの
／年が許可業者となっています。

イ 処理形態
平成 （ ）年度のごみ排出量は
／年で、平成 （ ）年度に比べて
／年（ ％）減少しています。ごみ処理の

内訳は直接焼却が ／年（ ％）、直
接埋立が ／年（ ％）、直接資源化が

／年（ ％）などとなっています。

表１ １ ３ 畜産経営環境保全実態調査（畜産に起因する環境問題発生件数）（平成 年度） （単位 戸数）

区 分

畜 産

畜 産 環 境 問 題 の 種 類

計
水質汚濁 悪臭発生 害虫発生

水質汚濁
と

悪臭発生

水質汚濁
と

害虫発生

悪臭発生
と

害虫発生

水質汚濁
悪臭発生
害虫発生

その他

豚 １ ４ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ５

採 卵 鶏 １ ４ ２ １ ０ ０ １ ２

ブロイラー

乳 用 牛

肉 用 牛

計

区 分

畜 産

畜 産 環 境 問 題 の 種 類

計
水質汚濁 悪臭発生 害虫発生

水質汚濁
と

悪臭発生

水質汚濁
と

害虫発生

悪臭発生
と

害虫発生

水質汚濁
悪臭発生
害虫発生

その他

豚

採 卵 鶏

ブロイラー

乳 用 牛

肉 用 牛

計

表１ １ ４ ごみ処理施設数等（平成 年度末）

表１ １ ５ 粗大ごみ処理施設数等（平成 年度末）

施設種別
焼却処理施設 ご み

燃料化
施 設

合 計
全連続 准連続 バッチ

施設数

処理能力
（ ／日）

施設種別
焼却処理施設 ご み

燃料化
施 設

合 計
全連続 准連続 バッチ

施設数

処理能力
（ ／日）

施設種別 破砕施設 圧縮施設 併用施設 計

施 設 数

施設能力（ 日）

施設種別 破砕施設 圧縮施設 併用施設 計

施 設 数

施設能力（ 日）
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（ ）一般廃棄物処理施設の整備促進

廃棄物の３ （リデュース、リユース、リサイ
クル）を推進するため、市町等が策定する循環型
社会形成推進地域計画において、一般廃棄物処理
施設が計画的に整備されるよう助言等を行いまし
た。

４ ２産業廃棄物の適正処理の推進

（ ）産業廃棄物処理施設の状況

三重県における産業廃棄物処理施設は 施設
あり、北勢地域に多く立地しており、処理種別で
は、汚泥の脱水施設やがれき類等の破砕施設が多
く、最終処分場は安定型、管理型を合わせて 施
設となっています。

表１ １ ８ 産業廃棄物処理施設の地域別設置状況

（平成 年３月 日）

表１ １ ６ 埋立処分地施設数（平成 年度末）

表１ １ ７ ごみの収集形態（平成 年度末）

施設種別 山 間 平 地 計

施 設 数

全 体 容 量（ ）

残 余 容 量（ ）

施設種別 山 間 平 地 計

施 設 数

全 体 容 量（ ）

残 余 容 量（ ）

区 分 収 集 量 比率（％）

市町・組合
による収集

直営 ／年

委託 ／年

小計 ／年

許可業者による集計 ／年

合 計 ／年

区 分 収 集 量 比率（％）

市町・組合
による収集

直営

委託

小計

許可業者による集計

合 計

事務所
環境室（環境課）

設 置 数

中間処理施設 最終処分場

桑 名 （ ） ６ （２）

四日市（四日市） （ ） （８）

四日市（鈴鹿） （ ） ３ （３）

津 （ ） ４ （２）

松 阪 （ ） ４ （０）

伊 勢 （ ） １ （１）

伊 賀 （ ） ５ （４）

尾 鷲 （ ） ０ （０）

熊 野 （ ） ０ （０）

計 （ ） （ ）

事務所
環境室（環境課）

設 置 数

中間処理施設 最終処分場

桑 名

四日市（四日市）

四日市（鈴鹿）

津

松 阪

伊 勢

伊 賀

尾 鷲

熊 野

計

注１）設置数欄の（ ）内は、現在稼動中の施設を示します。
２）最終処分場の設置数は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第

条の許可を受けた施設のうち、埋め立て中のものを示します。

表１ １ ９ 産業廃棄物処理施設の種類別設置状況

中間処理施設 （平成 年３月 日）

種 類 設 置 数

中

間

処

理

施

設

汚泥の脱水施設 （ ）

汚泥の乾燥施設 （ ）

廃油の油水分離施設 （ ）

廃酸・廃アルカリの中和施設 （ ）

破
砕
施
設

廃プラスチック類の破砕施設 （ ）

木くず・がれき類の破砕施設 （ ）

小 計 （ ）

等分解施設 （ ）

焼
却
施
設

汚泥の焼却施設 （ ）

廃油の焼却施設 （ ）

廃プラスチック類の焼却施設 （ ）

その他産廃の焼却施設 （ ）

小 計 （ ）

合 計 （ ）

種 類 設 置 数

中

間

処

理

施

設

汚泥の脱水施設

汚泥の乾燥施設

廃油の油水分離施設

廃酸・廃アルカリの中和施設

破
砕
施
設

廃プラスチック類の破砕施設

木くず・がれき類の破砕施設

小 計

等分解施設

焼
却
施
設

汚泥の焼却施設

廃油の焼却施設

廃プラスチック類の焼却施設

その他産廃の焼却施設

小 計

合 計

注１）設置数欄の（ ）内は、現在稼動中の施設を示します。
２）設置数は複数の機能を持つ施設については、それぞれの項目で積

算した延べ数です（例：汚泥と廃油の焼却施設１基→汚泥の焼却
施設１、廃油の焼却施設１）。



（ ）環境保全型畜産の推進

家畜ふんは、堆肥化により有機質肥料、土壌改
良材として有効利用できることから、堆肥の生産、
利用を拡大するため、発酵処理施設等家畜ふん尿
処理施設の整備を促進しました。

（ ）公共事業に伴い発生する廃棄物の適正処理の推

進

建設廃棄物の排出量の増加は著しく、最終処分
場の不足とも相まって、その処分が困難になって
います。
このため、県や市町などの公共工事発注機関は

発生量の抑制・再利用を推進するとともに、適正
処理の徹底を図りました。

（ ）産業廃棄物処理業者の優良性評価基準適合状況

三重県では、平成 年度から 産業廃棄物の処
理業者の優良性判断に係る評価制度 を運用して
います。この制度は、遵法性 、情報公開性 、環
境保全への取り組み の つの要件について、一
定の基準を満たした処理業者を 優良性評価基準
適合事業者 として認定するものです。
三重県における優良性評価基準適合事業者の状

況は、表 のとおりです。

（ ） 廃棄物の適正処理の推進

廃棄物を保管している者は、ポリ塩化ビ
フェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別
措置法によって毎年、県に対しての届出が義務付
けられており、平成 （ ）年度には 事業

場から届出がありました。

（ ）自主情報公開の推進

産業廃棄物の発生・排出抑制及びリサイクルを
推進するため、民間企業出身の環境技術指導員を
配置し、産業廃棄物の多量排出事業者等に対して、
適正管理推進マニュアル及び自主情報公開ガイド
ラインに基づいた計画策定と自主的な情報公開を
指導しました。
その結果、平成 年度末現在で適正管理計画書

等の自主情報公開実施事業者数は 社となりま
した。

表１ １ 補助事業による家畜ふん尿処理施設整備状況（平成 年度） （単位：地域数）

表１ １ 環境保全型畜産確立のための普及啓発活動

表１ １ 産業廃棄物処理業者の優良性判断に係る評価基準適合事業者数 （平成 年３月 日現在）

事 業 名 総事業費（千円） 堆肥舎 発酵処理 乾燥処理 浄化処理 畜 舎 その他 備 考

資源循環型畜産確立対策推進事業

事 業 名 総事業費（千円） 堆肥舎 発酵処理 乾燥処理 浄化処理 畜 舎 その他 備 考

資源循環型畜産確立対策推進事業

事 業 名 内 容 実施年月 概 要

資源循環型畜産確立対策推進事業 環境保全型畜産確立対策資料の配布 平成 年３月 実態調査結果、処理技術等の資料

事 業 名 内 容 実施年月 概 要

許 可 区 分
評価基準適合事業者数

県 外 事 業 者 県 内 事 業 者 計

産 業 廃 棄 物 収 集 運 搬 業 ５ ６

産 業 廃 棄 物 処 分 業

特別管理産業廃棄物収集運搬業

特別管理産業廃棄物処分業

許 可 区 分
評価基準適合事業者数

県 外 事 業 者 県 内 事 業 者 計

産 業 廃 棄 物 収 集 運 搬 業

産 業 廃 棄 物 処 分 業

特別管理産業廃棄物収集運搬業

特別管理産業廃棄物処分業

表１ １ 廃棄物保管届出状況
（平成 年度届出分）

廃棄物の種類 事業場数 数 量

高圧コンデンサ 台

低圧コンデンサ 台

高圧トランス 台

低圧トランス 台

安定器 台

上記以外

廃 油
汚染布
その他機器 台
その他

廃棄物の種類 事業場数 数 量

※事業場数は種類・単位ごとにカウントしています。
※ 安定器 は、主として事務用の蛍光灯に用いられていたものです。
※ その他機器 には、コイル、整流器、 その他 には、汚染汚泥、ノー
カーボン紙などが含まれています。
※上記以外に、中部電力 が絶縁油を除去した柱上トランス 台を
保管しています。
※廃油、汚染布、その他については１ １ として換算
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章 節４ ３廃棄物処理センターによる適正処理の
推進

廃棄物処理センターの整備

三重県環境保全事業団が廃棄物処理センター
の指定を受け、市・町の焼却残さを広域的に処理
し、産業廃棄物を公的関与で処理する目的で、平
成 年にガス化溶融施設を建設しました。この施
設の稼働に対する支援を行うことにより、廃棄物
の適正処理を推進しました。
また、産業廃棄物の不適正処理に対する不信感

により新たな最終処分場の設置が進みにくい状況
から、公的関与による管理型最終処分場の整備に
ついて準備や検討を進めてきました。

廃棄物処理センターガス化溶融処理施設概要

４ ４し尿処理体制の整備の推進

世界的にも廃棄物の海洋投入処分は縮小又は禁
止に向っていることを踏まえ、わが国においても、
平成 年１月に廃棄物処理法施行令の一部改正が
なされ、平成 （ ）年２月１日からし尿等の
海洋投入処分が禁止となり、施行日から５年間の
猶予が設けられました。
このため、し尿の海洋投入処分の解消に向けて、

引き続き関係市町等に指導等を行いました。関係
市町等は、し尿処理施設の整備等を行い、平成
（ ）年２月１日以降、全てのし尿は陸上処理
されました。
また、下水道等の整備に伴い、一般廃棄物処理

業者が受ける影響の緩和と適切な一般廃棄物処理
事業の遂行がなされるよう、合理化事業について
関係市町に対する助言を行いました。

５ 不法投棄等の不適正処理の未然防止と是正措置

５ １監視・指導の強化

（ ）不法投棄の状況

大部分の産業廃棄物は、排出事業者自ら又は許
可業者への委託により、適正に処理されています
が、一部の排出事業者や、無許可業者による不法
投棄があとを絶ちません。
また、一般廃棄物の不法投棄も、産業廃棄物に

比べると個々の量は少ないものの、道路、河川、
山林等で発生しています。
なお、三重県における平成 （ ）年の産業

廃棄物の不法投棄等の検挙件数は 件となってい
ます。

（ ）廃棄物の苦情等の状況

廃棄物にかかる苦情発生状況は、表１ １
及び表１ １ に示すとおりであり、苦情の内
容については野外焼却行為をはじめとする大気汚
染及び悪臭に関するものが多くなっています。

表１ １ 廃棄物に係る苦情発生件数
（平成 年度）

表１ １ 平成 年度における廃棄物に係る苦情発生内容
（カッコ内は平成 年度）

不法投棄等の不適正処理の未然防止と是正措置

項 目 諸 元

施設の種類 ガス化溶融施設

処理対象
廃 棄 物

一般廃棄物 焼却残さ

産業廃棄物
廃プラスチック類、燃え殻
ダスト類 等

施 設 規 模 ／日（ ×３系列）

項 目 諸 元

施設の種類

処理対象
廃 棄 物

一般廃棄物

産業廃棄物

施 設 規 模
発生源

年度
ごみ処理場 し尿処理場 産業廃棄物 計

４

９

発生源
年度

ごみ処理場 し尿処理場 産業廃棄物 計

発 生 源原因

大

気

汚

染

水

質

汚

染

悪

臭

ね
ず
み

昆
虫

騒

音

そ

の

他

計

ごみ処理場 （ ） （ ） （ ）（ ）
８
（ ）

し尿処理場

産業廃棄物（ ）（ ）（ ）（ ）
２
（ ）（ ）（ ）

計 （ ）（ ）（ ）（ ）
４
（２）（ ）（ ）

発生源原因

大

気

汚

染

水

質

汚

染

悪

臭

ね
ず
み

昆
虫

騒

音

そ

の

他

計

ごみ処理場

し尿処理場

産業廃棄物

計



（ ）廃棄物処理施設等における不適正処理の状況

平成 （ ）年度の廃棄物処理施設等への立
入検査の実施状況は表１ １ に示すとおりで
あり、違反発生件数は 件で、前年度よりや
や減少しました。うち産業廃棄物に関する違反は

件あり、その違反内容の大部分は、処理基
準違反、保管基準違反、処理施設の維持管理基準
違反、不法投棄、野外焼却行為等です。

（ ）監視・指導の強化

ア 廃棄物の不法投棄や不適正処理を防止するた
め、排出事業者、処理業者への立ち入り検査及
び監視、指導を強化しました。
イ 不適正処理の早期発見、早期解決を図るため、
廃棄物ダイヤル 番に加え、廃棄物
番を開設しており、不法投棄等の通報を受け付
けています。平成 （ ）年度の廃棄物ダイ
ヤル 番への通報内訳は図１ １ のとお
りであり、通報件数は 件で、野外焼却、不法
投棄に関するものが ％を占めていました。
ウ 排出事業者、処理業者に対して、法令の遵守
や施設の維持管理の改善の指導を行うとともに、
産業廃棄物の発生から処理処分に至るまでの移
動管理を行うマニフェストの作成・保管の徹底
を指導しました。
エ 県境付近で岐阜県、滋賀県等との共同による
ほか、愛知、岐阜、三重、名古屋市の三県一市
でも産業廃棄物運搬車両の路上検査を実施し、
廃棄物の積載状況、搬入先等を確認するととも
に、廃棄物の適正処理について指導、啓発を行
いました。
オ 過去に行われた産業廃棄物の不法投棄など不
適正処理事案のうち、長期間放置され、撤去・

改善の見込みがない事案について、 県民しあ
わせプラン における重点プログラムの一つと
して、 安全性確認調査 を実施してきました。
平成 （ ）年度は、新たに３事案（鈴鹿
市、伊賀市、松阪市）の調査を実施し、対象
事案の調査を完了しました。このうち、鈴鹿市
稲生町の事案については、廃棄物が燻焼状態に
あることから、原因者に対し散水等の火災防止
対策を講じさせるとともに、火災発生のおそれ
を解消するため、可燃物の撤去等を求める措置
命令を行いました。
また、平成 （ ）年度に調査

を実施した四日市市大矢知町・平津町の事案に
ついても、有害物質の拡散等のおそれがあるこ
とから、原因者に対し覆土や雨水排水対策等を
講じるよう、措置命令を行いました。
なお、平成 （ ）年度に調査を実施した
津市美杉町（調査当時は美杉村）の事案、及び
平成 （ ）年度に調査を実施した鈴鹿市国
分町の事案については、津市及び鈴鹿市が県の
支援制度を活用し、景観の改善等を実施しまし
た。
カ 桑名市五反田地内における産業廃棄物の不法
投棄事案については、生活環境保全上の支障を
除去するため、平成 （ ）年６月８日、行
政代執行に着手し、地下水浄化等、環境汚染の
修復を行っています。
また、平成 （ ）年度に措置命令を行っ
た四日市市内山町地内の最終処分場等の不適正
処理事案についても、原因者が措置を講じる見
込みがないため、平成 （ ）年２月 日、
硫化水素ガス対策の行政代執行に着手しました。

表１ １ 平成 年度の立入検査実施状況
（カッコ内は平成 年度）
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図１ １ 廃棄物ダイヤル 番通報内訳
（平成 年４月 平成 年３月）
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１ 温室効果ガス削減対策の推進

１ １地球温暖化対策の推進

（ ）地球温暖化問題の経緯

地球温暖化とは、人間の社会経済活動に伴い、
大気中の二酸化炭素（ ）などの 温室効果ガ
ス が増加し、地球の平均気温が上昇することを
言います。最新の研究成果によると、温室効果ガ
スの排出がこのまま続くと今世紀末には平均気温
は最高 上昇、海面水位は最高 上昇する
と予測されています。
地球温暖化を防止するため、国際的な取組が進
められており、 （昭和 ）年に政府間の公式の
場として 気候変動に関する政府間パネル
（ ）が設置されました。さらに （平成４）
年５月に地球温暖化防止の枠組みとなる条約 気
候変動に関する国際連合枠組条約 が採択されま
した。
同条約に基づき毎年締約国会議が開催され、特
に、 （平成９）年に京都で開催された第３回締
約国会議（ ）では、先進各国の温室効果ガ
スの削減目標を取り決めた 京都議定書 が採択
されました。この議定書により我が国は、温室効
果ガスの排出量を （平成 ） （平成 ）年
の期間に （平成２）年レベルより６％削減する
ことになりました。その後、 （平成 ）年７月
に開催された第６回締約国会議（ ）再開会
合（ドイツ・ボン）において、森林の 吸収
量の基準など京都議定書の具体的な運用ルールに
ついて各国の合意がなされました。 （平成 ）
年６月、日本も京都議定書を批准しましたが、
（平成 ）年２月に同議定書が発効しました。

（ ）国における取組

我が国における （平成 ）年度の温室効果ガ
スの排出量は、 （平成２）年に比べて約 ％
増加しています。
京都議定書で定めた我が国の排出削減目標を達
成するため、 （平成 ）年に （平成 ）年に
向けた地球温暖化対策などを定めた 地球温暖化
対策推進大綱 を策定しました。
さらに、国民、事業者、国及び地方公共団体の
それぞれの責務を明らかにした 地球温暖化対策
の推進に関する法律 を （平成 ）年に施行し

温室効果ガス削減対策の推進

ました。 （平成 ）年３月には、 地球温暖化
対策推進大綱 を見直し、京都議定書の約束を履
行するための具体的裏付けのある対策の全体像を
明らかにするとともに、同年６月には、京都議定
書批准に合わせ、地球温暖化対策推進法を改正し
ています。

（平成 ）年２月の京都議定書の発効を受け、
地球温暖化対策の推進に関する法律に基づき、
６％削減の約束を確実に達成するために必要な措
置を定めるものとして、また、 （平成 ）年に
行った地球温暖化対策推進大綱の評価・見直しの
成果として （平成 ）年４月に 京都議定書目
標達成計画 を策定しました。

（ ）県における取組（温室効果ガス削減対策）

三重県は、地球温暖化対策の推進に関する法律
の趣旨を踏まえ、県民総参加により地球温暖化対
策に取り組むため、 （平成 ）年度に 三重県
地球温暖化対策推進計画（チャレンジ６） を策
定して、温室効果ガスの排出量を （平成 ）年
までに （平成２）年のレベルから６％削減する
ことを目標に各対策に取り組んできました。
計画策定後６年を経過したことから、これまで
の対策の内容やその成果を検証するとともに、京
都議定書目標達成計画の内容との整合を図るため、
平成 （ ）年３月に計画の見直しを行い、平成
（ ）年目標を平成２（ ）年レベルから３％
削減に修正しました。
三重県の温室効果ガス排出量は、 ％が
であり、この 排出源は、産業、運輸、民生
の３部門が約 ％を占めています。県内における

年以降の 排出量の推移は次のとおりで
す。
このことから、三重県の温暖化対策は、産業・
運輸・民生の３部門における の排出削減を
主体として進めています。

表１ ２ １ 日本の温室効果ガス排出量の推移

※ただし、 年の代替フロン類については 年の値

年
（百万 トン）

年度
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メ タ ン （ ）

一酸化二窒素（ ）

代 替 フ ロ ン 類

計
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表１ ２ ２ 県内の二酸化炭素（ ）排出量の推移
（単位：千 ）

産業部門の対策
平成 （ ）年３月に公布した三重県生活環

境の保全に関する条例において、エネルギー使用
量の多い一定規模以上の工場等を対象として、温
室効果ガスの排出削減などに関する計画（地球温
暖化対策計画書）の作成と知事への提出・公表を
規定しました。平成 （ ）年５月には、 三
重県地球温暖化対策作成指針 を作成し（平成
（ ）年２月に改正）、対象事業所に対して、
説明会の開催等により計画策定を促しました。
平成 （ ）年度から各工場を訪問し、計画

のフォローアップを実施しています。
運輸部門の対策
三重県生活環境の保全に関する条例において、
一定規模以上の駐車場の管理者等に対し、利用者
へのアイドリングストップの周知を規定するとと
もに、自動車の使用者に対し、駐車時のアイドリ
ングストップを規定し、自動車からの 等の
排出削減を進めています。
また、平成 （ ）年度に国土交通省の環境

行動計画モデル事業として、北勢地域での 公共
交通利用促進による地球温暖化防止実践活動の検
証と定着 が選定され、平成 （ ）年度から
３か年事業として、鉄道整備、駅周辺整備事業と
連携してパークアンドライド社会実験等を実施し
ています。
民生部門の対策
平成 （ ）年度から地球温暖化防止活動の拠

点として、地球温暖化対策の推進に関する法律に
基づき、 三重県地球温暖化防止活動推進セン
ター を指定しています。また、地域における活
動の推進役として 地球温暖化防止活動推進員
を県内で 名委嘱しています。
平成 （ ）年度から、県民に対して、無駄な
電気の使用を控えるなどの省エネ行動を促す エ
コポイント 事業を実施していますが、平成
（ ）年度から民間の事業者と連携した新しい仕

組みを開始し、温暖化対策の普及・啓発に努めて
います。
さらに、県は地球温暖化対策の推進に関する法
律に基づき、平成 （ ）年度に認証取得した

の取組との整合を図り、県自らの事務・
事業から排出する温室効果ガスの削減に取り組む
ため、平成 （ ）年３月に 三重県庁地球温
暖化対策率先実行計画 を作成し、全庁的な取組
の推進と進行管理を実行しています。この結果、
平成 （ ）年度末までに平成２（ ）年度比で
％削減する目標に対して、平成 （ ）年度

実施で ％削減しました。また、対象範囲等を
見直した第２次計画を平成 （ ）年 月に策定
し、より一層の取組を推進しています。
また、地球温暖化対策に率先して行政が取り組
むため、県内の市町等に対して地球温暖化対策の
推進に関する法律に規定する実行計画の策定を働
きかけました。

１ ２フロン対策の推進

（ ）オゾン層の保護

オゾン層の破壊は、冷蔵庫やエアコンの冷媒、
断熱材の発泡剤、プリント基板の洗浄剤などとし
て広く使用されてきたフロン（クロロフルオロ
カーボン等）が成層圏に達してから分解し、生じ
た塩素原子がオゾン分子を破壊するものです。オ
ゾン層は、太陽から降り注ぐ有害な紫外線を吸収
しており、その破壊により、ガン発生率の増加な
ど人体への影響の他、植物の成長抑制や水生生物
への悪影響等、生態系全体への影響が懸念されて
います。
このため、国際的には、オゾン層の保護を目的
としたウィーン条約が締結され、これに基づくモ
ントリオール議定書により、フロンの生産・使用
の段階的削減が進められており、平成７（ ）
年末には先進国における特定フロンの生産及び輸
出入が全廃されました。
我が国においても、昭和 （ ）年にオゾン
層保護法が制定され、その後、平成 （ ）年
に家電リサイクル法、平成 （ ）年にフロン
回収破壊法が制定されたことで、フロンの排出抑
制、回収・破壊処理の取組が進められています。

（ ）フロン回収・処理の促進

ア 特定家庭用機器再商品化法（家電リサイクル
法）

部 門
排 出 量

産 業 部 門

運 輸 部 門

民生家庭系部門

民生事業系部門

そ の 他

計

部 門
排 出 量

産 業 部 門

運 輸 部 門

民生家庭系部門

民生事業系部門

そ の 他

計
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家庭や事務所から排出される特定家庭用機器
廃棄物について、消費者が収集・運搬及び再商
品化等の料金を負担し、小売業者は消費者から
引き取り、製造業者等へ引き渡す義務を負い、
製造業者等は再商品化等（リサイクル）する義
務を果たすことを基本とした家電リサイクル法
が平成 （ ）年度に制定され、平成 （ ）
年４月から施行されています。
イ 特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の実
施の確保に関する法律（フロン回収破壊法）
業務用冷凍空調機器（第１種特定製品）及び
カーエアコン（第２種特定製品）からフロンを
放出することを禁止し、機器が廃棄される際に
フロン回収等を義務づけたフロン回収破壊法が
平成 （ ）年６月に制定され、平成 （ ）
年４月に第１種特定製品部分が本格施行され、
同年 月に第２種特定製品部分が本格施行され
ましたが、平成 （ ）年１月の使用済み自
動車の再資源化等に関する法律（自動車リサイ
クル法）の本格施行に伴い、第２種特定製品部
分については自動車リサイクル法に移行しまし
た。
ウ フロン回収破壊法に基づく回収業者の登録

フロン回収破壊法では、業務用冷凍空調機器
からフロンを回収する業者（第１種フロン類回
収業者）は、都道府県知事の登録が必要です。
また、回収したフロンを破壊する業者（フロン
破壊業者）は、主務大臣（経済産業大臣、環境
大臣）の許可が必要です。
第１種フロン類回収業者登録 件
（平成 年４月１日現在）

２ エネルギーの適正利用の推進

２ １エネルギー・資源の利用状況

ア 電気
平成 （ ）年度における県内総発電量は

× で前年度に比べ ％減少し
ました。その内訳は図１ ２ １のとおりです。
一方、平成 （ ）年度の県内総需要量は
対前年比 ％増の × であり、
需要量の内訳は、一般家庭などの電灯使用量が

％、業務用などの電力使用量が ％の割
合となっています。
電灯・電力使用量の推移は図１ ２ ２のと
おりです。

エネルギーの適正利用の推進

図１ ２ １ 三重県の総発電量（平成 年度）

図１ ２ ２ 電灯・電力使用量の推移

イ ガス
平成 （ ）年度における県内ガス販売量は

千 であり、その内訳は家庭用が ％、
工業用が ％、商業用が ％、その他が ％
となっています。
ガス販売量の推移は図１ ２ ３のとおりで
す。

図１ ２ ３ ガス販売量の推移

千



２ ２省エネルギー化の推進

（ ）省資源・省エネルギー対策の推進

省資源・省エネルギーに対する関心は昭和
（ ）年のオイルショックを契機に高まってきた
ものの、エネルギー消費量は、国民の ゆとりと
豊かさ を求めるライフスタイルを背景として、
民生・運輸部門を中心に依然高い伸び率を示して
います。
こうした中で、県民一人ひとりの資源・エネル
ギーの有効利用に関する正しい理解と実践を促進
するため、県内の各種団体で構成する 資源とエ
ネルギーを大切にする県民運動推進会議 を母体
として、普及啓発活動を中心とした県民運動を推
進しました。
また、地球温暖化防止の観点からも省エネル
ギーによる温室効果ガスの削減は不可欠であるこ
とから、県民、事業者、行政が一体となって地域
レベルで省エネルギーを推進しています。
平成 （ ）年度も、 環境創造活動を進め

る三重県民の会 と協働で、 地球温暖化防止を
目指す環境県民運動 として、オフィス等の省エ
ネルギー等の取組を呼びかける 関西エコオフィ
ス宣言 運動と、電気使用量等の節減を促進する
みえのエコポイント事業 に取り組みました。
県庁においても、平成 （ ）年度に導入した

システム及び平成 （ ）年に策定し
た 三重県庁地球温暖化対策率先実行計画 第
次計画 に基づき、引き続き電気使用量や廃棄物
の削減など環境負荷の低減に取り組んでいます。

（ ）信号機の高度化改良と 式信号灯器の整備

幹線道路における交通の円滑化を図るため、信
号機の系統化（ 基）、多現示化（ 基）、閑散時
半感応化（ 基）、右折感応化（ 基）等の信号機
の高度化改良を行うとともに、主要交差点（約
箇所）において、 式信号灯器（約 灯）
の整備を進めることにより交差点付近での交通事
故防止及び消費電力の削減を図りました。

（ ）環境に配慮した住宅・住環境の普及促進

住宅の市場や建設過程において地球環境を保全
する観点から、エネルギー・資源・リサイクルな
どの面で配慮がなされた住宅供給の普及促進や、
周辺の自然環境に調和し親しめる住環境形成の普
及促進を図るとともに、住宅ストックの有効活用
を図ります。

これらの取り組みが、様々な主体によって計画
的かつ持続的に展開するように、平成 年 月に
策定した三重県住生活基本計画において位置づけ
ました。

３ 新エネルギーの導入促進

３ １導入への取組

（ ）三重県新エネルギービジョン

石油依存度の高い我が国のエネルギー事情や地
球温暖化等の環境問題に対応するため、新エネル
ギーの導入促進が強く求められています。
新エネルギーは、地域に密着したエネルギーで
あることから、地域の特性に応じた導入を図るこ
とが効果的であり、県、市町、 、民間企業、
住民等が主体的かつ連携・協働して取り組む必要
があります。
このため、三重県では 三重県新エネルギービ

ジョン （表１ ２ ３）に基づき、その具体化
のために次のことに取り組みました。
ア 公共施設等への新エネルギーの導入指針
による率先導入
この指針は、県の施策方針として新エネル
ギーを県の施設へ率先導入するため、各部が取
り組むべき内容を示したものです。
平成 （ ）年度には、県の公共施設等へ
の太陽光発電設備が導入され、累計

となりました。
イ 新エネルギーの普及支援事業の実施
県内への新エネルギー導入を促進するため、
住宅用太陽光発電設備及び学校への太陽光発電
設備に対する補助制度を平成 （ ）年度か
ら実施しています。
平成 （ ）年度には、補助の効果を更に
高めるため、対象設備や対象者の範囲を拡大す
るとともに、普及啓発活動の実施を補助の条件
とするなど、経済支援と普及啓発を組み合わせ
た制度となるよう見直しを行いました。
この結果、平成 （ ）年度は当事業によ

り 件の住宅で計 、 校の学校で計
及び事業所等 ヶ所で計 の太陽光

発電設備が設置されました。
ウ 新エネルギーの普及啓発
クリーンエネルギーフェアを開催（ こども

環境体感フェア と同時開催 人参加）
するとともに、市町新エネルギー担当者を対象
とした研修会の開催や小学生を対象とした新エ

新エネルギーの導入促進
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ネルギー教室の開催等により、新エネルギーの
普及啓発を行いました。
また、 三重県新エネサポーター制度 を立

ち上げ、普及啓発の体制充実を図りました。

（ ）水力発電の推進

洪水調整や都市用水供給等を目的として建設さ
れるダムに従属して、放流水のエネルギーを有効
利用する自然循環によるクリーンなエネルギーの
開発を進めています。
平成 （ ）年度に、宮川ダムの維持放流水

のエネルギーを有効利用する宮川ダム維持放流発
電設備が完成し、平成 （ ）年４月から運用
を開始しています。

３ ２未利用エネルギーの利用促進

（ ） 焼却・発電事業の推進

可燃性ごみを固形燃料（ ）化し、有効利
用する 化構想を、市町と一体になって進め
ています。
この取り組みの中で、県は市町で製造された
の安定的な受け皿として、三重ごみ固形燃料

発電所（ 焼却・発電施設）を管理運営して
います。
三重ごみ固形燃料発電所は、平成 （ ）年

８月に発生した 貯蔵槽爆発事故のため運転
を停止していましたが、平成 （ ）年３月か
ら８月にかけて安全対策を講じた上で試運転を行
ない、平成 （ ）年９月から運転を再開して
います。
また、平成 （ ）年 月から、新しい
貯蔵施設の運用を開始しています。
施設規模

（ア） 処理能力
／日

（イ） 発電能力

表１ ２ ３ 年度末新エネルギー導入量

新エネルギー
ビジョン策定時

年度末
導入量

年度末
導入目標

太陽光発電

風力発電

バイオマス発電

バイオマス熱利用

コージェネレーション

うち燃料電池

クリーンエネル
ギー自動車

台 台
※

台

廃棄物発電

従来型一次エネ
ルギーの削減量
合計（原油換算）

排出削減量
（参考）

新エネルギー
ビジョン策定時

年度末
導入量

年度末
導入目標

太陽光発電

風力発電

バイオマス発電

バイオマス熱利用

コージェネレーション

うち燃料電池

クリーンエネル
ギー自動車

廃棄物発電

従来型一次エネ
ルギーの削減量
合計（原油換算）

排出削減量
（参考）

※クリーンエネルギー自動車については 年度末の台数



１ 大気汚染の防止

１ １大気汚染の現況

（ ）概況

大気環境基準は、環境基本法第 条により、人
の健康を保護することが望ましい基準として示さ
れたものです。平成 （ ）年度の大気環境基
準の達成状況は次のとおりです。
二酸化硫黄は、測定局 局（県測定 局、四日

市市測定８局）全てで環境基準を達成しました。
二酸化窒素は、測定局 局（県測定 局、四日
市市測定 局）のうち、自動車排出ガス測定局１
局で環境基準を達成しませんでした。
浮遊粒子状物質は、測定局 局（県測定 局、

四日市市測定 局）のうち、一般環境測定局４局、
自動車排出ガス測定局３局で環境基準を達成しま
せんでした。
以下、一般環境測定局を 一般局 、自動車排

出ガス測定局を 自排局 と略します。（注１）

注１）一般環境測定局：県民が居住する地域に大気環境を
調査するために設けられた測定局で、現在 （県設置 局、
四日市市設置７局）の測定局が設けられています。
自動車排出ガス測定局：道路沿道の大気環境を調査する

ために設けられた測定局で、現在７（県設置４局、四日市
市設置３局）の測定局が設けられています。

（ ）大気汚染の測定結果

ア 硫黄酸化物（二酸化硫黄）
一般局 局、自排局２局で測定を実施しまし

た。一般局、自排局とも日平均値の２％除外値
は、 以下で、環境基準を達成しました。
（注２）年平均値の経年変化は図１ ３ １の
とおりです。（資料編２ ２ ２ ４参照）

注２）二酸化硫黄の環境基準の長期的評価は、年間におけ
る日平均値の測定値の高い方から２％の範囲にあるもの
（ 日分の測定値がある場合は７日間の測定値）を除外
して行います。ただし、日平均値が を超える日
が２日以上連続した場合には、評価はせず、環境基準未達
成とします。

大気汚染の防止

イ 窒素酸化物（二酸化窒素）
一般局 局、自排局 局で測定を実施しました。

一般局では、日平均値の ％値が を
超える局はなく、全ての局で環境基準を達成し
ました。（注３）自排局では、納屋局を除き環
境基準を達成しましたが、納屋局の日平均値の
％値は の高濃度を記録しました。

年平均値の経年変化は図１ ３ ２のとおりで
す。（資料編２ ５ ２ ８参照）

図１ ３ ２ 二酸化窒素の経年変化
（一般局の年平均値）

注３）二酸化窒素の環境基準の長期的評価では、年間にお
ける日平均値の測定値の低い方から ％に相当するものが

以下の場合は、環境基準が達成されたと評価し
ます。

図１ ３ １ 二酸化硫黄の経年変化
（一般局の年平均値）大気環境の保全第３節
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ウ 浮遊粒子状物質
一般局 局、自排局 局で測定を実施しまし

たが、一般局 局、自排局 局で環境基準を達成
しませんでした。（注４）年平均値の経年変化
は図１ ３ ３のとおりです。（資料編２ ９
参照）

注４）環境基準の長期的評価は、硫黄酸化物と同様で、２％
除外値で評価します。ただし、日平均値が、 を
超える日が２日以上連続した場合には、評価はせず、環境
基準未達成とします。

図１ ３ ３ 浮遊粒子状物質の経年変化
（一般局の年平均値）

エ 光化学オキシダント
一般局 局（県測定 局、四日市市測定６局）
で測定を実施したところ、全ての測定局で環境
基準を達成しませんでした。光化学オキシダン
ト昼間値（５時から 時までの測定値）が

を超えた時間数の割合の経年変化は
図１ ３ ４のとおりです。（資料編２ 、
参照）

図１ ３ ４ 光化学オキシダント昼間値（５ 時）が
を超えた時間数の割合の経年変化
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オ 一酸化炭素
自排局２局（県測定２局）で測定を実施した
ところ、いずれの局も日平均値の２％除外値は

以下で環境基準を達成しました。（注５）
（資料編２ 参照）

注５）環境基準の長期的評価は、硫黄酸化物と同様で、２％
除外値で評価します。ただし、日平均値が、 を超
える日が２日以上連続した場合には、評価はせず、環境基
準未達成とします。

カ 非メタン炭化水素
一般局 局（県測定 局、四日市市測定５局）、

自排局３局（県測定２局、四日市市測定１局）
で測定を実施しました。大気中炭化水素濃度の
指針では、光化学オキシダント濃度
に対応する非メタン炭化水素濃度は、

（６ ９時の３時間の平均値）の
範囲となっており、一般局の２局を除き指針値
を超えていました。（資料編２ 参照）

キ 有害大気汚染物質
平成９年（ ）４月に施行された改正大気
汚染防止法に基づき、環境省が示す の優先取
組物質（有害性の程度やわが国の大気環境の状
況等に鑑み健康リスクがある程度高いと考えら
れる有害大気汚染物質）のうち、測定法が示さ
れているトリクロロエチレン、ベンゼン等の
物質（ダイオキシン類を除く）の大気環境調査
を四日市市と連携して行いました。（資料編２

参照）
（ア）調査地点等

一般環境５地点（桑名市、四日市市２地点、
松阪市、伊賀市）、道路沿道１地点（鈴鹿市）、
で、毎月１回調査を実施しました。

（イ）調査結果
環境基準が示されているジクロロメタン、
テトラクロロエチレン、トリクロロエチレン、
及びベンゼンの４物質は６地点とも環境基準
を達成していました。（資料編２ 参照）

ク 石綿（アスベスト）
大気環境中でのアスベスト濃度の調査を県内
地点で行った結果、全ての地点で石綿は検出
されませんでした。（資料編２ 参照）



表１ ３ １ 優先取組物質

１ ２工場・事業場対策の推進

工場・事業場に対する規制・指導
ア 大気汚染防止法による規制
大気汚染防止法では、一定規模以上のボイ
ラー等のばい煙発生施設、ベルトコンベア等の
一般粉じん発生施設等を規制しています。
平成 （ ）年３月 日現在、 工場・

事業場に のばい煙発生施設、 工場・事
業場に の一般粉じん発生施設、 工場に
の揮発性有機化合物（ ）排出施設が設

置されています。
（ア）硫黄酸化物の規制

硫黄酸化物については、施設毎の排出口の
高さに応じた着地濃度規制（ 値規制）が実
施されています。その規制値は四日市地域（四
日市市の一部、朝日町、川越町）が 、四
日市市（前述以外の地域）が 、桑名市及
び鈴鹿市が 、その他の市町が となっ
ています。
さらに、四日市地域（四日市市は全域）に
ついては、昭和 （ ）年４月から三重県
公害防止条例（現三重県生活環境の保全に関
する条例）により、総排出量規制を実施して
きましたが、この制度は、昭和 （ ）年
に大気汚染防止法による総量規制に移行して
います。

（イ）ばいじんの規制
ばいじんについては、ばい煙発生施設の種
類及び規模毎に濃度規制が実施されています。

平成 （ ）年４月、大気汚染防止法施行
規則等の一部を改正する総理府令が公布され、
廃棄物焼却炉に係る排出基準が改定されまし
た。

（ウ）窒素酸化物の規制
昭和 （ ）年の第１次規制以降段階的

に排出基準の強化、適用施設の拡大が行われ、
窒素酸化物を排出する大多数のばい煙発生施
設に排出基準が適用されています。

（エ）石綿（アスベスト）の規制
石綿（アスベスト）は耐熱性等に優れてい
るため多くの製品に使用されてきましたが、
発ガン性等の健康影響を有するため、原則、
製造・使用が禁止されています。
また、吹付け石綿を使用する一定規模以上
の耐火性建築物の解体等作業には作業基準等
が定められ、工事を施工する前に特定粉じん
排出作業の届出が課せられていましたが、ア
スベストの大気環境への飛散防止措置を拡
充・強化するため、平成 （ ）年 月に大
気汚染防止法施行令・規則が改正され、平成
（ ）年３月から施行されました。これに
より、規制対象となる建築材料の範囲が拡大
され、建築物の規模要件等が撤廃されました。
さらに、平成 （ ）年２月に大気汚染防

止法が改正され、工作物（工場のプラント等）
が規制対象となり、同年 月から施行されま
した。また、労働安全衛生法施行令の改正に
併せ、石綿を ％を超えて含有する建築材
料も同様に 月から規制対象となりました。
平成 （ ）年度中の届出数は、解体作業

が 件、改造・補修作業が 件、断熱材等
の除去が 件でした。（以上、四日市市管轄
分を除く）

（オ） の規制
光化学オキシダントによる大気汚染は、そ
の原因物質である の排出削減により、
その改善が期待できます。
工場から排出される の規制について
は、平成 （ ）年５月に大気汚染防止法が
改正され、平成 （ ）年４月から施行され
ました。
これにより、 排出事業者に対して
排出施設の届出義務、排出基準の遵守

義務等が課され、さらに事業者の自主的な対
策の取組が期待されます。

○アクリロニトリル

○アセトアルデヒド

○塩化ビニルモノマー

○クロロホルム

クロロメチルエーテル

○酸化エチレン

○ ジクロロエタン

○ジクロメタン

○水銀及びその化合物

タルク（アスベスト様繊維

を含むもの）

○ダイオキシン類

○テトラクロロエチレン

○トリクロロエチレン

○ニッケル化合物

○ヒ素及びその化合物

○ ブタジエン

○ベリリウム及びその化合物

○ベンゼン

○ベンゾ（ ）ピレン

○ホルムアルデヒド

○マンガン及びその化合物

○クロム及びその化合物

○印は平成 年度環境調査物質
ダイオキシン類は、ダイオキシン類対策特別措置法に
基づく調査を実施。
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イ ダイオキシン類対策特別措置法による規制
ダイオキシン類対策特別措置法では、大気基
準適用施設として５種類の特定施設、水質基準
対象施設として 種類の特定施設を規制対象と
しています。
平成 （ ）年３月 日現在の県内における

大気基準適用施設は 施設、水質基準対象施
設は 施設です。

ウ 三重県生活環境の保全に関する条例等による
規制
三重県生活環境の保全に関する条例では、大
気汚染防止法の規制対象外の施設（指定施設）
及び有害物質について規制しています。さらに
四日市地域については、一定基準以上の工場等
を対象に、窒素酸化物に係る総排出量規制、上
乗せ条例によるばいじんの排出基準の上乗せ規
制を実施しています。
平成 （ ）年３月 日現在のばい煙に係る

指定施設は 工場・事業場に 施設、粉じ
んに係る指定施設は 工場・事業場に 施
設、炭化水素に係る指定施設は 工場・事業場
に 施設が設置されています。（以上、四日市
市管轄分を除く）
（ア）窒素酸化物に係る総排出量規制

昭和 （ ）年から四日市地域において、
窒素酸化物の総排出量規制を実施しており、
昭和 （ ）年に二酸化窒素に係る環境基
準が改定されたことに伴い、総排出量規制の
見直しを行いました。さらに、平成４（ ）
年に窒素酸化物排出係数を改訂し、規制を強
化しました。

（イ）炭化水素系物質の規制
貯蔵タンク等から炭化水素系物質の漏出を
防止するため、一定規模以上の貯蔵施設（原
油、揮発油、ナフサ等の貯蔵能力が
以上の貯蔵施設等）について、構造・使用管
理基準を設け、規制を行っています。

エ 緊急時の措置
大気汚染防止法に基づき、硫黄酸化物、浮遊
粒子状物質、二酸化窒素及び光化学オキシダン
トについて、緊急時における措置を講じていま
す。平成 （ ）年度は、硫黄酸化物、浮遊
粒子状物質及び二酸化窒素については、予報等
の発令による緊急時の措置はありませんでした。
オ 立入検査（四日市市管轄分を除く）
平成 （ ）年度は、延べ 工場・事業場
に立入検査を行い、ばいじん、窒素酸化物等の

延べ 項目について、排出ガス検査を実施しま
した。その結果、すべての工場・事業場で排出
基準に適合していました。
また、特定粉じん排出作業について、 現

場に立入を行い、敷地境界におけるアスベスト
濃度を 現場で測定を実施したところ、すべて
の現場において特定粉じん発生施設の敷地境界
基準以内でした。

２ 自動車環境対策の推進

２ １自動車環境対策の推進

（ ）現状

近年、産業経済の発展や都市化の進展を背景と
して大型車やディーゼル自動車等の交通量が増加
し、都市部や主要幹線道路沿道においては、窒素
酸化物や粒子状物質による大気汚染が顕在化して
います。
県内７ヶ所の自排局の平成 （ ）年度の二

酸化窒素の濃度（年平均値）は、全ての局で環境
保全目標（年平均値 ）を超過し、県内
の一般環境測定局に比べ高い状況となっており、
納屋測定局（国道 号、四日市市）は、環境基準
を達成しませんでした。また、浮遊粒子状物質に
ついては、納屋測定局、東名阪測定局（東名阪自
動車道、四日市市）、北消防署測定局（国道１号、
四日市市）で環境基準を達成しませんでした。

（ ）自動車 ・ 法（自動車から排出される

窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総

量の削減等に関する特別措置法）

ア 背景
都市地域における窒素酸化物による大気汚染
については、自動車 法（自動車から排出
される窒素酸化物の特定地域における総量の削
減等に関する特別措置法）（平成４（ ）年）
に基づき、特別の排出基準を定めた規制（車種
規制）を初めとする施策を実施してきましたが、
自動車交通量の増大などにより、環境基準を達
成するには至っていません。
一方、近年ディーゼル自動車から排出される
粒子状物質（ ）について、発がん性のおそ
れを含む国民の健康への悪影響が懸念されてお
り、窒素酸化物とともに自動車交通に起因する
粒子状物質の削減を図る施策を新たに講ずるこ
とが強く求められています。

自動車環境対策の推進



イ 法律の概要
平成 （ ）年の通常国会に自動車
法の改正法案が提出され、同年６月に自動車

・ 法が成立しました。その内容は次
のとおりです。
対象物質に粒子状物質を追加
対策地域の拡大
愛知県の 市町村とともに、三重県の北勢地

域の８市町（四日市市、桑名市、鈴鹿市、旧長
島町、木曽岬町、旧楠町、朝日町、川越町）を
追加
粒子状物質について車種規制を導入
窒素酸化物について車種規制の強化
一定規模以上（ 台以上保有）の事業者に対
する自動車使用管理計画の作成、都府県知事
等への届出の義務づけ
平成 （ ）年 月に自動車 ・ 法

が改正され、その主な内容は次のとおりです。
重点対策地区の新設
建物の新設に係る届出
周辺地区内の一定規模以上の事業者に対する
計画作成・届出、報告の義務付け
荷主等に窒素酸化物等の排出の抑制に係る努
力を義務付け

ウ 車種規制
排出規制
ガソリン車への代替が可能な乗用車及びト
ラック・バス（車両総重量 以下）につい
ては、ガソリン車並の排出基準。
ガソリン車への代替が可能でないトラック・
バス（車両総重量 超）については、最新
のディーゼル車並の排出基準。
経過措置
次に示すように、車種ごとに猶予期間を設定
しています。加えて、法の施行により短期集中
的に多数の自動車の買替えが必要となることか
ら、さらに１ ３年の準備期間が置かれていま
す。

表１ ３ ２ 猶予期間

エ 自動車排出窒素酸化物及び自動車排出粒子状
物質総量削減計画の概要
（ア）経過

自動車 ・ 法により、知事は対策
地域における自動車排出窒素酸化物及び自動
車排出粒子状物質総量削減計画を定めなけれ
ばなりません。平成 年７月に関係市町、国
の関係行政機関、学識経験者等で構成する総
量削減計画策定協議会を立ち上げ、４回の幹
事会を開催し、自動車から排出される窒素酸
化物、粒子状物質の総量を削減するための議
論を重ねてきました。
同計画は、平成 年６月４日の協議会で承
認をいただき、その後、７月 日に環境大臣
の同意を得て、平成 年８月８日に公告しま
した。

（イ）計画の目標
平成 年度に環境基準を達成するために、
排出量の削減について以下のように取り組み
ます。

車 種 猶予期間 車 種 猶予期間

普通貨物自動車 ９年 マイクロバス 年

小型貨物自動車 ８年 ディーゼル乗用車 ９年

大型バス 年 特殊自動車 原則 年

車 種 猶予期間 車 種 猶予期間

普通貨物自動車

小型貨物自動車

大型バス

総 量 の 区 分
窒素酸化物
排出量
（ 年）

粒子状物質
排出量
（ 年）

平成９年度
（現状）

対策地域内における事業
活動その他の人の活動に
伴って発生し、大気中に排
出される総量［１号総量］

のうちの自動車排出総
量［２号総量］

平成 年度
（中間目標）

の達成に向け平成 年
度までに達成すべき総量

のうちの自動車排出総
量

平成 年度
（目標年度）

対策地域内において、大
気環境基準を達成するため、
事業活動その他の人の活動
に伴って発生し、大気中に
排出できる総量［３号総量］

のうち自動車排出総量
［４号総量］

総 量 の 区 分
窒素酸化物
排出量
（ 年）

粒子状物質
排出量
（ 年）

平成９年度
（現状）

平成 年度
（中間目標）

平成 年度
（目標年度）

※１ １ ４号総量は、窒素酸化物にあっては特別措置法第７条第２項
第１ ４号、粒子状物質にあっては特別措置法第９条第２項第１
４号にそれぞれ規定される量を表します。

※２ 粒子状物質の１号総量、３号総量については硫黄酸化物、窒素酸
化物等のガス状物質を前駆物質として生成する二次生成粒子を含ん
だ量ですが、２号総量、４号総量については、自動車からの排出ガ
ス分（一次粒子）です。
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（ウ）目標を達成するための施策
．自動車単体対策の強化等
新短期規制、新長期規制の実施
排出基準適合車への早期代替の促進
車両の点検・整備の徹底及び過積載車
両・整備不良車両等の指導、取締りの強
化
重油混和燃料等の使用禁止への取組及び
低硫黄軽油の供給体制の確立
．車種規制の実施等
車種規制の適正かつ確実な実施
窒素酸化物排出基準適合車等への代替促
進
国の機関及び地方公共団体による公用車
の代替の促進
対策地域外の事業者に対する排出基準適
合車への早期代替の啓発や、国道 号、
国道１号における、排出規制不適合大型
車に対する通行抑制措置の検討等、流入
車対策の推進
特定事業者による、自動車使用管理計画
の作成及び定期報告
．低公害車の普及促進
低公害車の普及目標の設定（ 年で
万台、年間新車登録台数の ％を低公害
車化）
燃料供給施設等の整備
国の機関及び地方公共団体による低公害
車の率先導入
経費助成や優遇税制等、低公害車の導入
のための支援措置の実施
自動車等販売者による情報提供の促進
．交通需要の調整・低減
共同輸配送や積み合わせ配送等、事業者
における貨物自動車等の使用合理化の推
進
モーダルシフト ・ モーダルミック

ス など貨物輸送手段の転換の推進
パークアンドライド駐車場等の整備や、
バス優先レーン等の指定によるバス運行
の定時性の確保等、公共交通機関の整備
及び利便性の向上
自家用乗用車の使用自粛等
．交通流対策の推進
バイパス道路等の整備による交通の分散
や、道路改良、交差点改良等による交通
渋滞の解消

総合的な駐車対策の推進
高度交通管制システムや道路交通情報通
信システム等の整備、ノンストップ自動
料金支払いシステム（ ）の整備等、
交通管制システムの整備等による交通流
の円滑化
．その他
アイドリング・ストップ運動の推進
グリーン配送等の推進

（ ）交通の円滑化対策の推進

ア 交通情報提供システム（ ）の整備
北勢・中勢地域の主要幹線道路を中心に情報
収集提供装置（光ビーコン） 基を整備しまし
た。
イ 交通管制システムの拡充整備
鈴鹿市内（県道亀山鈴鹿線等）の信号機 基

を集中制御化し、交通の円滑化を図りました。

２ ２光化学スモッグ対策の推進

（ ）光化学スモッグの緊急時の措置現状

県内 地域、 関係市町村（ ４ １におけ
る市町村の区域）を発令地域とし、緊急時の措置
を要請する対象地域としています。測定されたオ
キシダント濃度が発令基準に達した場合、その発
令地域ごとに緊急時の措置の区分（予報、注意報、
警報、重大警報の４種類）に応じ、協力工場への
措置を要請します。
平成 （ ）年度の光化学スモッグの発令状
況は、５月 日から８月 日までに４日間延べ
地域に予報を発令しました。また、６月１日及び
８月 日には名張地域に注意報を発令しました。

（ ）北勢地域光化学大気汚染予測システム

光化学スモッグ注意報発令時において緊急時の
措置が速やかに実施されるよう、注意報発令に先
立ち、当日早朝に各種汚染物質濃度や気象データ
から計算した予測情報を各関係機関に提供してい
ます。
ア 対象地域
桑名地域、大安地域、四日市地域及び鈴鹿地
域の４地域としています。

イ 予測情報の内容
４地域別に、高濃度となりやすいでしょう。、
高濃度とならないでしょう。 の２段階で予



３ ３都市生活騒音対策の推進

生活様式の向上に伴い生活の場からクーラーの
音、ピアノの音、飼犬の鳴き声等多種多様な生活
騒音が発生するようになりました。
近年、快適な生活環境を確保したい要求が高ま
るにつれて、この生活騒音に対する苦情が増加し
ています。
生活騒音は、工場騒音とは異なり、個人の私生
活に深く関わっており、法令で規制し防止するよ
り、各人が近隣に迷惑をかけないよう自覚し、自
制することが最も大切なことであるとともに、地
域ごとの生活騒音防止のための自主的な活動を通
して相互受認を含む近隣居住のルールを作ること
が大切です。

表１ ３ ４ 三重県生活環境の保全に関する条例に
基づく制限行為等に係る勧告等の実施状況

（平成 年度）

３ ４環境騒音及び道路交通振動の現状

（ ）環境騒音（一般地域）

環境騒音のうち、一般地域（道路に面する地域
以外）における騒音の状況は、法の指定地域を有
する 市町の協力を得て、 地点で騒音測定を実
施しました。（資料編４ ４参照）

騒音関係 振動関係

立 入 検 査 件 数

測定検査結果
適 合 ５ ０

不適合 ３ ０

行 政 指 導 件 数 ４

騒音関係 振動関係

立 入 検 査 件 数

測定検査結果
適 合

不適合

行 政 指 導 件 数

表１ ３ ３ 工場・事業場及び建設作業に関する騒音・
振動関係の立入検査等の実施状況

（平成 年度）

測しています。 高濃度 とはオキシダント濃
度の日最高値が 以上となる場合をい
います。

３ 騒音・振動の防止

３ １騒音・振動の現況

騒音に係る環境基準は、環境基本法第 条に基
づき、生活環境を保全し、人の健康の保護に資す
るうえで、維持されることが望ましい基準として
設定されています。
工場・事業場に係る騒音・振動苦情は、その発
生源が住工混在地域に立地する中小規模の工場等
や建設作業によるものが多くあります。
家庭生活による騒音苦情は、ピアノ、クーラー
あるいは飼犬の鳴き声などが原因であり、生活様
式の多様化や都市化の進展のなかで快適な住環境
を求める声が強くなってきており、今後増加する
ことが予想されます。

３ ２工場・事業場対策の推進

（ ）騒音規制法及び振動規制法による規制

騒音規制法及び振動規制法に基づき、生活環境
を保全すべき地域を指定し、この指定地域内にお
いて、工場及び事業場における事業活動並びに建
設工事に伴って発生する相当範囲にわたる騒音・
振動について規制を行っています。

（ ）三重県生活環境の保全に関する条例による規制

三重県生活環境の保全に関する条例では、法で
規制していない施設及び規制地域の拡大（県内ほ
ぼ全域）を行い、工場及び事業場における事業活
動並びに建設工事に伴って発生する相当範囲にわ
たる騒音・振動について規制を行っています。
また、これらの他、深夜営業騒音、作業騒音及
び拡声機の使用に伴う騒音について規制を行って
います。

（ ）立入検査及び指導

法・条例に基づく規制対象施設等の届出を審
査・指導するとともに、規制対象工場・事業場の
立入検査を行い基準遵守の確認や改善指導を行い
ました。（表１ ３ ３）
また、法・条例の指定地域を有する市町が行う
規制事務について助言を行いました。

騒音・振動の防止

指導件数 勧告件数

深 夜 営 業 騒 音 に 係 る も の ３ ０

作 業 騒 音 に 係 る も の ０

拡声器の使用制限に係るもの １ ０

指導件数 勧告件数

深 夜 営 業 騒 音 に 係 る も の

作 業 騒 音 に 係 る も の

拡声器の使用制限に係るもの



表１ ３ ５ 測定地点における環境基準適合状況

環境騒音（一般地域） （平成 年度）

（ ）自動車騒音及び道路交通振動

環境騒音のうち、道路に面する地域における騒
音の状況については、主要幹線道路沿道の 地点
で自動車交通騒音測定を実施しました。（資料編
４ ５参照）
また、道路交通振動の状況については、法に規
制地域を有する市町の協力を得て、 地点で道路
交通振動測定を実施しました。（資料編４ ６参
照）
騒音規制法及び振動規制法では、自動車騒音及
び道路交通振動の限度（要請限度）を定めており、
市町村長は指定地域内における自動車騒音・振動
がその限度を超えて道路周辺の生活環境が著しく
損なわれていると認められる時は、公安委員会及
び道路管理者に対して、交通規制や道路構造等の
改善要請、意見を述べることができることになっ
ています。なお、平成 （ ）年度は法に基づ
く要請及び意見陳述はありませんでした。

（ ）自動車交通騒音・振動対策の推進

自動車騒音対策を推進するため、平成５（ ）
年 月 三重県自動車交通公害対策推進協議会
を設置し、自動車交通公害防止対策の基本的方向
と具体的な施策を盛り込んだ 自動車交通公害防
止のための基本的な事項 を策定し、総合的な施
策を推進しています。

（ ）航空機騒音対策

中部国際空港を離着陸する航空機による騒音に
対して苦情が増えています。航空機騒音から生活
環境を保全するため、平成 年 月 日に表１
３ ６のとおり環境基準の類型を当てはめました。

表１ ３ ６ 類型を当てはめた地域及び環境基準

４ 悪臭の防止

４ １悪臭の現況

悪臭に関する苦情は、以前は畜産農業や化学工
業が中心でしたが近年では、サービス業・その他、
家庭生活等に係る苦情が多くなっています。

４ ２工場・事業場対策の推進

（ ）悪臭防止法による規制

悪臭防止法では、住民の生活環境を保全すべき
地域を指定し、この地域内において、工場その他
の事業場における事業活動に伴って発生する悪臭
について規制を行っています。
規制地域を有する市町は表１ ３ ７のとおり

です。

表１ ３ ７ 規制地域を有する市町

（ ）立入検査及び指導

法の規制地域を有する市町が行う規制事務につ
いて助言を行いました。

（ ）畜産経営に起因する悪臭の防止

近年、市街地の拡大（スプロール化）による混
住化と畜産業の規模拡大があいまって、悪臭関連
の環境問題が発生しています。
また、県、市町、関係団体等で構成する地域環
境保全型畜産確立推進指導協議会により環境問題
発生畜産農家を重点とした巡回指導を行うなど、
環境問題の改善、防止に努めています。

悪臭の防止
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地域の
類 型

測定地
点 数

適 合 地 点 数

昼間適合 夜間適合 ２時間帯とも適合

未指定 ０

地域の
類 型

測定地
点 数

適 合 地 点 数

昼間適合 夜間適合 ２時間帯とも適合

未指定

市（ ）
津市、四日市市、伊勢市、松阪市、桑名市、
鈴鹿市、名張市、尾鷲市、亀山市、鳥羽市、
熊野市、志摩市、伊賀市

町（ ）
木曽岬町、東員町、菰野町、朝日町、川越町、
明和町、玉城町、紀北町、御浜町、紀宝町

市（ ）

町（ ）

類 型 環境基準 地 域

以下 木曽岬町、桑名市（長島町の区域）、
鳥羽市（答志町及び桃取町の区域）

類 型 環境基準 地 域



１ 水質汚濁の防止

１ １水質汚濁の現状

水質汚濁に係る環境基準は、環境基本法第 条
により、人の健康を保護し及び生活環境を保全す
るうえで維持することが望ましい基準として示さ
れています。
人の健康の保護に関する環境基準は公共用水域
全般に適用されるのに対し、生活環境の保全に係
る環境基準は、指定された水域ごとに適用されま
す。
公共用水域の水質汚濁状況の把握のため、水質
汚濁防止法第 条に基づき毎年調査を実施し、そ
の結果を同法第 条に基づき公表しています。

（ ）調査地点等

平成 （ ）年度公共用水域水質測定計画
（三重県） に基づき、環境基準未指定河川を含
む県内 河川 地点及び４海域（伊勢湾、英虞湾、
五ヶ所湾及び尾鷲湾） 地点において、水質調査
を実施しました。
なお、調査は三重県、国土交通省中部地方整備
局、同近畿地方整備局及び四日市市が分担して
行っています。

（ ）結果概況

ア 河川の水質調査結果
水質汚濁に係る環境基準のうち 生活環境の

保全に関する環境基準 の項目である 、
、 、 、大腸菌群数について、県内

河川 地点で水質調査を実施しました。
このうち河川に係る有機汚濁の代表的な指標
である でみると、環境基準の類型が指定
されている 河川 水域（ 地点）のうち、
水域で環境基準を達成しており、達成率は ％
となりました（前年度 ％）。
また、 人の健康の保護に関する環境基準
の項目であるカドミウム、シアン等 項目につ
いては、県内 河川（ 地点）で調査を実施し
ました。その結果、 地点を除き環境基準を達
成しました。
なお、岩田川、笹笛川、勢田川のほう素が環
境基準（ ／ ）に未達成でしたが、海水
に含まれるほう素が原因であり、人為的な影響

水質汚濁の防止

によるものではありませんでした。
イ 海域の水質調査結果
水質汚濁に係る環境基準のうち 生活環境の

保全に関する環境基準 の項目である 、
、 、大腸菌群数、 ヘキサン抽出物

質（油分等）、全窒素、全燐について、４海域（
地点）で水質調査を実施しました。
このうち海域に係る有機汚濁の代表的な指標
である でみると、環境基準の類型が指定
されている４海域８水域のうち、４水域が環境
基準を達成しており（４水域で未達成）、達成
率は ％となり前年度（ ％）並みでした。
また、海域の富栄養化の原因物質である全窒
素及び全燐については、類型指定が行われてい
る４海域６水域のうち、達成率は、全窒素 ％
（前年度は ％）、全燐 ％（前年度は ％）
となりました。
また、 人の健康の保護に関する環境基準
の項目であるカドミウム、シアン等 項目につ
いては、４海域（８地点）で調査を実施しまし
た。その結果、前年度に引き続きすべての地点
で環境基準を達成しました。

（ ）評価と対策

平成 （ ）年度は河川の環境基準達成率は
前年度に引き続き、高い達成率となり、海域につ
いては前年度並みでした。
今後、河川の環境基準の達成率維持、海域の達
成率向上のため、工場・事業場排水対策、生活排
水対策等をより一層推進していくこととしていま
す。

１ ２地下水の状況

近年、トリクロロエチレン等の有機塩素化合物
による地下水汚染が全国各地で顕在化しています。
地下水はいったん汚染されると、その回復が難し
いことから汚染の未然防止を図ることがなにより
も重要となっており、平成９年（ ）年３月に
は地下水の水質汚濁に係る環境基準が設定されま
した。
三重県の地下水の水質の状況は以下のとおりで
す。

（ ）概況調査

従来、地域の全体的な地下水質の状況を把握す
るため、県内全域を メッシュ（市街地５ ×

水環境の保全第４節



５ 、山間部 × ）に区分し、４年サイク
ルで県内を一巡する調査を実施してきましたが、
平成３（ ）年度から平成 （ ）年度まで
の調査で県内調査地点を網羅したと考えられるこ
とから概況調査を一時休止し、平成 （ ）年
度は四日市市調査分５地点において調査を実施し
ました。その結果、ほう素、 トリクロロエ
タン、テトラクロロエチレン及び硝酸性・亜硝酸
性窒素が検出されましたが、硝酸性・亜硝酸性窒
素が環境基準を超えて検出された 地点以外はい
ずれも環境基準に適合していました。

（ ）定期モニタリング調査

過去の調査で環境基準（平成９（ ）年度ま
では評価基準）を超過して検出された地点におい
て、地下水質の状況を経年的に監視するため調査
しています。
平成 （ ）年度の調査地点は 地点で、そ

の調査結果は、 地点では環境基準を達成してい
ましたが、９地点で依然環境基準を超過する項目
がありました。内訳は砒素が１地点、ふっ素が１
地点（ともに地質由来）、トリクロロエチレンが
１地点、テトラクロロエチレンが６地点、シス
１ ２ ジクロロエチレンが１地点で環境基準を
超過して検出されました。

（ ）評価と対策

平成 （ ）年度の定期モニタリング調査に
おいて 地点中、９地点で環境基準を超過してい
ました。前年度は 地点中、 地点で超過してお
り、超過地点数は多少減少しましたが、今後も監
視を継続していく必要があります。なお、飲用井
戸等に対する指導は実施済みです。

１ ３水浴に供される公共用水域の状況

水浴場は、人と水がふれあう場として最も親し
まれている水環境であり、自然の水環境を構成す
る重要な水辺であることから、快適な水浴場を確
保することは、水環境の保全を図るうえで重要な
課題です。このため利用者が概ね１万人／年以上
の水浴に供される公共用水域の水質検査を実施し、
快適な遊泳ができる状態であるかの確認を行なっ
ています。
平成 （ ）年度のシーズン前の水質の状況

は、国が定めた判定基準では、調査対象 水浴場
中、 が 、 が２、 が５水浴場となってい

ました。
注）水浴場における水質判定基準は、適（ 、
）、可（ 、 ）、不適として表記します。

１ ４工場・事業場対策の推進

（ ）水質汚濁防止法による規制

水質汚濁防止法では、第２条に定める特定施設
を設置する工場・事業場（特定事業場）から公共
用水域に排出される排出水のうち、日平均総排出
水量が ／日以上または有害物質を含むものに
対して、全国一律の排水基準が設定されています。
さらに、三重県では、昭和 （ ）年１月、

法第３条第３項に基づく上乗せ条例を制定し、よ
りきびしい排水基準を定め、公共用水域の水質汚
濁防止を図っています。
水質汚濁防止法に基づく特定施設は逐次政令で
追加され、平成 （ ）年３月 日現在の総届出
特定事業場数は 事業場となっています。
そのうち規制対象特定事業場は で全体の
％（平成 （ ）年度 ％）です。（政令

市である四日市市分は除く）

表１ ４ １ 水質汚濁防止法に基づく特定事業場数の推移
（平成 年度）

（ ）三重県生活環境の保全に関する条例による規制

三重県生活環境の保全に関する条例では、 鉄
道業の用に供する車両整備施設 と 家具製造業
の用に供する塗装水洗ブース施設 を指定施設と
し、指定施設を設置する工場・事業場から排出さ
れる排出水について規制を行っています。
なお、平成 （ ）年３月 日現在、指定施設
を設置する工場・事業場は５事業場で、このうち
２事業場が規制対象となっています。

（ ）立入検査及び指導

法及び条例に係る特定事業場等の届出内容及び
汚水処理施設の管理状況等の点検並びに指導を行
うとともに、排水基準の遵守状況を監視するため、
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年度
区分

排
水
量

／日
以上 （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

／日
未満 （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

計
（ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

年度
区分

排
水
量

／日
以上

／日
未満

計

注１）（ ）は内数で、有害事業場分
注２）四日市市分は除く



立入検査を実施しました。
平成 （ ）年度は延べ 事業場（採水を行

う立入検査は 事業場）に対して立入検査を実
行し、 事業場に排水処理施設の改善等を指導
しました。

１ ５閉鎖性水域の水質汚濁防止対策の推進

（ ）伊勢湾総量規制の推進

昭和 （ ）年６月の水質汚濁防止法の一部改
正により、 を指定項目として水質総量規制
制度が導入されました。第５次総量削減計画の目
標年度である平成 （ ）年度には、伊勢湾に排
出される汚濁負荷量の総量は昭和 （ ）年度の
％に削減されました。（図１ ４ １）
また、伊勢湾に排出される全窒素に係る汚濁負
荷量は平成 （ ）年度の ％、全燐に係る汚濁
負荷量は ％に削減されました。（図１ ４ ２）
三重県の水質総量規制対象区域（指定地域）は
南勢地域の一部、伊賀、東紀州地域を除く 市町
で、総量規制対象事業場は 事業場です。（平成
年度末現在）
また対策等の効果を評価するために、広域総合
水質調査、発生負荷量管理等調査などを行いまし
た。

図１ ４ １ 伊勢湾の発生汚濁負荷量（ ）

図１ ４ ２ 伊勢湾の発生汚濁負荷量（全窒素、全憐）

（ ）伊勢湾の総合的な利用と保全に係る広域連携の

推進

伊勢湾及びその周辺地域の総合的な発展と保全
を図るため、三県一市（岐阜県、愛知県、三重県、
及び名古屋市）等との連携協力により、先進地の
事例調査研究やシンポジウムなどの啓発活動等を
実施しました。

２ 生活排水対策の推進

２ １生活排水処理施設の整備推進

（ ）生活排水処理の状況

水質汚濁の主な原因となっている生活排水につ
いては、下水道をはじめ浄化槽等の生活排水処理
施設の整備促進を図ることが急務となっています。
平成 （ ）年度末の三重県の生活排水処理施設
の整備率は ％と全国平均（ ％）に比べ低
い状況にあります。

表１ ４ ２ 生活排水処理施設の整備率の状況
（平成 年度末）

（ ） 三重県生活排水処理施設整備計画（生活排水

処理アクションプログラム） の策定

三重県の生活排水処理施設整備の状況を踏まえ、
三重県生活排水処理施設整備計画（生活排水処
理アクションプログラム） を平成 （ ）年
度に見直し、新たに策定しました。
この計画は、平成 （ ）年度を目標年度とし、

県内の生活排水処理施設の整備について、下水道、
集落排水施設、浄化槽等の整備手法を地域特性に
応じて選定し、整備区域や整備スケジュール等を
具体的に明らかにしています。また、整備手法別
の目標も示しており、生活排水処理施設の整備率
を目標年度までに ％まで向上させることとして
います。

（ ）下水道事業の推進

ア 下水道は、公共用水域の水質保全、生活環境
の改善、浸水の防除を目的としてその整備が急

生活排水対策の推進

区域 公 共
下水道

農業集落
排水施設

漁業集落
排水施設

コミュニティ
プラント 浄化槽 計

三重県 ％ ％ ％ ％ ％ ％

全 国 ％ ％ ％ ％ ％

区域 公 共
下水道

農業集落
排水施設

漁業集落
排水施設

コミュニティ
プラント 浄化槽 計

三重県

全 国

注）生活排水処理施設の整備率：処理可能居住人口／住民基本台帳人口
× （％）。全国の整備率は国の公表データを基に三重県が算出。率の
計は四捨五入の関係で合わない。



がれています。公共下水道事業については、
市町で計画されており、平成 （ ）年度末ま
でに 市町（ 市 町）で供用を開始していま
す。
流域下水道事業については、県内で計画され
ているすべての処理区（６処理区）で事業に着
手しており現在 処理区で供用を開始していま
す。
イ 公共用水域の一層水質改善を進めるため、従
来の 、 除去主体の二次処理に加え

、窒素、リンの除去を図る高度処理が求
められています。
平成 （ ）年度末現在、県内では 処理場

の内 の処理場で高度処理を実施しています。

図１ ４ ３ 下水道普及率の変化

（ ）農業集落排水事業の推進

農業集落排水事業は、農村社会の生活様式の変
化等に伴う農業用用排水の汚濁の進行や、農産物
の生育障害等の改善を図り、生産性の高い農業の
実現と快適で活力ある農村社会を形成するため、
主として、農業振興地域内の農業集落を対象に生
活排水の処理施設を整備しています。
平成 （ ）年度に見直しを行った 生活排水

処理施設整備計画 では、 市町、 地区で実
施予定となっており、当面、他事業と調整を図り
ながら、同計画を基本に計画的かつ効果的に、平
成 （ ）年度末の処理率 ％を目標に事業を
推進しています。

（ ）漁業集落環境整備事業の推進

漁業集落環境整備事業は、新しい海洋秩序の時
代に対処し、漁業の振興と水産物の安定供給の確
保を図り、その基盤である漁港の機能の増進とそ

の背後の漁業集落における生活環境の改善を総合
的に図るため、漁業集落排水の整備の他に、漁業
集落道、水産飲雑用水の整備等を行っています。
漁業集落排水は平成２（ ）年度から着手して

おり、平成 （ ）年度までに５地区完了し、平
成 （ ）年度現在２地区で事業実施しています。

（ ）浄化槽の設置

浄化槽は、下水道等と同等の処理能力を有し、
比較的工事期間が短く、安価に設置できることか
ら、生活排水対策の重要な柱の一つになっていま
す。国、県においても、補助制度を創設して、浄
化槽の設置を促進しています。
平成 （ ）年度は、浄化槽の設置促進を図る

ため、四日市市など 市町を対象に 基、
千円の県費補助を行いました。

また、市町が事業主体となって浄化槽の面的な
整備を図る 浄化槽市町村整備推進事業 につい
て、平成 （ ）年度には、松阪市等合わせて５
市町で事業を実施しました。

（ ）生活排水総合対策の推進

平成２（ ）年６月に水質汚濁防止法が一部改
正され、生活排水対策を推進することが特に必要
な地域について知事が生活排水対策重点地域とし
て指定した市町（旧町、村含む）は、生活排水対
策推進計画を策定すること等の諸規定が設けられ
ました。
この指定を受けた市町（旧町、村含む）では、
生活排水対策推進計画を定め、生活排水処理施設
の整備、生活排水対策に係る啓発等について計画
的、総合的に取り組んでいます。
一方、国民の責務として、公共用水域の保全を
図るため、調理くず、廃食用油等の処理、洗剤の
適正使用に心がけることに加え、市町等が推進す
る生活排水処理施設の整備等に協力しなければな
らないことが規定されています。
さらに、三重県生活環境の保全に関する条例に、
日常生活等における水質汚濁の防止についての規
定を盛り込み、すべての県民が生活排水による水
質汚濁の防止に努めることとしました。
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表１ ４ ５ 生活排水対策重点地域 （ ）浄化槽の適切な維持管理

三重県における浄化槽設置基数は、平成
（ ）年度末で約 万１千基です。
平成 （ ）年度には、浄化槽排水による公共
用水域の水質保全を図るため、浄化槽設置者及び
管理者に対する啓発、浄化槽法に規定する法定検
査の推進、浄化槽の適正な維持管理の指導を行い
ました。

３ 水循環 浄化機能の確保と水資源の適正利用

３ １水循環・浄化機能の確保

水生生物を指標とした水質調査
広く水環境保全意識の啓発を図ることを目的に、
主に小・中学生を対象に約 名の参加を得て、
水生生物による身近な川の水質調査を行い、その
結果を 水生生物を指標としたみえの河川水質
マップ として作成し公表しました。

３ ２地盤沈下の防止

（ ）地盤沈下の現状

昭和 年代後半からの高度経済成長期の地下水
利用の増大に伴い、広い範囲で地盤が沈下すると
いう現象が発生し、昭和 （ ）年から平成
（ ）年までの 年間に、桑名市長島町白鶏（水

水循環 浄化機能の確保と水資源の適正利用

表１ ４ ３ 農業集落排水事業の実施状況（平成 年３月 日現在）

表１ ４ ４ 漁業集落環境整備事業（漁業集落排水）の実施状況（平成 年３月 日現在）

（ ）内は完了分で内数

（ ）内は完了分で内数

事 業 名 地区数 市町数 処理区数 計画対象
人 口

（ 年度末）
事業進捗状況 備 考 〔 〕は地区数

村 づ く り 交 付 金 （０）
２

（０）
２

（０）
２

（０） ０％ 伊賀市〔 〕 名張市〔 〕

汚水処理施設整備交付金 （０）
３

（０）
２

（０）
３

（０） ０％ 亀 山 市〔２〕玉 城 町〔１〕

農 業 集 落 排 水 事 業 （ ） （ ） （ ） （ ） ％

桑 名 市〔４〕木曽岬町〔４〕いなべ市〔 〕四日市市〔９〕
菰 野 町〔４〕鈴 鹿 市〔 〕亀 山 市〔 〕津 市〔 〕
松 阪 市〔３〕多 気 町〔６〕明 和 町〔１〕玉 城 町〔２〕
伊 勢 市〔２〕南伊勢町〔１〕志 摩 市〔１〕伊 賀 市〔 〕
名 張 市〔８〕

農村総合整備モデル事業 （４） （４）
４

（５）
５

（ ） ％ 完了 伊賀市〔２〕 名張市〔１〕 桑名市〔１〕
津 市〔１〕

農村基盤総合整備事業 （１）
１

（１）
１

（１）
１

（ ） ％ 完了 四日市市〔１〕

全 体 （ ） （ ） （ ） （ ） ％

事 業 名 地区数 市町数 処理区数 計画対象
人 口

（ 年度末）
事業進捗状況 備 考 〔 〕は地区数

村 づ く り 交 付 金

汚水処理施設整備交付金

農 業 集 落 排 水 事 業

農村総合整備モデル事業

農村基盤総合整備事業

全 体

地 区 数 市 町 数 処理区数 計画対象人口 進 捗 率

（５）
７ ２

（５）
７

（ ） ％

地 区 数 市 町 数 処理区数 計画対象人口 進 捗 率

生活排水対策重点地域名 市町名 指定年月日

勢田川流域
（旧御薗村に係る流域を除く。）

伊勢市
（旧伊勢市のみ）

平成３年３月 日

岩田川流域
（旧津市内の流域で、公共下水道
の使用区域及び平成７年度まで
の整備予定区域を除く。）

津市
（旧津市のみ）

平成４年４月 日

久米川流域
（旧大山田村に係る流域を除く。）

伊賀市
（旧上野市のみ）

平成５年５月 日

志摩地域全域

鳥羽市
志摩市

（旧浜島町、
旧大王町、
旧志摩町、
旧阿児町、
旧磯部町）

平成６年２月 日

四日市市、菰野町地域全域
（四日市市の下水道処理区域を除く。）

四日市市
（旧楠町を除く）
菰野町

平成８年２月８日

松阪市 多気町 明和町 地域全域

松阪市
（旧松阪市、
旧飯南町、
旧飯高町）
多気町

（旧多気町、
旧勢和村）
明和町

平成９年２月 日

生活排水対策重点地域名 市町名 指定年月日



準点番号 ）では、 の累積沈下量が
記録されています。
北勢地域の地盤沈下は、工業用地下水採取の大
幅な削減や水道用水の地表水への転換などにより、
沈静化傾向にあります。しかし、平成６（ ）
年のような異常渇水時には、平年を大幅に上回る
年間２ 以上の地盤沈下地域が観測されています。
このように地盤沈下は降水量等の気象状況の影響
を受けやすく、また、海抜０ 地域にあっては年々
わずかながらその地盤高を低くしており、常に高
潮・洪水・内水氾濫及び地震災害等の潜在的危険
性の高い地域となっています。

図１ ４ ４ 北勢地域主要水準点の沈下状況

（ ）地盤沈下対策の推進

ア 地下水採取の規制・指導
地下水の過剰揚水が地盤沈下の主要因である
ことから、昭和 （ ）年以降、四日市市の

一部と楠町（現四日市市）を工業用水法の指定
地域として工業用の地下水採取を規制しました。
また、昭和 （ ）年４月から、三重県公害

防止条例（現三重県生活環境の保全に関する条
例）の改正により、地域を拡大し、工業用以外
の採取にも規制をしました。
イ 地盤沈下の観測・調査
地盤沈下の状況を把握し、かつ地盤沈下を未
然に防止するため、二つの方法により監視を
行っています。

水準測量による方法
精密水準測量を実施して、地盤の上下変動
を測定する方法で、愛知県豊明市にある基準
水準点を不動点として、各水準点の標高を測
定し、前年との差から変動量を出し、地盤沈
下の状況を把握しています。北勢地域の２市
３町の地点で水準測量を行い、平成 （ ）
年は、１ 以上の沈下水準点が１点観測され
たものの、全般的には近年の沈静化傾向に変
化はありませんでした。
地盤沈下観測井戸による方法
地盤沈下の主な原因である地下水位の低下
の状況や地層別の収縮量（沈下量）を、図１
４ ６のような観測井戸を設けて測定して

います。
地盤沈下と密接に関連する規制地域内の地
区水位（年間平均）は、単年度では低下も見
られますが全般的には上昇傾向にあり揚水量
の削減効果が現れてきています。
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図１ ４ ５ 規制地域内の地下水採取量と地盤沈下面積の推移
千 年



ウ 濃尾平野地盤沈下防止対策要綱
愛知県、岐阜県、三重県の３県にまたがる濃
尾平野の地盤沈下を防止するため 濃尾平野地
盤沈下防止等対策要綱 により、各種の地盤沈
下防止等の対策を推進しています。

表１ ４ ６ 地盤沈下関連事業一覧表（要綱に基づく全事業）

啓発・普及の推進
平成 （ ）年度は、要綱で設定されて

いる地下水採取目標量の遵守に向け地下水利
用から表流水利用への啓発・普及等の対策を
進めました。
北伊勢工業用水道事業
北伊勢工業用水道事業は、北勢地域の臨海
部の石油化学を中心とする工場の発展に伴う
水需要の増大や、地下水の汲み上げによる地
盤沈下及び塩水浸入に対する地下水代替用水
の確保に対処するため、昭和 （ ）年に
給水を開始して以来、順次拡張を行ってきま
したが、初期の施設にあっては給水開始後約
年経過しているため老朽劣化が進んでいま
す。
平成 （ ）年度には老朽劣化した施設

の改築事業を実施しました。
地盤沈下による災害の防止又は復旧
平成 （ ）年度には、地盤沈下による

湛水災害及び被害の防止と、河川管理施設及
び土地改良施設の機能の復旧又は機能の復旧
に資する関連事業として、河川事業及び土地
改良事業等を実施しました。

３ ３流域別の総合的な河川水質保全対策の推進

宮川に望ましい河川流量の回復と対策

宮川流域ルネッサンス事業を通じた関係者の河
川流量回復に向けた努力により、平成 （ ）年
度以降、宮川ダムから毎秒 立方メートルの放
流が実施されています。

３ ４雨水貯留・浸透機能の維持向上

（ ）水源地域の森林整備

森林は豊かな水を育む 緑のダム と呼ばれて
います。
良質な水資源を安定的に確保するためには、下
刈りや除間伐等をはじめとする森林整備を十分に
行い、森林と森林土壌を健全な状態に保たねばな
りません。

図１ ４ ６ 地盤沈下観測井戸

関連事業の分類 事業主体 事 業 内 容

代替水の供給に
係 る 事 業 三重県

北伊勢工業用水道事業
（第４期事業）

地盤沈下対策事業 三重県

地盤沈下対策土地改良事業
（城南、源録輪中、東汰上、
東汰上二期）
地盤沈下対策河川事業
（現在：低地対策事業）（鍋田川）

その他関連事業 三重県

中小河川改修事業
（現在：都市河川改修事業）
（員弁川、朝明川）
排水対策特別事業
（長島北部）
湛水防除事業
（伊曽島北部、城南、七取
長島北部、木曽岬、大鳥居、今島）

関連事業の分類 事業主体 事 業 内 容

地盤沈下対策河川事業
（現在：低地対策事業）

鍋田川

地盤沈下対策土地改良事業
城南地区
東汰上二期地区

その他関連事業 中小河川改修事業
（現在：都市河川改修事業）

員弁川、朝明川

その他関連事業 湛水防除事業
城南地区、長島北部地区
木曽岬地区、大鳥居地区
今島地区

地盤沈下対策河川事業
（現在：低地対策事業）

地盤沈下対策土地改良事業

その他関連事業 中小河川改修事業
（現在：都市河川改修事業）

その他関連事業 湛水防除事業



平成 （ ）年度には、緊急の課題である間伐
を計画的に実施するとともに、造林事業等の森林
整備に直結した林道事業、荒廃山地の復旧等を行
う治山事業を実施しました。
また、森林の重視すべき機能に応じて、効果的
な管理を行うため、森林 （地理情報システ
ム）を活用し、市町や関係者と協働し、森林を生
産林（持続生産を重視する森林）と環境林（公益
的機能を重視する森林）に区分（ゾーニング）し
ています。

（ ）河川流量の確保対策の推進

出水時は洪水調節を行い、平常時は河川におけ
る動植物の保護や水質を保全・改善するため、必
要な河川の流量を安定供給するダムの整備を進め
ています。
平成 （ ）年度には、鳥羽河内ダム建設のた

めに必要な流量調査・用地測量及び道路設計を進
めました。

（ ）ダムの放流水対策

宮川ダムからの冷濁水放流を改善するため、選
択取水設備を設置し、平成 年４月から運用を開
始しています。

３ ５水資源の適正利用

宮川の維持流量として宮川ダムから常時放流す
る水を利用する宮川維持流量発電設備（最大出力

）の建設が平成 （ ）年度に完了しました。
なお、平成 （ ）年度末現在で 箇所の水力

発電所があり、合計最大出力は、 です。

３ ６上水道

平成 （ ）年度における上水道給水量は
千 、給水人口は 人であり、１

人１日あたりの給水量は です。上水給水量
及び１人１日あたりの給水量推移は図１ ４ ７
のとおりです。
（注）簡易水道・専用水道を除く。

３ ７工業用水

平成 （ ）年度における工業用水使用量の合
計は 千 ／日であり、その内訳は淡水が

％、海水が ％で、淡水使用量のうち回収
水が占める割合は ％です。
また、回収水を除く淡水供給量のうち約 ％

を工業用水道が給水しています。
工業用水の淡水使用量及び回収水利用率の推移
は図１ ４ ８のとおりです。

図１ ４ ８ 工業用水淡水使用量及び回収水利用率の推移
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図１ ４ ７ 上水道給水量及び１人１日あたりの
上水道給水量の推移



１ 有害化学物質対策の推進

１ １新たな有害化学物質への対応

（ ）ダイオキシン類

ア 大気の状況調査
平成 （ ）年 月から施行されたダイオキ

シン類対策特別措置法（平成 （ ）年７月公
布）に基づいて、ダイオキシン類の大気中濃度
を調査しました。
調査地点
一般環境調査地点は、常時監視地点 地点で

調査を実施しました。
調査方法
年４回、連続７日間の試料採取を行い、分析
しました。
調査結果の概要
平成 （ ）年度の結果、すべて環境基準

を達成していました。（資料編２ 参照）

イ 水質の状況調査
ダイオキシン類は、人の生命及び健康に重大
な影響を及ぼすおそれがあることから、平成
（ ）年度にダイオキシン類対策特別措置法が
制定され、その環境基準、特定施設に係る排出
基準のほか、汚染状況の常時監視等について規
定されています。
このため、平成 （ ）年度は、県内 （河

川 、海域７）の環境基準点等で水質調査を実
施したところ、岩田川、金剛川及び笹笛川の測
定地点で環境基準を超過しました。
底質については、 （河川 、海域７）の環

境基準点で調査しましたが、全て環境基準を達
成していました。
水生生物については、環境基準が設定されて
いませんが、 （海域２）地点において調査を
実施したところ、環境省が実施した全国調査と
比較し、特に問題となる結果ではありませんで
した。また、３地点（津市、多気町、志摩市）
で行った地下水調査では、全ての地点で環境基
準を達成していました。

有害化学物質対策の推進

表１ ５ １ ダイオキシン類調査結果（平成 年度）

（河川）

市町村名 河川名 地点名
水 質

（ ）
底 質

（ ）

桑 名 市
員 弁 川 桑 部 橋

肱 江 川 肱 江 橋

川 越 町

朝 明 川

朝 明 大 橋

朝 明 橋

四日市市

睦 橋

豊 田 橋

福 崎 橋

海 蔵 川 新 開 橋

三 滝 川 三 滝 橋

鈴 鹿 市
金 沢 川 千代崎樋門

中 の 川 木 鎌 橋

津 市

志登茂川 江 戸 橋

安 濃 川 御 山 荘 橋

岩 田 川 観 音 橋

長 野 川 長 野 橋

雲 出 川 両 国 橋

松 阪 市
阪 内 川 荒 木 橋

金 剛 川 昭 和 橋

多 気 町
櫛 田 川 津 留 橋

濁 川 柳 原 橋

明 和 町 笹 笛 川 八 木 戸 橋

大 台 町 宮 川 船 木 橋

伊 勢 市

五十鈴川 掘 割 橋

外城田川 野 依 橋

横 輪 川 馬 渕 橋

鳥 羽 市 加 茂 川 野 畑 井 堰

大 紀 町
大内山川 滝 辺 橋

藤 川 野 添 橋

度 会 町 一ノ瀬川 飛 瀬 浦 橋

伊 賀 市

久 米 川 芝 床 橋

比自岐川 枅 川 橋

柘 植 川 山 神 橋

尾 鷲 市 矢 の 川 矢 の 川 橋

紀 北 町
赤 羽 川 新 長 島 橋

銚 子 川 銚 子 橋

熊 野 市
大 又 川 藤 後 橋

北 山 川 四 滝

御 浜 町 尾呂志川 阿 田 和 橋

地 点 数

河 川 数

市町村名 河川名 地点名
水 質

（ ）
底 質

（ ）

化学物質に起因する環境リスク対策の推進第５節



（海域）

１ ２化学物質対策の推進

有害大気汚染物質は、発がん性等人の健康に有
害な影響を及ぼすおそれのある物質といわれてお
り、平成８（ ）年に大気汚染防止法が改正され、
地方公共団体の施策として、大気環境調査、事業
者の排出抑制の責務等が規定されました。平成９
（ ）年には、有害大気汚染物質のうち、健康リ
スクが高いと評価される物質であるベンゼン、ト
リクロロエチレン及びテトラクロロエチレンの大
気環境基準が設定されました。さらに、平成
（ ）年４月には、ジクロロメタンの環境基準が
設定されました。
（平成 （ ）年度の大気環境調査の結果は、

資料編２ 参照）

２ 化学物質の適正管理の推進

２ １化学物質の包括的な管理対策の推進

制度の推進

事業者による化学物質の自主的な管理の改善を
促進し、環境の保全上の支障を未然に防止するこ
とを目的として、 特定化学物質の環境への排出
量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律
（ 法） が、平成 （ ）年７月に公布さ
れました。
平成 （ ）年度は、法に基づく 回目の届出

がなされました。本県内では 件の届出がなされ、
排出量・移動量については、トルエン、キシレン
などの溶剤類が多く排出されていました。

化学物質の適正管理の推進

３ 地下水・土壌汚染対策の推進

３ １土壌汚染物質モニタリング体制の確立

（ ）ダイオキシン類環境調査の実施

土壌中のダイオキシン類の実態把握をするため、
県内３地点で一般環境把握調査を実施しました。
調査の結果、環境基準値（ ／
）を全て下まわっていました。（資料編５ ２

参照）
平成 年度に朝日町内の農用地において実施し
た土壌中ダイオキシン類調査の結果、継続して調
査する指標値である を超過した地
点が２ヶ所あり、平成 年度はその地点周辺の
地点で調査を実施しました。
その結果、環境基準値（ ）を超

過した地点が２ヶ所ありました。

（ ）土壌汚染対策法による規制

土壌の汚染状況の把握、土壌汚染による人の健
康被害の防止に関する措置等の土壌汚染対策を実
施するため、平成 （ ）年２月に土壌汚染対策
法が施行されました。
この法では、土壌汚染の状況の調査の機会とし
て、 有害物質使用特定施設の使用廃止時（法第
３条） 土壌汚染により健康被害が生ずるおそれ
があると知事が認めるとき（法第４条）を定めて
います。
また、 、 の調査で土壌汚染が基準に適合し

ない場合は、その土地を指定区域とします。
県内（政令市である四日市市を除く）における
法施行後の実績（ 現在）は、次のとお
りです。
法第３条の調査結果報告 ５件
法第４条の調査命令 ０件
指定区域の指定 ０件

（ ）三重県生活環境の保全に関する条例による規制

土壌汚染の早期発見及び拡散防止並びに土壌汚
染対策法の円滑な施行のため、三重県生活環境の
保全に関する条例を一部改正し、平成 （ ）年
月から施行しています。その内容は、大規模土
地形質変更時の土地履歴調査及びそれに基づく土
壌・地下水調査や、有害物質使用特定施設を設置
する工場等に対する土壌・地下水調査を義務づけ
ています。
また、土壌・地下水汚染を発見した場合は、知
事へ届け出ることとしています。

地下水・土壌汚染対策の推進

第１章 環境への負荷が少ない資源循環型社会の構築第１章 環境への負荷が少ない資源循環型社会の構築

章 節

●
化
学
物
質
に
起
因
す
る
環
境
リ
ス
ク
対
策
の
推
進

章 節

海 域 名 地点名
水質

（ ）

底質
（ ）

水生生物種別
（ ）

四日市港 ボラ

四日市 鈴鹿地先海域（甲）

津・松阪地先海域 コノシロ

伊勢地先海域

英虞湾

五ヶ所湾

地 点 数 ７ ７ ２

海 域 名 地点名
水質

（ ）

底質
（ ）

水生生物種別
（ ）



平成 （ ）年度の汚染発見の届出は 件あり
ましたが、県は立入検査を実施し、汚染の浄化等、
適正な措置を指導しました。

（ ）ゴルフ場の維持管理指導

ゴルフ場における農薬の安全で適正な使用を確
保し、ゴルフ場及びその周辺地域の環境保全、災
害の防止を図るため、 ゴルフ場の維持管理に関
する指導要綱 に基づきゴルフ場事業者から維持
管理状況等の報告を求めるなど、ゴルフ場の適正
な維持管理の指導を行っています。

（ ）ゴルフ場における農薬の適正使用

農薬の適正使用・保管については、 ゴルフ場
の維持管理に関する指導要綱 、 ゴルフ場の維持
管理に関する指導要綱の取扱いについて に基づ
き、
登録農薬の使用
農薬表示事項の遵守
危被害防止対策
農薬の適正保管
について、調査、点検を実施するとともに、農薬
使用管理責任者等を対象に 芝草管理研修会 や
農薬管理指導士研修会 等を開催し、ゴルフ場

関係者の資質向上に努めています。また、農薬の
適正使用及び周辺環境、住民の安全という観点に
立って、 ゴルフ場における病害虫、雑草安全防
除指針 を策定適用しています。
平成 （ ）年度には、ゴルフ場の農薬管理責

任者等を対象に、農薬の安全使用・危害防止対策
等を内容とする研修会を開催しました。また平成
（ ）年８月 日 ９月 日にかけて県内 ゴ
ルフ場を対象に農薬の保管管理状況等のパトロー
ルを実施しました。



第２章 人と自然が共にある環境の保全第２章 人と自然が共にある環境の保全

多様な自然環境の保全第１節

１ 自然環境の概況

１ １地形・地質

（ ）地形

三重県は、日本列島のほぼ中央、太平洋側に位
置し、総面積 （平成 （ ）年 月現在）、
東西約 、南北約 の南北に細長い県土を
持っています。
県土は、中央を流れる櫛田川に沿った中央構造
線によって、大きく北側の内帯（西南日本内帯）
地域と南側の外帯（西南日本外帯）地域に分けら
れます。
内帯地域は東に伊勢湾を望み、北西には養老、
鈴鹿、笠置、布引等の 級の山地・山
脈が連なっています。
一方、外帯地域の東部はリアス式海岸の志摩半
島から熊野灘に沿って南下、紀伊半島東部を形成
し、西部には県内最高峰 の日出ケ岳を中
心に紀伊山地が形成されています。

（ ）地質

地質についても中央構造線の北側と南側では岩
質や分布状態が全く異なっています。
北側は、中生代末に秩父古生層中に貫入した花
崗岩類が広く分布し、これに関連した花崗片麻岩
類も多く見られ、花崗岩、片麻岩等が第三紀層、
第四紀層とともに分布しています。
一方、南側は、結晶片岩などの変成岩や緑色岩
が分布し、北から御荷鉾層、秩父古生層、中生層、
第三紀層が順序よく配列しているという特徴を有
しています。

１ ２気候

気候は、概ね温和な太平洋側の気候型を示して
いますが、地形条件の複雑さを反映して地域的に
はかなり変化しており、大きくは次の５地区に区
分することができます。
● 鈴鹿山脈北部地区
比較的降雪が多く、寒冷な気候。年降水量は

を超える。
● 伊勢平野地区

年平均気温は 、年降水量は 内
外と温暖な気候。

自然環境の概況

● 伊賀盆地地区
朝夕の温度格差が大きい内陸性の気候。年降水
量は 内外。

● 熊野灘沿岸地区
日本有数の多雨地区として知られ、尾鷲地方で
は年降水量は 内外。四季を通じて温暖な
気候。
● 志摩地区
結霜季節が短く、積雪することのない温暖な気
候。年降水量は 内外。

１ ３植物

植生は、主に亜熱帯から温帯にかけて発達する
常緑広葉樹林と温帯を占める落葉広葉樹林が大部
分を占めていますが、台高山脈の一部には温帯の
北部から亜寒帯にかけて分布する針葉樹も見られ
ます。県内の森林帯を概観すると次のとおりです。
熊野灘沿岸地域には、亜熱帯性植物の混じった
スタジイ林や急崖地にはウバメガシ林が発達し
ています。
その内側平野にはタブノキ林が見られます。
内湾沿岸から平野、丘陵を経て、海抜およそ

まではツブラジイ、タブノキを中心とす
る森林です。
これに接して、 位まではカシ類が多く、

付近まではブナ、ミズナラ等落葉広葉
樹林が分布しています。
それ以上の山地はトウヒ、コメツガを主とした
針葉樹林となっています。
また、沿岸地域の植物として、砂浜海岸ではハ
マヒルガオ、ハマニガナ、コウボウムギ、ハマエ
ンドウなどがみられ、志摩から熊野灘沿岸にかけ
てハマオモトが生育しており、これまでに、県内
では約 種の生育が確認されています。

１ ４動物

（ ）哺乳類

ネズミ類、キツネ、タヌキ、イタチ、イノシシ、
ニホンジカなどが広く分布し、 種の生息が確
認されています。台高山脈のブナ、ミズナラの
原生林にはツキノワグマが生息し、鈴鹿、台高
の両山脈には国の特別天然記念物のカモシカが
多く見られます。
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図２ １ １ 自然公園・自然環境保全地域の指定状況

（ ）鳥類

大台ヶ原付近では、メボソムシクイ、ルリビタ
キ、丘陵から平野では、サギ類、カモ類、伊勢
湾岸干潟では、シギ・チドリ類、熊野灘沿岸では、
カンムリウミスズメ、ミズナギドリなどが見られ、
種の鳥類が確認されています。

（ ）爬虫類

陸産爬虫類は 種、海産爬虫類は９種が知られ
ています。また、本州で産卵するウミガメはア
カウミガメだけであり、伊勢湾から志摩半島及
び熊野灘沿岸に産卵地が点在しています。

（ ）両生類

有尾両生類（サンショウウオ目）は７種、無尾
両生類（カエル目）は 種が知られています。
国の天然記念物オオサンショウウオが主に伊賀
盆地の河川に生息しています。

（ ）淡水魚類

淡水魚類は、県内では約 種が確認されており、
ほとんどの種が伊勢平野と伊賀盆地に分布して
います。一方、熊野灘沿岸では、急峻な地形か
らコイ目魚類が少ないため、約 種となってい
ます。

（ ）昆虫類

北部の鈴鹿山系では暖かい気候を好む昆虫に混
じって寒い気候を好む昆虫もかなり認められ、
特にチョウの宝庫ともいわれており、県指定天
然記念物のキリシマミドリシジミ等が生息して
います。伊勢神宮林には古くからミカドアゲハ、
ルーミスシジミという珍しいチョウの生息が知
られています。台高山脈の大台ヶ原、大杉谷には、
オオダイセマダラコガネ、オオダイルリヒラタ
コメツキ等のように紀伊半島を代表する多くの
固有種が発見されており、これまでに、県内で
は約 種の生息が確認されています。



１ ５自然公園等

（ ）自然環境保全地域

すぐれた自然環境の保全を図るため、図２ １
１のとおり藤原河内谷自然環境保全地域など

４地域が自然環境保全地域として指定されてい
ます。

（ ）自然公園

すぐれた風景地を保護し、その利用の増進を図
るため、図２ １ １のとおり国立公園２ヶ所、
国定公園２ヶ所、県立自然公園５ヶ所が自然公
園として指定されています。

（ ）鳥獣保護区等

野生鳥獣の生息環境の維持、保全等を図るため、
５年を１期とした鳥獣保護事業計画に基づき、
鳥獣保護区、休猟区、特定猟具使用禁止区域、
指定猟法禁止区域を指定しています。

１ ６森林

平成 （ ）年度末における森林面積は
で、うち国有林が ％、民有林が

％の割合となっています。
なお、平成 （ ）年度末の民有林の森林蓄積
量は、 千 となっています。森林の中で
も水源のかん養、災害の防備等の目的を達成す
るため、特に必要なものを保安林に指定し、森
林の持つ公益的な機能が十分に発揮されるよう、
適切な保全・管理を図っています。

２ すぐれた自然の保全

２ １自然環境保全地域の指定

すぐれた自然環境を維持している地域を保全す
るため、三重県自然環境保全条例に基づき、藤
原河内谷地域等４地域を自然環境保全地域に指
定しています。
平成 （ ）年度は、前年度に引きつづき新
たな指定候補地の調整を行いました。
また、自然環境保全地域等の自然環境の保全を
図るため、知事が任命した自然環境保全指導員
による指導・助言を行っています。

すぐれた自然の保全

表２ １ １ 三重県自然環境保全地域の指定要件

２ ２自然公園等の管理・保護

県内の優れた風景地を保護するとともに、その
利用の増進を図るため、 自然公園法 及び 県
立自然公園条例 に基づき自然公園が指定され
ています。
平成 （ ）年３月現在、県内には国立公園
２ヶ所、国定公園２ヶ所、県立自然公園５ヶ所
があり、その面積は で県土の約 ％
を占めています。
自然公園は、それぞれの自然公園ごとに策定さ
れる公園計画（保護計画及び利用計画）に基づい
て管理・整備されています。このうち保護計画
では、保護の必要性によって特別保護地区、特
別地域（第 種、第２種、第３種）、普通地域、海
中公園地区に指定し、風致景観に支障を及ぼす
一定の開発行為の規制を行っています。
また、自然公園指導員、三重県自然環境保全指
導員などにより、公園区域の巡視や公園利用者
に対する啓発・指導などを行っています。
平成 （ ）年度には、 自然公園法 三重
県立自然公園条例 三重県自然環境保全条例
に基づき、国定公園をはじめ、三重県立自然公園、
三重県自然環境保全地域内で行われる行為に対
して 件の許可や届出の受理を行いました。

２ ３開発行為の届出制度

平成 （ ）年３月に三重県自然環境保全条
例を改正し、新たに一定規模を越える自然地を
開発する際の届出制を整備し、希少野生動植物
の保護などの自然環境保全に関する配慮を求め
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区 域 の 状 況 規模要件

すぐれた天然林が相当部分を占める森林区
域（これと一体となって自然環境を形成して
いる土地の区域を含む。）

以上

地形・地質が特異であり、又は特異な自然
現象が生じている区域（これと一体となって
自然環境を形成している土地の区域を含む。）

２ 以上

その区域内に生存する動植物を含む自然環
境がすぐれた状態を維持している海岸・池
沼・湿原・河川の区域

１ 以上

植物の自生地、野生生物の生息地・繁殖
地・渡来地、又は樹齢が高く、かつ学術的価
値を有する人工林が相当部分を占める森林で、
その区域の自然環境が に相当する程度
を維持している区域

１ 以上

区 域 の 状 況 規模要件



ることとしています。

３ 里地里山の保全

３ １里地里山保全活動計画の認定制度

地域の住民団体等による里地里山における自然
環境保全活動を促進するため、平成 （ ）
年３月に三重県自然環境保全条例を改正し、里
地里山保全活動計画の認定制度を設け、保全活
動を行う団体への情報の提供や活動計画の実施
に必要な機材の購入経費等の補助等を行ってい
ます。

４ 水辺環境の保全

４ １ため池周辺等の整備

ため池や農業用水は、農業生産施設としてのみ
ならず農村地域の景観形成、親水機能発揮、生
活用水の提供等重要な役割を持っています。そ
こで、ため池等を保全管理するとともに、豊か
で潤いのある憩いの場として親水公園等を整備
しています。
現在、主要市町における 地区を目途として、
ため池等の農業利水施設を活用した、親水公園
等を整備する計画としており、平成 （ ）
年度には、次の 地区の整備を行いました。

表２ １ ２ ため池周辺等の整備状況（平成 年度）

４ ２海岸の水際線の保全・再生

伊勢湾沿岸においては、昭和 （ ）年から
（ ）年にかけて築造された海岸堤防が築

後 数年経過し、老朽化が著しい箇所も見られ
ることから安全性の確保・向上とともに、環境
面にも配慮した整備を図る必要があります。
熊野灘沿岸においては、熊野市以南の 数 に
及ぶ海岸線が、太平洋からの荒波が直接襲来す

里地里山の保全

水辺環境の保全

るため、海岸線の侵食が甚だしい地域となって
います。
こうしたなかで、高潮・侵食の対策を強力に推
進するとともに、生態系に配慮しつつ人々が安
心して気軽にふれあえる海岸環境の整備を図る
必要があります。
平成 （ ）年度には、海岸高潮対策・侵食
対策の中で、海岸の水際線の保全・再生を図り
ました。

４ ３砂防事業の実施における配慮

砂防事業を実施している地域は、過去に土砂災
害が発生した箇所、あるいは土砂災害の発生の
恐れがある箇所です。しかし一方で、貴重な動
植物が存在するなど自然環境が優れている地域
が多く、これらは人々の憩いの場となっています。
このため砂防事業は土砂災害を防止しつつも良
好な自然を後世に残すことが求められています。
このようなニーズを実現するために、流域全体
を対象として総合的な取組が必要であり、施設
整備においては、このことを考慮して事業を進
めています。代表的な工法は次のとおりです。

今後もすべての着手渓流において可能な限り自
然環境に配慮した事業を推進していきます。

表２ １ ４ 事業内容 （平成 年度）

地区名 所在地 地区名 所在地

木曽岬 木曽岬町 長島中部 桑名市

笠田大溜 いなべ市 三 行 津 市

川 添 大台町 石ヶ畑池 伊賀市

野 代 桑名市 中 郷 松阪市

大井田西部 いなべ市 津北部 津 市

地区名 所在地 地区名 所在地

表２ １ ３ 砂防事業の代表的な工法

※いずれの工法も魚類等の往来が可能なよう考慮しています。

種 類 環境配慮の内容

透 過 型
砂 防 堰 堤

上下流が分断されないため魚類、動物等の移動を
確保
谷筋の景観を遮蔽する部分が少なく、先を見通せ
ることによる景観の保全

渓流保全工

構造物による生態系の分断を防止し、河川内の生
体を保護
河道内に瀬と淵の創出による自然環境の回復・再
生自然石を利用し魚道を意識した床固工

種 類 環境配慮の内容

透 過 型
砂 防 堰 堤

渓流保全工

内 容 実 施 箇 所

通 常 砂 防
西之貝戸川（いなべ市）
ほか 渓流

内 容 実 施 箇 所

通 常 砂 防



４ ４海岸・港等における親水空間の整備

海岸には多様な生物が生息しており、生態系の
保全や物質循環において重要な位置を占めてい
ますが、人為的な諸活動によって影響を受けや
すい空間でもあります。
海岸の整備にあたっては、周辺の自然環境や景
観に配慮した人工リーフ、緩傾斜護岸、養浜、
遊歩道等を整備し、海浜の利用を増進するため
の親水空間の創出を進めるとともに、港湾や漁
港においては、公園・緑地や休憩・運動施設の
整備を行うなど、海を身近に感じられるような
港づくりを進めました。

４ ５海岸環境の整備

平成 （ ）年度には、護岸・堤防等の海岸
保全施設の整備と併せて、海浜利用を促進する
ため、周辺の自然環境や海岸域の生態系に配慮
した人工リーフ、堤防等を整備しました。

表２ １ ５ 海岸環境の整備状況 （平成 年度）

４ ６河川環境

三重県は多くの河川に恵まれており、平成
（ ）年４月現在、一級河川と二級河川をあ
わせて 河川、総延長 にも達しており
地理的に３つのゾーンに分類することができま
す。

環伊勢湾ゾーンの河川は、木曽三川を除き、
鈴鹿山脈、布引山地、紀伊山地から流下し、山
地部を経て伊勢平野を形成し、ゆるやかな流れ
となって伊勢湾に注いでいます。
伊賀内陸ゾーンの河川は、淀川水系に属し、
布引山地から流下し、すべて木津川、淀川を経

て大阪湾に注いでいます。
熊野灘ゾーンの河川は、流路延長の短い単独
水系が多く、我が国有数の多雨地帯から流下し、
熊野灘に注いでいます。

海岸延長については、平成 （ ）年４月現
在で 、そのうち海岸保全区域に指定する
必要のある海岸（要保全海岸延長）は です。
なお、要保全海岸延長のうち海岸保全区域に指定
された海岸は で、そのうち堤防・護岸等の
海岸保全施設により防御されている海岸は
です。
海岸は大別して、伊勢湾口の神前岬を境に伊勢
湾沿岸と熊野灘沿岸に分かれます。前者は単調
な海岸線と緩い海底勾配になっているのに対し、
後者は複雑なリアス式海岸線と急な海底勾配と
なっています。

表２ １ ６ 三重県の河川（平成 年４月現在）
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海 岸 名 等 事 業 内 容

御 浜 海 岸（御 浜 町） 人工リーフ

宇治山田港海岸（伊 勢 市） 堤防

五 ヶ 所 港 海 岸（南伊勢町） 潜堤

島 勝 地 区（海 山 町） 道路工 付帯施設

相 差 地 区（鳥 羽 市） 付帯施設

黒 浜 地 区（紀 北 町） 離岸堤 付帯工

海 岸 名 等 事 業 内 容

御 浜 海 岸（御 浜 町）

宇治山田港海岸（伊 勢 市）

五 ヶ 所 港 海 岸（南伊勢町）

島 勝 地 区（海 山 町）

相 差 地 区（鳥 羽 市）

黒 浜 地 区（紀 北 町）

ゾーン 一級 二級 水系名等 河川数 河川延長（ ）

環伊勢湾

一級河川

木曽川

鈴鹿川

雲出川

櫛田川

宮 川

小計

二級河川 水系

計 水系

伊賀内陸 一級河川 淀 川

熊 野 灘

一級河川 新宮川

二級河川 水系

計 水系

合 計

一級河川 ７水系

二級河川 水系

計 水系

ゾーン 一級 二級 水系名等 河川数 河川延長（ ）

環伊勢湾

伊賀内陸

熊 野 灘

合 計



４ ７多自然川づくりと親水空間の形成

（ ）潤いとふれあいのある水辺空間の形成

治水、利水の機能だけでなく、河川の多様な自
然環境の機能を活かすため、潤いとふれあいの
ある水辺空間を創出するとともに、多様な動植
物を育む環境に配慮した施設整備を推進してい
ます。

（ ）街のシンボルとしての川づくり

河川周辺の自然的、社会的、歴史的環境と調和
を図りつつ地域整備等を進めるため、市町の行
う街づくりと一体的に水辺空間の整備を推進し、
人々が、安心して暮らせる街のシンボルとなる
川づくりを進めています。

４ ８河川・渓流・湖沼の保全・再生

河川改修の実施における配慮

近年、豊かでゆとりのある質の高い国民生活や
良好な環境を求める国民ニーズの増大に伴い、
河川は単に治水、利水の機能を持つ施設として
だけでなく、多様な自然環境のある空間として
その役割を期待されるようになってきています。
また、まちづくりの面において、豊かな自然、美
しい景観、歴史や文化に対する関心が増大し、
とりわけ水辺空間には水と緑の貴重なオープン
スペースとして大きな期待が寄せられています。
このような社会的要請のもと、河川が本来有し
ている生物の良好な生育環境に配慮し、併せて
美しい自然環境を積極的に保全または回復を目
指し多自然川づくりを行っています。
平成 （ ）年度には、二級河川船津川他
河川で多自然川づくりを実施しました。



１ 貴重・希少な野生動植物の保護

１ １天然記念物指定による野生生物の保護

文化財保護法、三重県文化財保護条例に基づき、
学術的に価値の高い動植物を天然記念物に指定
しています。
天然記念物に指定された野生動植物を適切に保
全していくため、該当する市町に対して必要な
助言をしています。開発事業等においても、そ
の影響を可能な限り少なくするよう事業者に対
して必要な助言・指導をしています。
また、地域住民の自主的な保全活動を活性化し、
地域の文化財産としての活用を図るため、天然
記念物の保全活動等に対して補助事業 活かそ
う地域文化提案事業 を実施しています。

１ ２希少な野生生物の保護

平成 （ ）年３月に三重県自然環境保全条例
を改正し、生物の多様性の確保対策として、特
に保護する必要のある希少野生動植物の指定制
度等を整備し、平成 （ ）年５月に 種（動
物 種、植物 種）を指定しました。
さらに、新しい三重県の希少野生動植物に関す
る目録として、平成 年度に 三重県レッドデー
タブック を発刊しました。

１ ３野生生物の生息状況等の把握

三重県レッドデータブック の策定に伴
い、県内の野生生物の分布状況や希少野生動植
物の主要な生息・生育地の状況等の調査を行い
ました。
また、これらの情報等を踏まえ、野生生物デー
タベースを構築し、県内の希少な野生生物
種についての概況と生息・生育状況に関する情
報をホームページ 三重県レッドデータブック

で提供しています。

貴重・希少な野生動植物の保護

２ 地域の生態系の保全

２ １鳥獣の保護・管理

わが国に生息する野生の哺乳類（一部を除く）、
鳥類については、 鳥獣の保護及び狩猟の適正化
に関する法律 によって保護の対象とされており、
狩猟ができる種は 種類に限定されています。
狩猟については、さらに期間、場所、資格等の
制限が定められており、これらの捕獲規制によっ
て鳥獣の保護を図っています。また、鳥獣保護
事業計画を策定し、鳥獣保護区等を計画的に設
定するとともに、鳥獣の人工増殖の促進、有害
鳥獣の捕獲の許可、鳥獣保護思想の普及等によ
り鳥獣の保護管理を図っています。
平成 （ ）年度には、第９次鳥獣保護事業
計画（平成 （ ） （ ）年度）に基づき、
鳥獣保護区等を指定したほか、傷病鳥獣の保護、
キジの放鳥、野生生物保護啓発ポスターコンクー
ル等を行い、鳥獣保護思想の普及啓発を図りま
した。また、県内 地区に鳥獣保護員を配置し、
狩猟取締りの指導等を行いました。

表２ ２ １ 鳥獣保護区等の指定状況（県指定）

表２ ２ ２ 鳥獣保護事業実施状況

地域の生態系の保全
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区 分
鳥 獣
保護区

特 別
保護地区

休猟区
特定猟具
使用禁止
区 域

指定猟法
禁止区域

箇所数（箇所）

面積（ ）

区 分
鳥 獣
保護区

特 別
保護地区

休猟区
特定猟具
使用禁止
区 域

指定猟法
禁止区域

箇所数（箇所）

面積（ ）

区 分 概 要

鳥獣保護区等の設置
鳥獣保護区、休猟区、特定猟具使用禁止
区域等の指定及び管理

野生生物保護モデル
校 の 育 成

野生生物保護モデル校の活動支援

キ ジ の 放 鳥 鳥獣保護区等へのキジ放鳥

ポ ス タ ー 募 集 小 中学校、高校生を対象にポスター募集

傷 病 鳥 獣 の 保 護
傷病野生鳥獣救護獣医師、傷病鳥獣ボラ
ンティアの登録及び傷病鳥獣の救護

区 分 概 要

鳥獣保護区等の設置

野生生物保護モデル
校 の 育 成

キ ジ の 放 鳥

ポ ス タ ー 募 集

傷 病 鳥 獣 の 保 護
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２ ２移入種による影響対策の推進

平成 （ ）年３月に三重県自然環境保全条
例を改正し、生物の多様性の確保のため、地域
の生態系に著しく支障を及ぼすおそれのある移
入種をみだりに放逐等することの禁止などの規
定を整備し、その普及啓発を行いました。
三重県では、 動物の愛護及び管理に関する法
律 、 三重県動物の愛護及び管理に関する条例
に基づき、危険な動物（特定動物）による県民
への危害の発生を防止するとともに、動物取扱
業者や一般飼養者に対し、動物愛護精神の高揚
と適正飼養、終生飼養の普及啓発を行いました。
特定動物の飼養状況は、表２ ２ ３のとおり
となっています。

表２ ２ ３ 特定動物の飼養状況
（ 施設） （平成 年３月末現在）

２ ３開発行為等の指導

宅地開発については都市計画法、三重県宅地開
発事業の基準に関する条例に基づき、都市の健
全な発展に資するため秩序ある整備と乱開発の
防止に努め、生活環境の適正化を図るよう指導
しています。

種 目 科 特定動物の区分 飼育頭数

哺

乳

類

食肉目

ネコ科

ライオン・トラ
ヒョウ・ピューマ
ジャガー
サーバルキャット

イヌ科 セグロジャッカル

クマ科 ツキノワグマ ヒグマ

霊長目
ヒト科 チンパンジー

オナガザル科
マントヒヒ
ニホンザル

鳥
類 タカ目 タカ科 イヌワシ

は
虫
類

かめ目 カミツキガメ科 ワニガメ

ワニ目 アリゲーター科
カイマン
ミシシッピワニ

とかげ目 どくとかげ科 アメリカドクトカゲ

種 目 科 特定動物の区分 飼育頭数

哺

乳

類

鳥
類

は
虫
類



１ 自然公園等の整備・活用

１ １自然公園等利用施設の整備

自然公園などの適切な利用の促進と安全の確保
を図るため、利用計画に基づき、博物展示施設、
野営場、広場、休憩所、駐車場、歩道などの施
設整備を行っています。
これら施設は、設置市町等に維持業務を委託す
るとともに、市町、自然公園指導員、三重県自
然環境保全指導員らと協力して点検を行ってい
ます。また、老朽化した施設や破損したものに
ついては必要に応じて補修、修繕を行っています。
平成 （ ）年度には、近畿自然歩道（答志島
縦走線歩道（伊勢志摩国立公園））を整備しまし
た。

１ ２自然公園区域等の見直し

自然公園の適正な保護と利用を図るため、各国
立公園、国定公園、水郷及び奥伊勢宮川峡県立
自然公園については、公園計画が策定されてい
ます。しかし、他の３県立自然公園（香肌峡、赤
目一志峡、伊勢の海）は公園計画が策定されてい
ないため、今後、順次公園計画を策定すること
としています。

１ ３三重県民の森及び三重県上野森林公園の活用

自然とのふれあいの場を提供するために、県民
が自ら体験することができる多様で豊かな森林
を創造し、広く県民が身近に憩い、学び、楽し
むことのできる三重県民の森と三重県上野森林
公園を設置しています。
三重県民の森 （菰野町）は、昭和 （ ）

年に開催された全国植樹祭を機に設置され、平
成 （ ）年度には、 万 千人余りの来園者
がありました。
三重県上野森林公園 （伊賀市）は、上野新

都市の整備と併せて平成 （ ）年度に完成
しました。平成 （ ）年度から開園し、平
成 （ ）年度には６万２千人余りの来園者
がありました。

自然公園等の整備・活用

１ ４自然遊歩道の拡大整備

（ ）東海自然歩道の整備

東海自然歩道は、東京の明治の森高尾国定公園
と大阪の明治の森箕面国定公園を結ぶ自然歩道
で、関係都府県は１都２府８県、路線延長 、
年間利用者数は 万人（平成 （ ）年度）
となっています。
三重県内の延長は約 で、６市１町にまた
がっています。その維持管理はそれぞれの市町
に委託しており、老朽化による損傷部の補修、
標識の設置等を必要に応じて実施しています。

表２ ３ １ 東海自然歩道市町別一覧表 （延長： ）

（ ）近畿自然歩道の整備

近畿自然歩道は、平成９（ ） （ ）年度
で整備を実施した全国８番目の長距離自然歩道
で、福井県敦賀市松島町と兵庫県南あわじ市を
結び、関係府県は２府と７県、その総延長は

、年間利用者数は 万人（平成
（ ）年度）となっています。
三重県内の総延長は で、中南勢地域か
ら東紀州地域にかけて７市７町を通っており、
鈴鹿山脈沿いに南下している東海自然歩道と連
絡して、三重県の長距離自然歩道網を形成して
います。
なお、維持管理はそれぞれの市町に委託してい
ます。

２ 森林・水辺等の保全・活用

２ １温泉の保護・利用

三重県には ヶ所（平成 （ ）年３月 日
現在）の源泉がありますが、その利用目的は湯
治場等の保健的利用から、ゴルフ場、健康ラン
ド等のレジャー的趣向へと多様化してきていま
す。
また、全国的な温泉ブームにより温泉開発が急
増しており、既設源泉の揚湯量の減少及び泉質
の低下が懸念されています。そこで、温泉の保
護と利用の適正化等を図るため、地域の特性に

森林・水辺等の保全・活用
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市町名 延 長 市町名 延 長 市町名 延 長

いなべ市 鈴 鹿 市 津 市

菰 野 町 亀 山 市

四日市市 伊 賀 市 計

市町名 延 長 市町名 延 長 市町名 延 長
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即した指導を行っています。
平成 （ ）年度は、許可申請のあった温泉の
掘削３件、増掘及び動力装置 件について審査し
たほか、温泉利用（浴用及び飲用）について
件の許可を行いました。

２ ２グリーン・ツーリズム

グリーン・ツーリズムとは、都市などで生活す
る人々が、自然豊かな農山漁村において、その
地域の農林漁業を体験したり、自然や文化に触
れる中で田舎暮らしや地域の人々との交流を楽
しむレクリエーション活動の一つです。
地理的・社会的条件に恵まれない中山間地域に
おいては、グリーン・ツーリズムの推進による
販路の拡大、就労の場の拡大や新たな産業おこし、
地域住民の参画による地域全体の活性化への期
待が大きくなっています。
中山間地域を中心とした農山漁村地域における
グリーン・ツーリズムへの取組は近年増加して
きており、ふるさと会員オーナー制度、都市住
民との交流、農業体験、加工体験、木工体験、
釣り堀センターなどその内容も多岐にわたって
います。
また、宿泊施設やバンガロー、キャンプ場など
のアウトドア施設、森林公園や農村公園などの
体験施設の整備も進んでいます。
今後はこれら施設を起点として広域的なネット
ワークを拡充し、積極的な 、地域住民の協
力による総合的なサービスを充実させ、新たな
産業として展開を図る必要があります。
平成 （ ）年度にはグリーン・ツーリズムを
普及・定着させるための市民農園施設の整備を
支援しました。

表２ ３ ３ 平成 年度に整備された主な交流関連施設

２ ３砂浜・磯浜の保全再生

七里御浜海岸は熊野灘に面し、ほぼ にわた
る直線的に連なる砂礫質海岸で、全国的にも問
題となっている侵食が著しく進んできています。
また、悪天候時には波が堤防まで打ち寄せ、平
成９（ ）年には、井田海岸において堤防が決
壊し、また、平成 （ ）年には、同じく井田
海岸において天然護岸となっている部分が著し
い浸食を受けました。
このため、海岸整備事業や災害復旧事業により
人工リーフ等の面的防護工法を採用し、砂浜の
侵食防止、海岸線の保全を図っています。

２ ４漁村と都市との交流の推進

海洋性レクリエーションの需要に対応し、都市
住民との交流機能を有する多機能型漁港の整備
を実施し、熊野市新鹿地区の新鹿漁港及び大紀
町錦の錦漁港で海岸環境の整備は、平成 年度
に完了しました。

表２ ３ ２ 温泉法に基づく許可実績の推移

年度
種別

元 ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９

温 泉 掘 削

増掘及び動力装置

温 泉 利 用

合 計

年度
種別

元 ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９

温 泉 掘 削

増掘及び動力装置

温 泉 利 用

合 計

区 分 市町村名

市民農園（１地区） 伊 賀 市

区 分 市町村名



２ ５農山村と都市との交流の促進

（ ）市民農園の促進

市民農園とは、都市住民がレクリエーションや
自家用野菜の生産などを目的として、小面積の
農地を利用して野菜や花を育てるための農園で
す。
三重県内における市民農園の開設状況は増加傾
向にあり、近年では市民農園整備促進法及び特
定農地貸付法に基づくものが毎年１ ２件新規
に開設されています。

表２ ３ ４ 地区別市民農園開設の状況
３現在

（ ）山村と都市との交流促進

近年、森林に対する要求は単に木材生産の場と
してだけではなく、保健・文化・教育的な活用
など多様化してきています。
一方、山村地域でも、過疎化、高齢化が進行し、
地域の活力が低下してくるなか、山村地域の特
性と森林を活用した交流拠点を整備するなど、
その活用を図ることで、都市と山村の交流を進め、
山村の活性化を目指しています。
平成 （ ）年度には、伊勢市において森林
を活用した自然観察、山村体験施設の整備に対し、
支援を行いました。
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北勢
地区

中勢
地区

南勢
地区

紀州
地区

伊賀
地区

計

市民農園法 ３ ５ ３ １ １

特 定 農 地
貸 付 法

７ ３ ３ ２ ４

北勢
地区

中勢
地区

南勢
地区

紀州
地区

伊賀
地区

計

市民農園法

特 定 農 地
貸 付 法



１ 森林環境の保全

１ １森林の保全・育成

森林は木材の生産だけでなく、水源かん養、洪
水の緩和、土砂災害防止などの機能をはじめ、
地球温暖化防止等の地球的規模の環境保全機能
を有し、さらに私たち人間に精神的な恵みをも
たらす貴重な資産です。
この貴重な資産を次の世代へ引き継いでいくた
めに、各種の施策を展開しています。
森林の持つ公益的機能を高度に発揮させるため、
森林ゾーニングに基づいた重点的、効果的な森
林整備を実施するとともに、環境林においては、
森林を公共財として位置づけ、針葉樹と広葉樹
が混交した森林の造成など、公益的機能の高度
発揮を目指した森林整備を進めています。

（ ）森林計画制度の適正な運営

森林の有する公益的機能を有効に発揮させるた
め、県内を表２ ４ １のように区分し、区域
ごとの民有林を対象として、地域の特性に応じ
た林業施策の推進目標と、森林所有者の森林施
業上の指針を示した 年間の地域森林計画を樹
立し、森林資源を効率的に利用するための適切
な保育・間伐等の実施、公益的機能の充実のた
めの多様な森林の育成など森林の質的充実を
図っています。
平成 （ ）年度には、伊賀地域森林計画の
樹立と北伊勢、南伊勢、尾鷲熊野地域森林計画
の変更を行いました。また、計画を適正に推進
するため、伐採届出制度の確実な実行、市町村
森林整備計画の適正な運用を図るとともに、森
林所有者が樹立する森林施業計画の作成を促進
しました。

表２ ４ １ 地域森林計画区

森林環境の保全

（ ）林業担い手の育成等

森林が公益的機能を高度に持続していくために
は、森林を適正に管理・整備していく事業体を
育成する必要があります。そのためには、従事
者の育成確保が急務であり、事業の合理化と雇用、
労働環境の改善を積極的に進めなければなりま
せん。こうした事業体の中から三重県は、林業
事業体を認定し、地域林業のリーダーとして一
翼を担う団体を育てています。
また、林業経営等を推進しようと意欲的に活動
している森林・林業・木材産業の後継者グルー
プの取組を支援しています。

表２ ４ ２ 三重県認定林業事業体数の推移

表２ ４ ３ 新規就労者数の推移

（注） 才未満の人を対象

表２ ４ ４ 三重県内の林業研究グループ

（ ）多様な森林の造成・整備

戦後の荒廃した森林の復旧と、増大する木材需
要に対応するため、スギ、ヒノキの拡大造林を
推進することにより、県内で約 万ヘクタール
に及ぶ人工林が造成されました。
これらの人工林では、資源の充実のためだけで
はなく森林の持つ公益的機能を継続的に発揮し
ていくために、間伐等の適正な管理が行われる
ことが必要です。
しかし、林業採算性の悪化などから、放置され
る森林が増加し、公益的機能の低下が危惧され
ています。
このような状況のなか、森林を生産林と環境林
に区分し、環境林においては 森林環境創造事業
をはじめとする環境林整備事業を実施し、公益
的機能の高度発揮を目指した、多様な森林づく

森林計画区名 包 括 区 域

北 伊 勢
四日市市、桑名市、鈴鹿市、亀山市、津市、
桑名郡、いなべ市、員弁郡、三重郡

南 伊 勢
松阪市、伊勢市、鳥羽市、志摩市、多気郡、
度会郡

伊 賀 伊賀市、名張市

尾鷲熊野 尾鷲市、熊野市、北牟婁郡、南牟婁郡

森林計画区名 包 括 区 域

北 伊 勢

南 伊 勢

伊 賀

尾鷲熊野

三重県認定林業事業体

事業体数

三重県認定林業事業体

事業体数

新規就労者数

人

新規就労者数

人

組 織 数

会 員 数

組 織 数

会 員 数
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りを進めています。

（ ） 三重の木を使おう、森を育てるために 県民

運動の展開

木をよく知ってもらうために、啓発用パンフ
レットの作成、新聞・雑誌等を活用した普及啓
発を行いました。
また、木ともっと親しんでもらうために木工教
室等を開催しました。

（ ）保安林の整備・管理

森林は、水源のかん養、国土の保全、環境の保
全等重要な機能を持っており、急峻な地形と多
雨という山地災害等が発生しやすい自然条件を
有する三重県では、大変重要な役割を果たして
います。
このため、特に森林の有する公益的機能の維
持・増進を図るべき森林を保安林として、県内
の森林面積の ％に当たる を指定し、
森林の適正な保全・管理に努めています。

表２ ４ ５ 保安林の役割と種類

図２ ４ １ 保安林の現状（平成 年度末）

（ ）林地開発許可制度による指導

昭和 （ ）年の当制度創設以降に許可した
林地開発の件数と面積は、 件、 （平
成 年度末）に達し、ゴルフ場、住宅団地、工
場用地の造成と土石の採掘が開発目的の大半を
占めています。
このように森林の開発が進むなかで、開発許可
に対する審査は 災害の防止 等を重点事項とし、
許可にあたっては、公益的機能の高い森林の保全、
土地利用の適正管理等に配慮し、適正かつ安全
な開発が進められるよう努めています。
開発事業にあたっては、計画に基づき、洪水調
整池などの防災施設を先行して実施し、開発工
事に伴う災害が未然に防止されるよう、指導し
ています。

表２ ４ ６ 林地開発許可の状況（平成 年度）

（ ） 等森林認証制度の普及

等の森林認証は、環境保全の点から見て適
切で、社会的な利益にかない、経済的にも持続
可能な森林管理を推進している森林を認証して、
その認証された森林から産出される木材、木材
製品に特定の 環境ラベル（ロゴマーク） を付
けて流通させるものです。
環境に配慮した持続可能な森林管理を推進するた
め、県では平成 （ ）年度より の森林
認証取得や制度の普及の支援を行ない、平成
（ ）年３月末現在、６事業体、認証総面積約

で認証を取得しております。
等認証森林の増加とグリーンコンシュ マ

リズムの高まりから、環境貢献度を木材製品の
競争力のひとつとしてとらえ、イベント等への
参加機会をとらえ、普及に取り組んでいます。
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主な役割 種 類

良質な水をはぐくむ
保安林

水源かん養保安林、干害防備保安林

山崩れや土石流を防
ぐ保安林

土砂流出防備保安林、土砂崩壊防備保
安林

その他災害を防ぐ保
安林

防風保安林、潮害防備保安林、落石防
止保安林など

安らぎとうるおいを
与える保安林

保健保安林、風致保安林

魚の生息や繁殖を助
ける保安林

魚つき保安林

主な役割 種 類

良質な水をはぐくむ
保安林

山崩れや土石流を防
ぐ保安林

その他災害を防ぐ保
安林

安らぎとうるおいを
与える保安林

魚の生息や繁殖を助
ける保安林

開 発 目 的 件 数 面 積

工場・事業場用地 ３件 ４

宅 地 造 成 １件 ５

ゴ ル フ 場

レジャー施設用地

土 石 採 取 ２件 ５

そ の 他 １件 ２

計 件

開 発 目 的 件 数 面 積

工場・事業場用地

宅 地 造 成

ゴ ル フ 場

レジャー施設用地

土 石 採 取

そ の 他

計

昭和 年から平成 年度末までの林地開発許可の実績は別途資料編を
参照してください。



１ ２森林の整備・活用

（ ）健康増進施設と連携を図った森林整備

環境問題への関心の高まりや、国民のライフス
タイルの変化により、生物の多様性の確保、野
外活動や森林教育等の場の提供、大気浄化等、
森林が有する身近な生活環境を保全する機能に
対して期待が高まっています。
人々が森林・林業に親しみ、快適で安全に自然
の恵みを受けることができるよう、森林の整備
を進めました。

（ ）林業地域の生活環境の改善

林業生産性の向上と林業従事者の定住の促進及
び山村地域の活性化のため、林道等の林業生産
基盤の整備と豊かな森林資源を活用した都市と
山村との交流促進を図り、山村地域の生活環境
基盤の向上を総合的に行っています。
平成 （ ）年度には、市による防火水槽の整
備のほか、林道等の林業生産基盤の整備を行い
ました。

表２ ４ ７ 林業地域の生活基盤状況

１ ３森林の公益的機能の向上

森林は、水源のかん養、土砂災害防止をはじめ、
保健・文化・教育的利用の場の提供など多様な
機能を有するとともに、二酸化炭素を吸収する
働きにより地球温暖化防止にも貢献しています。
こうした森林の機能を発揮するには、適正な管
理を継続的に行うことが必要であり、林業は木
材生産活動を通じて、その役割を担ってきました。
しかし、林業を取り巻く情勢は厳しく、採算性
の悪化、高齢化等による担い手不足のため、放
置される森林が増加するなど、林業経済活動に
よる森林の公益的機能の発揮は困難になり、森
林の機能低下が進み、県民生活への重大な影響
が危惧されています。
このため、平成 （ ）年度には、緊急の課題
である間伐を計画的に実施するとともに、造林
事業等の森林整備に直結した林道事業、荒廃山

地の復旧等を行う治山事業を実施しました。

２ 農地環境の保全

２ １農地保全活動の推進

中山間地域において三重県型デカップリング、
中山間地域等直接支払により多様な保全活動を
促進し、農地の持つ公益的機能の増進を図って
います。

２ ２農地の保全・整備

（ ）環境保全型農業の推進

三重県では 三重県環境保全型農業推進基本方
針 を策定し、各種技術の開発・活用等による
化学肥料、農薬投入量の節減、家畜ふん尿など
農業活動等から排出される未利用有機資源の利
用・リサイクルの強化及び農業・農村環境に配
慮した農村の整備等を推進しています。
平成 （ ）年度には持続的農業法をはじめと
する環境３法（持続的農業法・改正肥料取締法・
家畜排せつ物法）が整備され、特に持続的農業
法においては、土づくり技術・減化学肥料技術・
減農薬技術の３技術を総合的に実施する生産方
式を三重県導入指針に定め、この指針に基づき
環境保全型農業実践者を認定する制度（エコ
ファーマー認定制度）が創設され、技術研修会
等を通じて環境保全型農業技術の普及に努める
とともに、エコファーマーの認定促進を行って
います。また、生ごみ等有機性廃棄物の循環利
用の推進を図っています。
土壌に関しては、施肥による環境負荷を低減さ
せるため、適正施肥の目安となる施肥基準を改
定し、関係者へ周知を図っています。

農地環境の保全

実施地区 内 容

熊 野
（ ）

（生活）防火水槽

尾 鷲
（ ）

（林道）栃川原、川原木屋

実施地区 内 容

熊 野
（ ）

尾 鷲
（ ）

表２ ４ ８ 環境保全型農業の推進対策の実施状況

区 分 実施主体 内 容

環境保全型
農業の推進
指導・啓発

三重県

○コンポストマイスター研修の実施
○認定農業者（エコファーマー）制度の
啓発

○認定農業者（エコファーマー）の認定
人

○環境保全型農業優良事例調査実施
○農薬安全使用研修会開催（農薬管理
指導士育成ほか）

○空中散布の安全指導

技 術 支 援 三重県
○病害虫発生余察情報提供
（ホームページ）

区 分 実施主体 内 容

環境保全型
農業の推進
指導・啓発

技 術 支 援



（ ）農業の担い手の育成

近年、地域農業は兼業化・高齢化の進展から生
産基盤の脆弱化が進みつつあり、農地の維持・
管理に影響が生じていることから、若い元気な
農業の担い手の確保育成が必要となっています。
三重県では、農地が保有している多様な環境保
全能力を維持し、産業として自立する力強い経
営体を育成するため、三重県農業経営基盤強化
促進基本方針に基づき、認定農業者の確保、農
地集積等による規模拡大を推進しており、認定
農業者は 戸（平成 （ ）年３月末現在）
で、認定農業者への農地集積面積は （平
成 （ ）年３月末現在）となっています。
平成 （ ）年度には、地域における認定農業
者確保対策を支援するとともに、新技術の導入・
普及や農地の利用集積を通じた認定農業者等の
担い手農家を育成するための諸対策を実施しま
した。

（ ）耕作放棄地の解消

近年、農業従事者の兼業化・高齢化の進展・農
産物価格の低迷化などにより、耕作放棄地等が
増加する傾向が見られます。今後ともこのよう
な状態を放置しておくことは、農地としての農
業上の有効利用が図られないばかりでなく、集
団性の分断等周囲の農地利用を阻害することに
なり、地域全体の農地利用にとって悪影響を及
ぼすこととなります。平成 （ ）年度には、
モデル市町において、実態調査の実施と活用計
画を策定しました。また、各地域ではボランティ
アによる花づくりの実践など、独自の取組によ
る耕作放棄地の解消を進めています。

（ ）畜産経営に起因する環境負荷の軽減

近年、畜産業の大規模化等による家畜ふん尿量
の増大、労働力不足により、適正なふん尿処理
をスムーズに行うことが困難となり水質汚濁関
連の環境問題が発生しています。
また、県、市町、関係団体等で構成する地域環
境保全型畜産確立推進指導協議会により環境問
題発生畜産農家を重点とした巡回指導を実施し、
処理施設の設置・改善指導を行うなど、環境問
題の改善・防止に努めています。

３ 沿岸海域環境の保全

３ １漁場の保全・改善

（ ）漁場保全対策の推進

英虞湾、五ヶ所湾などの内湾域は、養殖漁場と
して古くから活用されてきましたが、水質の悪
化が進み、赤潮や貧酸素水塊の発生など漁業生
産に種々の弊害が生じています。
このため、平成 （ ）年度も前年度に引き続
き、漁場環境の変動の把握のため、水質調査、
藻場調査、底質・ベントス調査を実施しました。

（ ）美しい みえのうみ 維持・創造プロジェクト

海の環境に影響を与える要因は、陸域も含めて
様々な人間活動によって生じてくるものであり、
非常に幅の広い分野と関係しています。
平成 （ ）年度には、住民の参画・協働によ
る閉鎖性内湾や流域に対する環境保全を進める
ため、県民や が主体となって行う、山川海
でのさまざまな体験等の取り組みについて支援
を行い、人づくり、組織づくりを進めるとともに、
海の恵み情報、海の環境情報、市民グループ・
学校等の活動報告や流域の環境監視情報等の共
有化を進めました。

（ ）漁業被害の未然防止

沿岸域の漁場環境の悪化に伴い、赤潮や貧酸素
水塊の発生が恒常化し、また、油流出など突発
的事故も後を絶たない状況にあります。
ア 赤潮の発生状況
平成 （ ）年の赤潮発生延日数は 日、

赤潮による漁業被害は０件でした。
（ア）伊勢湾海域

赤潮発生件数は 件、発生延日数は 日で、
前年と対比すると件数で 件減少し、発生延
日数も 日減少しました。

（イ）志摩度会海域
赤潮発生件数は 件、発生延日数は 日で、

前年と対比すると件数で５件減少し、発生延
日数は 日減少しました。

（ウ）熊野灘北部海域
赤潮発生件数は２件、発生延日数は２日で、
前年と対比すると件数では５件減少し、発生
延日数も６日減少しました。

沿岸海域環境の保全
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表２ ４ ９ 赤潮発生件数の推移

イ 油濁等による突発的漁業被害の発生状況
平成 （ ）年度においては油漏れやその他

突発的事故による漁業被害はありませんでした。
なお、平成 （ ）年度も前年に引き続き、

定期的な水質調査を行い、赤潮発生状況の情報
収集、情報発信、漁業被害の未然防止に努めま
した。

（ ）漁場環境の改善

三重県の閉鎖性内湾では、生活排水等の流入に
加え、長年の漁場行使等により、水質・底質な
どの漁場環境が悪化し、漁場生産に種々の弊害
が生じています。
貧酸素水塊の発生、赤潮の発生等を防止するた
め、平成 （ ）年度には、次のような事業を
実施しました。

表２ ４ 平成 年度の漁場環境の改善事業

３ ２藻場・干潟の保全・再生

藻場や干潟は、有用水産生物資源の増大に大き
な役割を果たしているほか、多様な生物の生息
の場ともなっており、それら生物の作用等によ
る水質浄化機能によって、海の汚濁防止にも貢
献しています。しかしながら、藻場・干潟は沿
岸域の環境の変化や開発行為等により消失しや
すく、三重県においても減少しているため、藻
場の造成に取り組んでいます。沿岸域からの生
活排水や各種廃棄物の流入等により、漁場環境
が悪化し効用の低下している沿岸漁場の生産力
の回復や公益機能の増進を図るため、平成
（ ）年度は、伊勢湾２期地区及び熊野地区及
び錦市場において藻場の造成を実施しました。

年

発生件数

年

発生件数

事 業 名 事業内容 事業主体 実施場所

漁場環境保全
創 造 事 業

汚泥浚渫 三重県 英虞湾

県単沿岸漁場
整 備 事 業

底質改良剤等
の散布

神明真珠養殖
漁協他３漁協

志摩市他
１市１町

事 業 名 事業内容 事業主体 実施場所

漁場環境保全
創 造 事 業

県単沿岸漁場
整 備 事 業



（ ）緑化の推進

三重県では、みどり豊かな環境の創出を図るた
め、緑化行政を推進しています。また、地域の団
体等の緑化活動を支援する、三重緑化基金や緑の
募金に対する理解を高め、県民一人ひとりが、参
画する緑化運動を展開しています。
平成 （ ）年度には、春季緑化運動期間中

（ ）に、緑の募金キャンペーン等を行
いました。

（ ）居住地等周辺の森林整備

居住地周辺の森林において、森林の公益的機能
が高度に発揮されるよう、人工林等を対象に、防
災、景観、住民と森林とのふれあい等にも配慮し
た森林及び林内環境の整備を進めています。

表３ １ ２ 居住地周辺森林整備状況

（ ）緑の基本計画の推進

三重県広域緑地計画を広域的視点からの緑地の
配置の指針として、市町による 緑の基本計画
の策定・改定を推進しています。

項目
年度

工業敷地 生産施設 緑地 緑地以外の環境施設 その他

面積 面積 率 面積 率 面積 率 面積 率

年法施行時 ％ ％ ％ ％

年度末現在 ％ ％ ％ ％

年度末現在 ％ ％ ％ ％

２年度末現在 ％ ％ ％ ％

年度末現在 ％ ％ ％ ％

年度末現在 ％ ％ ％ ％

年度末現在 ％ ％ ％ ％

年度末現在 ％ ％ ％ ％

年度末現在 ％ ％ ％ ％

年度末現在 ％ ％ ％ ％

年度末現在 ％ ％ ％ ％

年度末現在 ％ ％ ％ ％

年度末現在 ％ ％ ％ ％

項目
年度

工業敷地 生産施設 緑地 緑地以外の環境施設 その他

面積 面積 率 面積 率 面積 率 面積 率

年法施行時

年度末現在

年度末現在

２年度末現在

年度末現在

年度末現在

年度末現在

年度末現在

年度末現在

年度末現在

年度末現在

年度末現在

年度末現在

１ 身近な緑の保全・創出

１ １緑地整備の促進

（ ）工場緑化の推進

工場の敷地利用状況の推移は、平成 （ ）
年度末で表３ １ １のとおりです。
また、工場の立地が適正に行われるよう、平成
（ ）年３月末現在で ヶ所、 の工場
適地を選定しています。
工場立地動向調査によると、過去 年間の工場
立地の推移は図３ １ １のとおりです。

図３ １ １ 工場立地の推移 （平成 年 月末現在）

身近な緑の保全・創出

箇 所 整 備 内 容 実施年度

尾 鷲 市
除・間伐等の森林整備
林道の整備

平成 年度

津 市 除・間伐等の森林整備 平成 年度

箇 所 整 備 内 容 実施年度

尾 鷲 市

津 市

表３ １ １ 敷地利用状況の推移

（工業団地特例の適用による共有部分の工業敷地・緑地および緑地以外の環境施設を除く。）
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表３ １ ３ 緑の基本計画策定状況

（ ）公共施設（用地）における緑化の推進

公共施設がより快適な場となるよう、緑化を進
めています。
平成 （ ）年度には、財団法人宝くじ協会の

助成により、三重県立熊野古道センターの緑化工
事を実施しました。

１ ２都市公園

平成 （ ）年度末における都市公園の整備状
況は、 ヶ所、約 です。都市計画区
域内人口 人当たりの都市公園面積は です。
都市公園面積の推移を経年的にみると、街区・
近隣・地区公園、総合公園、都市緑地の増加が顕
著です。

図３ １ ２ 都市公園面積推移

H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17

1,400 

1,200 

1,000 

800 

600 

400 

200 

0

ha

年度 

総合公園 運動公園 

街区・近隣・地区公園 レク都市・広域・国営・歴史公園 

風致公園 その他 

策定年度 策定市町村数 策定市町村

平成 年度 ０

平成 年度 ５ 四日市市、朝日町、川越町、
菰野町、楠町

平成 年度 １ 伊勢市

平成 年度 ０

平成 年度 １ 鈴鹿市

平成 年度 ０

策定年度 策定市町村数 策定市町村

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

（ ）都市公園の整備

都市公園は、都市に緑を増やし、住民に憩いの
場を提供するなど多目的に利用され、大気汚染や
騒音等の緩衝地帯、あるいは災害時の避難地とし
て、都市の良好な生活環境づくりに大きな役割を
果たしています。国においては、平成６（ ）年
７月に決定された 緑の政策大綱 において、概
ね全ての市街地において歩いていける範囲に公園
の整備を促進するとともに、長期的には都市計画
区域内人口一人あたりの都市公園面積を約 と
することを目標に立てています。
三重県の都市公園整備状況は、平成 （ ）年
度末で都市計画区域内人口一人あたりの都市公園
面積は約 です。県営公園は、北勢中央公園、
亀山サンシャインパーク、鈴鹿青少年の森、県庁
前公園、大仏山公園、熊野灘臨海公園の６つの公
園があります。
平成 （ ）年度には、北勢中央公園及び熊野
灘臨海公園について整備を進めました。
また、熊野灘臨海公園において平成 年３月に

一部開園を行いました。市町公園は四日市市の南
部丘陵公園や津市の安濃中央総合公園他 ヶ所で
整備を行いました。

表３ １ ４ 県営公園の整備状況（平成 年度）

２ 身近な水辺・海辺の保全・再生

２ １漁村・漁港環境の整備

平成 （ ）年度には、漁業集落の生活環境
の改善を図るため、集落内道路・排水路、集落排
水処理施設・防災空地等の整備を実施している３
地区（錦、礫浦、神前浦）に助成を行いました。

身近な水辺・海辺の保全・再生

注）緑の基本計画は都市計画区域にかかる市町村において策定できる計
画です。

県営公園名 整備面積（ ） 内 容

北勢中央公園 用地買収、駐車場整備等

熊野灘臨海公園 園路整備等

県営公園名 整備面積（ ） 内 容

北勢中央公園

熊野灘臨海公園



３ 身近な野生動植物の生息 生育地の保全 再生

３ １身近な緑の保全・創出による野生生物の
育成・生息地の確保

森林の有する公益的機能に対する国民の期待が
高まるなか、これらの期待に適切に対応していく
必要があるため、生態的にバランスのとれた森林
の整備を推進していく必要があります。
広葉樹林の造成に関しては、造林事業により、
クヌギ・コナラなどの広葉樹林造成に対し、支援
しました。
また、平成 （ ）年度から始まった森林環境

創造事業により、針広混交林の造成を図る環境林
づくりを県内全域で進めています。

３ ２身近な水辺・海辺の整備・創出による野
生生物生息地の確保

水辺等の自然生態系を保護し、野生動植物の生
息域を確保しつつ事業を進めるため、県内を ブ
ロックに分け、渓流環境整備計画の策定を行いま
した。
事業実施にあたっては、当計画に沿った詳細設
計を行い流路の曲線化の推進や水際部の多様化、
護岸への自然物素材の使用、瀬と淵の保護・創出
を図っています。

身近な野生動植物の生息 生育地の保全 再生
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１ 都市景観の保全・創出

１ １道路・沿道景観の保全・創出

（ ）うるおいのある道路空間の創造

道路利用者が安心して自由に立ち寄り、利用で
きるパーキングとして、文化、歴史、特産物等を
紹介する情報発信の場として 道の駅 を整備し
ています。道の駅 は、道路管理者が整備する 休
憩施設 と市町村等が整備する 地域の交流を促
進するための施設 を一体化した一般道路の多機
能型休憩施設であり、平成 （ ）年３月 日
現在、登録されている 道の駅 は全国で ヶ所、
県内では ヶ所あります。

表３ ２ １ 三重県内の 道の駅 （平成 年３月末現在）

（ ）街路の整備

街路は、都市内の重要な公共空間のひとつです。
県民に親しまれ、生活に潤いを与える場として、
アメニティの高い道路空間の創出に配慮しながら、
整備を進めています。

都市景観の保全・創出

表３ ２ ２ 街路の整備状況 国補事業（交付金を含む）
（平成 年度）

１ ２景観

三重県の景観は、山地、丘陵、盆地、台地、低
地、海岸に大別される多様な自然景観に加え、歴
史的・文化的なまちなみの景観や都市景観によっ
て形成されています。
三重県では、各種公益事業の実施にあたって景
観への配慮に努めるとともに、 三重県屋外広告
物条例 に基づく沿道景観地区の指定等を行って
きました。
また、都市において良好な自然環境を維持し、
樹林地等の緑の保全を図ることを目的として風致
地区を指定しています。

１ ３良好な広告景観の形成

屋外広告物は、情報の伝達や街の活性化に不可
欠なものですが、無秩序な氾濫は自然の風致や街
の景観を損なうことにもなりかねず、また転倒や
落下により、歩行者等に危害を加えるおそれもあ
ります。そこで三重県では 屋外広告物条例 を
定め、良好な景観の形成、風致の維持、公衆に対
する危害の防止という３つの観点から、県内の屋
外広告物に対し、必要な規制・指導を行っていま
す。

１ ４地区計画制度の活用

各地区の特性を活かし地区住民の合意のもとに
用途、建築物の高さ、壁面の位置、形態や意匠等
を定めた地区計画を都市計画法に基づき策定する
ことにより、景観に配慮したきめ細やかなまちづ
くりを推進しています。

駅 名 所 在 地 路 線 名

飯 高 駅 松 阪 市 国道 号

菰 野 菰 野 町 国道 号

紀宝町ウミガメ公園 紀 宝 町 国道 号

パ ー ク 七 里 御 浜 御 浜 町 国道 号

海 山 紀 北 町 国道 号

奥伊勢木つつき館 大 紀 町 国道 号

熊 野 き の く に 熊 野 市 国道 号

茶 倉 駅 松 阪 市 国道 号

奥 伊 勢 お お だ い 大 台 町 国道 号

美 杉 津 市 国道 号

関 宿 亀 山 市 国道１号

伊 勢 志 摩 志 摩 市 国道 号

紀伊長島マンボウ 紀 北 町 国道 号

あ や ま 伊 賀 市 （主）甲南阿山伊賀線

い が 伊 賀 市 国道 号

駅 名 所 在 地 路 線 名

路 線 名 都 市 名

富田山城線 四日市市

駅前高塚線外１線 亀山市

相川小戸木橋線 津市

松阪公園大口線外１線 松阪市

秋葉山高向線外１線 伊勢市

茶地岡向井線（坂場工区） 尾鷲市

近鉄名古屋線川原町駅付近連続立体交差 四日市市

路 線 名 都 市 名

良好な景観の形成第２節



１ ５風致地区等の活用

都市景観の重要な要素である樹林地等の緑を保
全し、風致の維持に支障を及ぼす建築物や宅地の
造成等を規制するため、風致地区を定め、都市に
おける自然景観の形成を図っています。

２ 農山漁村景観の保全・復元

２ １森林病害虫等の防除

林業を取り巻く厳しい情勢の中、森林の管理水
準の低下により、森林病害虫等の被害の早期発見
や迅速な防除のための体制強化の必要性が高まっ
ています。
三重県における松くい虫被害は、長期的には昭
和 （ ）年をピークに年々減少し、平成
（ ）年度はピーク時の ％になっています。
しかし、高温小雨の気候が続けば、再び被害が
拡大する恐れもあり、なお予断をゆるさない状況
にあります。
松くい虫被害対策は、森林病害虫等防除法に基
づき、関係市町との連携を強化しつつ、公益的機
能の高い重要な松林を中心に、効果的な防除に努
めており、薬剤の散布による予防措置や、被害木
の駆除措置を実施しています。

図３ ２ １ 三重県下松くい虫被害量の推移

農山漁村景観の保全・復元

表３ ２ ３ 森林病害虫等の防除状況（平成 年度）

３ 良好な郷土景観の形成

３ １地域の特性を活かした景観形成の推進

（ ）景観形成施策の展開

平成８（ ）年度に総合的な景観行政を推進
し、美しい県土づくりを進めていくための指針と
なる 三重県景観形成指針 を策定しました。
また、景観法が平成 （ ）年６月に全面施
行されたのを契機に、地域の特性を活かした景観
づくりを県内全域で展開していくため、地域住民
や市町の景観づくりに対する意識の高揚を図る事
業を実施しています。
ア 市町における景観形成の促進
市町の景観形成への主体的な取組を支援し、

良好な郷土景観の形成
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実施主体 内 容

市 町
予防措置（地上散布４ 、樹幹注入 本）
駆除措置 （伐倒駆除９ 、特別伐倒駆除 ）

県
予防措置 （地上散布）駆除措置 （伐倒駆除

、特別伐倒駆除５ ）
保全松林健全化整備

実施主体 内 容

市 町

県

※駆除措置の内容については、資料編を参照



市町の景観法に基づく景観計画の策定等を促進
するため、景観セミナーの開催や景観アドバイ
ザーの派遣を行いました。
イ 景観形成に関する普及・啓発の実施
地域住民や市町の景観づくりに対する意識の
高揚を図るため、シンポジウムや景観交流会の
開催支援により、普及啓発を行いました。

（ ）地域の特性を活かした景観まちづくりの実施

地域の特性を活かした景観まちづくりとして、
伊勢志摩地域や松阪・東紀州地域のモデル地区に
おいて、住民参画によるまちづくりを実施しまし
た。

（ ）景観整備及び地区の設定

良好な美観風致の維持及びその形成を積極的に
推進するため、各種の景観に資する公共事業等を
実施しています。
三重県屋外広告物条例では 屋外広告物沿道景

観地区制度 が規定されており、通常の基準より
も厳しい基準を設定できることとしています。現
在県内では５地区が指定されています。

表３ ２ ４ 屋外広告物沿道景観地区
（平成 年３月末現在）

地 区 名 場 所

伊 勢 志 摩
屋 外 広 告 物
沿道景観地区

国道 号のうち、国道 号との交差点から県
道阿児磯部鳥羽線との交差点まで

長 島
屋 外 広 告 物
沿道景観地区

県道水郷公園線のうち、国道１号との交差
点から桑名市長島町松蔭と長島町浦安との
境まで

奥 伊 勢
屋 外 広 告 物
沿道景観地区

国道 号の伊勢自動車道勢和多気インター
交差点から大紀町と紀北町との境まで

紀 北
屋 外 広 告 物
沿道景観地区

国道 号のうち、大紀町と紀北町の境から
尾鷲市と熊野市との境まで

紀 南
屋 外 広 告 物
沿道景観地区

国道 号のうち、尾鷲市と熊野市の境から
和歌山県境まで

地 区 名 場 所

伊 勢 志 摩
屋 外 広 告 物
沿道景観地区

長 島
屋 外 広 告 物
沿道景観地区

奥 伊 勢
屋 外 広 告 物
沿道景観地区

紀 北
屋 外 広 告 物
沿道景観地区

紀 南
屋 外 広 告 物
沿道景観地区



１ 文化財等の保護・活用

１ １指定文化財の保護・活用

三重県には、国指定文化財等が 件、県指定
文化財等が 件あり、市町指定文化財も含める
と約 件を超えるなど、歴史・文化・学術的
に優れた文化財が多くあります。
しかしながら、その保護・保存に関しては、経
年変化による損傷や収蔵・保管に要する施設や財
源の不足など多くの問題を抱えており、今後、適
切な保護、保存を行うとともに、文化財の積極的
な活用を図っていくことが大きな課題となってい
ます。
平成 （ ）年度には、指定文化財の適正な保

護とその活用を図るため、所有者または管理者（管
理団体）が行う文化財保護事業に対して支援しま
した。

斎宮跡の歴史ロマン再生
斎宮跡は、指定面積が を有する全国屈指

の史跡であり、史跡解明のための調査が昭和
（ ）年以来継続的に実施されています。
平成８（ ）年度には、史跡整備の促進、史跡

の有効活用を図るため、史跡斎宮跡整備基本構想
を公表し、この構想による整備地区全体が歴史ロ
マンを実感できる基本計画を策定しました。
平成９ （ ）年度には斎宮跡歴史ロ

マン再生事業として、近鉄斎宮駅北側において、
体験学習施設・１／ 史跡全体模型を中心とする
本格的な史跡整備を実施して一般公開し、多くの
来訪者が訪れました。
平成 （ ）年度は、今後の史跡整備のあり方
を検討しました。

１ ２登録有形文化財の保護・活用

三重県には、旧飯南郡図書館をはじめとする公
共建築や紡績工場等の建造物など、約 件の近
代遺産が確認されています。これらの近代化遺産
の保護活用については、文化財登録制度の導入に
伴い、各都道府県での対応が求められています。
平成 （ ）年度は、皇學館大学記念館（旧神
宮皇學館大学本館）・旧明村役場庁舎の２件が国
の登録有形文化財（建造物）に登録されました。

文化財等の保護・活用

１ ３埋蔵文化財の調査・保存

三重県内には、約 件の埋蔵文化財の所在
が確認されており、各種開発事業に際しては、原
則としてそれらを現状保存することとしています。
しかし、埋蔵文化財の保護と開発との調和を図
るうえから、やむを得ず事前に発掘調査を実施し
て、結果を記録として後世に残すことも行ってい
ます。
平成 （ ）年度に、三重県埋蔵文化財セン

ターが各種開発に伴い実施した発掘調査は 遺跡、
斎宮歴史博物館が斎宮跡の解明のため実施した発
掘調査は２地区でした。

表３ ３ １ 三重県内の埋蔵文化財数
（平成 年 月 日現在）

１ ４史跡等指定地域の公有地化の推進

三重県内における史跡、名勝は国指定 件、県
指定 件です。史跡斎宮跡等では史跡の有効活用
を図るため、公有化が進められています。
平成 （ ）年度は、史跡の公有化の推進と保

存活用を図るため、国指定史跡等の土地買上、整
備事業等に対して支援しました。

１ ５歴史的・文化的な遺産

わが国の中央部に位置し、東西日本の結節点と
して古くから開けてきた三重県には、数多くの歴
史的・文化的な遺産があります。
それらの多くは、有形文化財、無形文化財、民
俗文化財、史跡・名勝・天然記念物に指定され保
護されています。

第３章 やすらぎとうるおいのある快適な環境の創造第３章 やすらぎとうるおいのある快適な環境の創造

遺 物 散 布 地

古 墳

社 寺 跡

城 館 跡

生 産 遺 跡 等

そ の 他

合 計

遺 物 散 布 地

古 墳

社 寺 跡

城 館 跡

生 産 遺 跡 等

そ の 他

合 計
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表３ ３ ２ 三重県内の国・県指定等文化財数
（平成 年３月末現在）

２ 歴史的・文化的景観の保全・活用

（ ）歴史的・文化的資産を活かした風情あるまちづ

くりの推進

県内の歴史的・文化的資産の保全・活用に貢献
できる人材を育成するとともに、歴史的・文化的
資産の所在等の調査を行い、これらの資産を活用
した地域づくり活動を支援しました。
歴史的・文化的資産保全活用推進員の養成
地域の歴史的・文化的資産の再発見・保全・
活用支援などができる推進員を県内各地で養成

歴史的・文化的景観の保全・活用

しました。
歴史的・文化的資産データブックの作成
推進員等地域の住民との協働により、県内に
点在する歴史的・文化的資産のデータブックを
作成しました。
歴史的・文化的資産を活かしたまちづくりの
推進
歴史的・文化的資産を保全・活用する取組を
推進するため、地域住民に、これらの資産の存
在や価値を知ってもらう機会づくりに取り組み
ました。
歴史街道 の作成
伊勢街道（斎宮 伊勢神宮）の歴史街道
を作成し 公開しました。

（ ）熊野参詣道（伊勢路）の保全

平成 （ ）年７月に、熊野参詣道伊勢路を含
む 紀伊山地の霊場と参詣道（さんけいみち）
がユネスコの世界遺産に登録されました。
吉野・大峯、熊野三山、高野山の三霊場とこれ
らを結ぶ大峯奥駈道、熊野参詣道、高野山町石道
の参詣道が対象で、三重、奈良、和歌山の三県に
またがっています。
登録にあたっては、これらの遺産が、日本の信
仰や文化に多大な影響を与え、また良好な形で継
承されていることが評価されました。
三重県は、熊野古道として親しまれている熊野
参詣道伊勢路、全長 のうち、峠道を中心と
した約 が往時の状況を示すものとして国史
跡に指定されています。

種 別 国 県 計
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文
化
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）

重

要

文

化

財

建造物

絵画

彫刻

工芸品
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歴史資料

小 計

文
化
財

無

形

工芸技術
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小 計

文
化
財

民

俗
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小 計
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物

特別史跡

特別天然記念物
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史跡
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天然記念物
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小 計

伝統的記念物群保存地区（選定） １

文化財の保存技術

記録作成等の措置を講ずべき無形の民俗文化財（選択）

重要文化的景観（選定）

登録文化財

合 計

総 計
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小 計

文
化
財

民

俗

無形民俗文化財
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物

特別史跡

特別天然記念物

特別名勝及び天然記念物

史跡

史跡及び名勝

史跡及び天然記念物

名勝

名勝及び史跡

名勝及び天然記念物

天然記念物（地域を定めず）

天然記念物

天然記念物及び名勝

小 計

伝統的記念物群保存地区（選定）

文化財の保存技術

記録作成等の措置を講ずべき無形の民俗文化財（選択）

重要文化的景観（選定）

登録文化財

合 計

総 計



第４章第４章 自主・協働による環境保全活動の促進

環境経営の推進第１節

１ 県における環境経営の推進

１ １三重県庁の率先実行取組

三重県では、県民や企業の皆様から信頼できる
パートナーとして認めていただけるよう、県自ら
がまず環境負荷の低減に率先して取り組んでいま
す。
県庁の率先実行の取組や、県民・企業等との協
働・連携による環境負荷低減に向けた取組が評価
され、平成 （ ）年４月の 第 回地球環境大
賞（優秀環境自治体賞）（フジサンケイグループ
及び日本工業新聞主催）に続き、平成 （ ）年
４月には 第２回自治体環境グランプリ（エコラ
イフスタイル推進部門賞）（主催：（財）社会経
済生産性本部）を受賞しました。

（ ）多様な県機関への の導入

平成 （ ）年２月に、三重県庁の本庁舎とその
周辺機関で の認証を取得し、オフィ
ス活動を始め、イベントや公共工事、環境基本計
画を含む全ての事務・事業活動での環境負荷低減
の取組を進めています。
平成 （ ）年３月には、認証範囲を全ての地域
機関に、また、平成 （ ）年２月に一部の試験
研究機関に拡大しました。さらに、医療機関や県
立大学及び県立高校２校が認証取得し、

に基づく環境保全活動を進めています。

（ ）継続的改善を目指した三重県庁 の

取組

平成 （ ）年度から平成 （ ）年度までは、
オフィス活動における省資源・省エネルギーにつ
ながる取組を中心とし、電気・水・用紙類・廃棄
物等の削減に大きな成果をあげることができまし
た。
平成 （ ）年度から平成 （ ）年度までは、
地球温暖化防止など、地球規模の環境保全や改善
を積極的に進める方針を新たに打ち出し、環境に
有益な事業を環境目的・目標に設定して推進して
きました。
平成 （ ）年度の２回目の更新時には、環境に
対する有益な事務事業をすべての所属に展開し、
業務特性及び地域特性に応じた独自の目標を設定
して、取組を推進することとしました。また、環

県における環境経営の推進

境マネジメントそのもののシステム改善を行うと
ともに、各所属独自のマネジメントを重視する分
散管理型へと移行を図りました。
平成 （ ）年度における全庁の取組結果は、基
準年度である平成 （ ）年度と比較して、コ
ピー用紙使用量は トン削減できましたが、庁内
オフィスごみ排出量は トン増加、温室効果ガス
の排出量は 換算で トン増加となりました。

に取り組みはじめた平成 （ ）年度
から、ホームページ等により、その活動結果を公
表してきましたが、平成 （ ）年度からは、他
の都道府県にさきがけて、県が事業体として取り
組んできた環境活動の結果を環境報告書という形
で毎年度公表しています。平成 （ ）年度には、
財団法人地球・人間環境フォーラム及び環境省主
催の第 回環境コミュニケーション大賞で 環境
報告書部門環境報告優秀賞（地球・人間環境
フォーラム理事長賞） を受賞しました。

１ ２環境調整システムの推進

三重県では、自ら実施する開発事業について、
その計画を立案する段階から、環境保全に対する
配慮を審議・調整する環境調整システムを運用し、
県開発事業における環境配慮の徹底を図っていま
す。平成 （ ）年度には８件の開発事業につい
て審議・調整を行いました。
対象とする開発事業の種類は次のとおりです。
道路の整備
河川・ダム等の整備
海岸の整備
公有水面の整備
港湾の整備
森林の整備
公園の整備
下水道の整備
水道の整備
農業農村の整備
発電所の整備
建物の建設
用地の整備
その他
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項 目 内 容

融資限度額
１企業・組合 万円
※土壌汚染調査の場合 万円
※ 認証取得関連資金の場合 万円

融 資 利 率

固定・年率 ％（保証を付さない場合 ％）
※吹付けアスベスト等の飛散の未然防止措置の場合、
及び自動車 ・ 法の対策地域内に登録のあ
る排出基準非適合車を排出基準に適合する新車に買
い替える場合、天然ガス自動車へ改造する場合及び

・ 低減装置を装着する場合
固定・年率 ％（保証を付さない場合 ％）

保 証 料 年率 ％

融 資 期 間
設備資金 ７年以内（据置期間１年以内を含む）
※車両を含む場合 ５年以内
運転資金 ５年以内

返 済 方 法 元金均等月賦返済

融 資 対 象

公害防止施設の設置
工場又は事業場の公害防止のためにする移転
土壌汚染の除去等
土壌汚染対策法（平成 年法第 号。以下 法 と
いう。）第２条第２項に規定する土壌汚染調査の
うち、法第３条第１項に基づく土壌汚染調査
法第２条第２項に規定する土壌汚染調査のうち、
法第４条に基づく土壌汚染調査
法第７条第１項及び第２項に規定する汚染の除
去等の措置
法第８条第１項の規定による請求に係る汚染の
除去等の措置に要した費用負担
吹付けアスベスト等の飛散の未然防止措置
環境対策車の導入
低公害車の購入
使用過程のディーゼル車の天然ガス自動車への
改造

・ 低減装置の装着
自動車 法排出基準適合車への買い替え

地球温暖化防止対策施設の整備等
リサイクル関連施設の整備等

シリーズの認証取得

項 目 内 容

融資限度額

融 資 利 率

保 証 料

融 資 期 間

返 済 方 法

融 資 対 象

１ ３組織的な取組を進める三重県庁の
グリーン購入

平成 （ ）年 月１日に みえ・グリーン購入
基本方針 を新たに策定し、平成 （ ）年度に
日常的に購入する全ての消耗品（単価契約物品）
を環境配慮型商品にしました。平成 （ ）年度
からは、物品だけでなく、役務や公共工事部門に
ついても数値目標を定めてグリーン購入に取り組
んでいます。
公用車については、三重県低公害車等技術指針
を平成 （ ）年３月に改正し、より一層の低公
害車の導入を進めています。
また、平成 （ ）年４月に基本方針の一部改

正を行い、事業者の選定にあたっては、
をはじめ、みえ・環境マネジメントシス

テム・スタンダード（ ：ミームス）等
の導入により適切な環境管理を行っていることな
ども考慮し、事業者に対して環境保全活動への積
極的な取組を働きかけています。
さらに、平成 （ ）年 月には、基本方針の
前文に ごみゼロ社会の実現 や 地球温暖化の
防止 の視点を追加し、三重県庁 の
環境方針と整合を図りました。
県庁の各機関を結んだ情報ネットワークとリサイ
クルセンターを利用したリサイクルシステムを構
築し、各部署で不要になった物品の情報交換と有
効利用を行っています。
なお、平成 （ ）年５月には、グリーン購入ネッ
トワークから 第３回グリーン購入大賞 をいた
だきました。

２ 市町における環境経営の促進

２ １生活創造圏づくり推進事業の実施

生活創造圏づくりは、市町の広域連携や住民参
画の推進などを踏まえ、県も参画しながら個性あ
る豊かで住みよい生活圏域を創り出していこうと
するものです。
生活創造圏づくり推進事業 において、この

生活創造圏づくりの推進に資する市町等の事業を
支援することとしており、平成 （ ）年度にお
いても環境保全のための事業に対し支援を行いま
した。

市町における環境経営の促進

２ ２市町等における ネット
ワーク化の促進

市町が率先して環境保全に取り組むことは、地域
での環境保全活動の推進に大きな効果があること
から、 の認証取得や、その効果的な
運用について支援してきました。
平成 （ ）年度は、市町相互の情報交換や、市
町と県とのネットワーク化を進めることにより、
環境保全取組の一層の向上を図るため、三重県自
治体 ネットワーク会議を４回開催し
ました。

３ 事業者の環境経営の促進

３ １環境保全施設整備に対する支援

（ ）三重県環境保全資金融資制度

県内中小企業の公害防止、環境保全等の環境問
題に対する取組に対し、必要となる資金の融資を
実施しました。
平成 （ ）年度には、融資件数が 件、融

資額が 千円でした。

表４ １ １ 三重県環境保全資金融資制度

（平成 年４月現在）

事業者の環境経営の促進



３ ２環境関連産業の振興

産学連携でセミナー等を実施し、企業が新たな
事業活動のヒントを得る機会を提供する みえ新
産業創造・交流会 において、環境分野における
産学交流、企業間交流事業を実施するとともに新
規事業の創出に係る各種支援制度の普及・啓発を
図りました。

３ ３日本環境経営大賞による環境経営の普及

環境経営の発展と環境文化の創造を図るため、学
界や経済界等との協働により、全国の事業所等を
対象に優れた環境経営の取組を顕彰する 日本環
境経営大賞 を実施しています。
（第１回目（平成 （ ）年度）

応募件数： 受賞者数： ）
（第２回目（平成 （ ）年度）

応募件数： 受賞者数： ）
（第３回目（平成 （ ）年度）

応募件数： 受賞者数： ）
（第４回目（平成 （ ）年度）

応募件数： 受賞者数： ）
（第５回目（平成 （ ）年度）

応募件数： 受賞者数： ）
この表彰を通じて、環境と経済を同軸に捉えた 環
境経営 を普及するとともに、環境に関する人材・
技術のネットワークを構築し、企業経営者等を対
象にした全国の優れた環境取組を学ぶ 環境経営
サロン を開催するなど、県内企業等の環境経営
の向上を促進します。（平成 （ ）年３月末
現在 開催回数：９回 参加者数： 名 参加
企業： 社）

３ ４鈴鹿山麓リサーチパークの整備
鈴鹿山麓リサーチパークは、鈴鹿山麓研究学園
都市の中心地区として、環境保全技術、バイオテ
クノロジー、新素材等に関する研究開発技能の集
積を図るため、展示施設、研修施設、会議施設等
を整備しています。
これまでに

国際環境技術移転研究センター
三重ソフトウェアセンター

三重県鈴鹿山麓研究学園都市センター
テクノフロンティア四日市
三重県科学技術振興センター保健環境研究部
タカラバイオ ドラゴンジェノミクスセンター

が立地しています。

３ ５環境に優しい生産技術の確立

県内の養殖漁場においては、漁業者自身による
漁場環境の把握・維持により、良好な漁場環境が
保全され、持続的に養殖業が営めるよう、持続的
養殖生産確保法に基づき、漁場改善計画が策定さ
れています。

３ ６小規模事業所向け
（環境マネジメントシステム）の導入

平成 （ ）年９月に、幅広く県内事業者の
環境経営の取組を促進するため、 具体的で取り
組みやすく、かつ、費用負担の少ない ミームス
（ ）と呼ばれる環境マネジメントシス
テム規格および審査制度を設立し、制度普及のた
めの説明会・相談会、審査体制を充実するための
審査員研修会を開催しています。平成 （ ）
年３月までに 事業者において環境マネジメン
トシステムの構築が進みました。
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１ 環境教育・環境学習の拠点施設の活用

１ １三重県環境学習情報センターの充実

県民に開かれた環境教育・学習・情報受発信の
拠点として研修機能、情報提供、展示啓発機能等
を整備し、子どもから大人まで幅広く利用できる
拠点施設として活用・充実に努めています。

図４ ２ １ 三重県環境学習情報センターでの環境教育に関
する主な業務内容

１ ２地域にある環境資源を活かした環境教育
施設の整備

（ ）宮川流域エコミュージアム事業の推進

宮川流域エコミュージアム事業は、宮川流域ル
ネッサンスがめざす 人と自然の共生 のシンボ
ルプロジェクトです。
この事業では、流域案内人の人たちが、宮川流
域がもつ様々な魅力（自然、歴史、文化、産業、
暮らし等）を、地域の人や訪れた人に紹介してい
ます。
宮川流域ルネッサンス協議会及び宮川流域交流
館では、流域案内人が企画するイベントや宮川流
域の情報を提供しています。

環境教育・環境学習の拠点施設の活用

（ ）ビジターセンターの整備

ビジターセンター（博物展示施設）では、自然
公園の地形、地質、動物、植物、歴史等を公園利
用者が容易に理解できるよう解説又は実物標本、
模型、写真、映像、図表などを用いた展示を行っ
ています。

表４ ２ ２ ビジターセンター一覧表

２ 環境教育・環境学習の充実

２ １学校 社会における環境教育 学習の推進

（ ）環境教育・学習の推進

三重県では、三重県環境保全活動・環境教育基
本方針に基づき、三重県環境学習情報センターを
環境学習基幹施設として、環境教育・学習を推進
するとともに、学校教育・社会教育の場において
も、環境教育・学習を推進し、環境月間行事・緑
化運動などを通じて、環境保全思想の普及啓発に
努めています。

表４ ２ ３ 環境教育・学習の状況（平成 年度）

環境教育・環境学習の充実

業務の柱

持続可能な社会の構築のため、実践的な行動を促す環境
教育・環境学習
環境保全活動のパートナーシップの推進
人と情報のグローバルなネットワークの構築

主な業務

展示コーナーやライブラリーコーナーの整備、活用
参加、体験型の環境講座、体験教室、交流事業等の実施
地域の活動リーダーや環境学習指導者等の養成
環境教育のためのプログラム開発、調査研究
ホームページ 三重の環境と森林 を活用した環境教育
に係る情報の発信
県民、ボランティア団体、企業とのネットワーク化

持続可能な社会の構築のため、実践的な行動を促す環境
教育・環境学習
環境保全活動のパートナーシップの推進
人と情報のグローバルなネットワークの構築

展示コーナーやライブラリーコーナーの整備、活用
参加、体験型の環境講座、体験教室、交流事業等の実施
地域の活動リーダーや環境学習指導者等の養成
環境教育のためのプログラム開発、調査研究
ホームページ 三重の環境と森林 を活用した環境教育
に係る情報の発信
県民、ボランティア団体、企業とのネットワーク化

自然公園名 施 設 名 所 在 地

伊 勢 志 摩
国 立 公 園

鳥 羽 ビ ジ タ ー セ ン タ ー 鳥羽市

登 茂 山 ビ ジ タ ー セ ン タ ー 志摩市

横 山 ビ ジ タ ー セ ン タ ー 志摩市

鈴鹿国定公園 藤 原 岳 自 然 科 学 館 いなべ市

自然公園名 施 設 名 所 在 地

伊 勢 志 摩
国 立 公 園

鈴鹿国定公園

区 分 内 容

参 加 型 環 境 学 習
講 座 の 開 催

環境学習情報センター講座及び出前講座
大気・水質チェック教室 、 ごみ・リ

サイクル講座 や夏休みの こども環境
講座 など 講座を開講しました。

環境教育資材の貸出
環境啓発用パネルや、環境学習用キット
の貸出しをしました。

環 境 学 習
指 導 者 の 養 成

環境学習指導者養成講座として プロ
ジェクトワイルド（米国の環境教育指導
法）エデュケーター養成講座 、インター
プリター養成講座 、 みえ環境学習セミ
ナー などを開講しました。
また、専門講座として 地球温暖化防止
講座 、 資源循環講座 、指導者養成講
座の修了者を対象とした 環境学習指導
者養成実践講座 を開講しました。

そ の 他

市町等が実施する環境フェア等への啓発
パネル等の貸出や出展参加を行いました。
県内小中高等学校等の社会見学受入れや
環境体験学習を 団体に実施しました。
県内小中高等学校等の授業や公民館、企
業、市民団体の学習会などへの出前講座
を 回実施しました。

区 分 内 容

参 加 型 環 境 学 習
講 座 の 開 催

環境教育資材の貸出

環 境 学 習
指 導 者 の 養 成

そ の 他

表４ ２ １ 宮川流域エコミュージアム関連施設一覧

施 設 名 アドレス 所在地

宮川流域ルネッサンス協議会 伊勢市

宮川流域交流館 たいき 大紀町

宮川流域交流館 わたらい 未設置 度会町

施 設 名 アドレス 所在地

環境教育・環境学習の推進第２節



（ ）こどもエコクラブ活動支援

こどもエコクラブ活動は、次世代を担う子ども
たちの将来にわたる環境保全への高い意識を醸成
し、環境への負荷の少ない持続可能な社会を構築
するため、平成７（ ）年６月から環境省によ
り始められました。県内でも環境の保全に関する
取組を行う意志を有する幼児から高校生が、それ
ぞれの地域でこどもエコクラブを結成し、環境に
対する理解を深めるための学習・研究活動や美化
活動、リサイクル活動などの実践運動に自主的に
取り組んでいます。
こうしたこどもエコクラブ活動を定着させると
ともにその活用をさらに推進するため、各クラブ
のメンバー・サポーターを対象とした交流会や活
動を支える市町担当職員を対象とした研修会を開
催するなど、こどもエコクラブ活動を支援してい
ます。
平成 （ ）年度の会員数は、 クラブ
人となりました。

表４ ２ ４ 交流会、研修会の実施状況

（ ）身近な環境問題への取組の推進

県内の幼・小・中・高等学校及び特別支援学校
では、身近な地域の環境問題の学習や豊かな自然
環境のなかでの様々な体験活動を通して、自然の
大切さを学ぶとともに、家庭・地域社会や民間団
体との連携を深め、環境保全に関するボランティ
ア活動などを進めています。

ア 学校環境デー の取組
学校環境デー （６月５日）を中心とした

時期に、各学校が創意工夫した活動を行うこと
を通して環境教育に取り組む気運をさらに高め、
よりよい環境づくりや環境に配慮した望ましい
行動がとれる児童生徒の育成を図っています。

イ 県立学校における環境マネジメントの取組
平成 （ ）年度から県立学校の２校におい

て、 認証の維持を図っており、先
進的な環境教育及び環境保全活動を実施してい
ます。
また、その取組等を踏まえ、平成 （ ）年
４月から、他の全ての県立学校で簡易な 県立
学校環境マネジメント を実施し、環境教育及
び環境保全活動の充実を図っています。

２ ２環境教育に係る情報ネットワークづくり

環境教育を効果的かつ円滑に推進していくため、
人材データベースとして、地球環境を伝える人
をインターネットで提供し、環境教育に関する情
報の周知を図っています。
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区 分 期 日 内 容

こどもエコクラブ
市町担当者研修会

平成 年
４月 日

市町コーディネーター
研修 参加者 人

ちびっこ
エコ王国大会

平成 年
７月 日

環境体験コーナー・リサイク
ル工作など 参加者 人
（子ども科学体験教室 と
同時開催）

子どもエコクラブ
県内交流会 明和

平成 年
月 日

環境体験学習（明和町で開催）
参加者 人

区 分 期 日 内 容

こどもエコクラブ
市町担当者研修会

ちびっこ
エコ王国大会

子どもエコクラブ
県内交流会 明和



１ 地域における自主的な環境保全活動の促進

１ １県民運動の促進

（ ）地域で活躍する環境 等への支援

平成 （ ）年２月に 三重の 世紀環境創造
活動支援基金 を設立し、その運用を三重環境県
民会議に委ねて、地域で活動する環境 等の
活動を支援してきました。また、地域の環境保全
活動の中心的な役割を担う 地域環境情報連絡局
が、環境 等との交流・連携を通じて環境保
全活動を進めています。

（ ）豊かな森林と水を考える県民運動

平成 （ ）年度から、市民団体、 と協
働して、参加者が里山保全活動や自然観察などを
通して、楽しみながら自然環境を学習するととも
に清掃活動などを行う 身近な自然を体験する県
民デー を展開しています。（平成 （ ）年度
： 会場で実施 参加者数 名）

１ ２河川の維持・美化を行う団体の活動支援

県管理河川の総延長は 、海岸延長は
におよび、河川海岸環境美化について河

川海岸管理者だけの対応には限界があります。適
正な河川海岸管理を行っていくためには、県民参
加によるボランティア活動は望ましい形態であり、
ボランティア活動団体の育成、支援に努める必要
があります。
平成 （ ）年度には、県管理 河川において、

ボランティア活動団体及び市町を対象に花木の苗、
球根、肥料等を提供しました。また、河川環境美
化ボランティア活動を行う 団体に対し支援を
行いました。

１ ３道路、河川等の清掃

快適で安全な道路環境の確保及び河川・海岸等
の美化を図るため、道路敷の除草、ゴミ、空き缶
等の清掃及び河川敷の除草や海岸等の流木処理、
清掃を行いました。
また、道路、河川、海岸等の美化活動の推進を
図るため、ボランティア団体等に作業用物品の提
供等の支援を行っており、平成 （ ）年度の実

地域における自主的な環境保全活動の促進

績は、道路関係で 団体、河川関係で 団体、
海岸等の関係で 団体となっています。
平成 （ ）年度からは、地域住民に道路の一
定区間の除草、ゴミ拾い等の世話をお願いする ふ
れあいの道事業 を実施しており、 団体（平成
（ ）年度実績）の団体が活動を行いました。

１ ４森林ボランティアの育成

県民が自主的に参画する県民参加の森林づくり
を進めるため、平成 年度には、緑を育てる活動
を通じて森林に親しみ、森林整備活動に参加した
いと考える人たちのリーダーとなる方を対象に安
全な伐倒作業や道具のメンテナンス技術の取得を
目的とした、森林ボランティア育成研修会を開催
しました。

表４ ３ １ 平成 年度 研修開催状況

１ ５ こどもかんきょう体感フェア
の開催

、関係団体、企業及び行政などが協働・
連携し、太陽光発電など新しい環境技術とのふれ
あいや市民レベルでの環境保全活動への参加・体
験の場を設け、将来を担うこどもたちに対して、
環境への関心を持つ機会を提供するため こども
かんきょう体感フェア を開催しました。
日程：７月 日・ 日
会場：鈴鹿山麓リサーチパーク内（四日市市桜町）
来場者数： 人（２日間）

２ 各主体の連携による環境保全活動の促進

２ １広範な県民参加で進める環境県民運動の
展開

（ ）広範な県民運動を進めるためのしくみ みえ環

境県民運動協議会

全県的に環境保全活動を展開している市民団体、
、企業等多様な主体と協働し、平成 （ ）

年８月 日に みえ環境県民運動協議会 を設立
しました。
協議会では、それぞれの役割に応じて機能分担

各主体の連携による環境保全活動の促進

期 日 場所 参加人数 内 容

年３月
日

津市
白山

人
安全な伐倒作業
道具のメンテナンス

期 日 場所 参加人数 内 容

年３月
日

地域における環境保全活動の促進第３節



しながら相乗効果を発揮させ、新しい時代の公
の担い手として広範な環境問題に対応するなど地
域環境力を高めることを目的としています。
また、環境保全活動をより確実に、継続的に、
自主的に実践するための横断的な連携を図る場と
して、また、地域の活動を活性化させる人づくり・
組織づくりの場としての機能を担います。

（ ）地球温暖化防止をめざす県民運動

家庭において 排出量の削減を促進するた
めには、県民一人ひとりが自らのライフスタイル
を環境にやさしい形に変革していく必要があり、
平成 （ ）年度から一般家庭における電気使
用量の節減量に応じて参加グループに活動支援金
を交付する みえのエコポイント事業 を展開し
ています。
平成 （ ）年度は、電気の使用量節減に取
り組む みえのエコポイント を実施し、民
間事業者の協力を得て個人でもグループでも参加
できる仕組みとしました。（エコポイント取組数
：個人 のべ 世帯 グループ 世帯）

２ ２エコオフィス運動の展開

平成 （ ）年度から関西広域連携協議会の加盟
団体とともに、夏季の一定期間において冷房温度
を に設定し、ノーネクタイ、ノー上着などの
軽装で過ごそうという 夏のエコスタイル に取
り組んできました。
県庁内では、日常的な勤務はもちろん会議や出張
の場面でも夏期の軽装が徹底され、一つのライフ
スタイルとして定着してきています。
平成 （ ）年度は、エコスタイルを含む地球温
暖化防止活動に資するための通年型の運動である
エコオフィス運動 を行いました。
なお、平成 （ ）年度から国も クールビズ
として同様の取組を提唱しています。
また、冬期には庁舎の暖房温度を に設定し、

重ね着の服装などで対応する ウォームビズ に
取り組みました。

２ ３年間を通して行う自主的な庁舎周辺の
美化行動

勤務する職場や周辺を美しくすることは、快適な
生活環境づくりを行う第一歩と考え、県職員自ら
が各職場で年間を通して自主的に庁舎周辺の美化
行動を行っています。
平成 （ ）年度は、 人の県職員がこのボ
ランティア活動に参加しました。

２ ４連携による環境教育実践活動の促進

持続可能な社会づくりに向けて、多様な主体が環
境教育を自主的に進め、具体的な行動を起こし、
地域に根ざした環境保全活動の輪が拡がることを
目的として、平成 （ ）年６月に 三重県環境
保全活動・環境教育基本方針 を新たに策定しま
した。
この基本方針を具現化する取組として、 地域を
モデル地域に指定し、多様な主体の参画により、
地域固有の素材を活かした環境教育実践プログラ
ムづくりを行うとともに、子ども向け環境教育プ
ログラムであるキッズ プログラムに
ついて、県内企業３社からの協力を得て、５校約
名の小学生が取り組みました。

第４章 自主・協働による環境保全活動の促進第４章 自主・協働による環境保全活動の促進
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１ 国際的な環境協力・貢献の推進

１ １ 国際環境技術移転研究センターによる
環境保全活動

環境問題のなかで、とりわけ大気、水質等の環
境汚染問題が顕著化している開発途上国等の諸外
国に対して四日市地域を中心として中部圏に蓄積
された環境保全に資する産業技術を移転するため、
中部圏を中心とする産業界、学界等の全面的な支
援を得て、 国際環境技術移転研究センター
（ ）を設立し、地球環境保全に資する産業
技術の移転を進めています。
平成 （ ）年度においても、国、地方公共団

体、産業界、学界等の広範な支援・協力を得て、
産業公害防止に関する研修・技術指導、研究開発、
調査・情報提供等を行いました。また、これらの
事業の有機的連携によって、諸外国の特性に応じ
た円滑な技術移転の推進を図りました。

１ ２ 国際環境技術移転研究センターの
機能強化

国際環境技術移転研究センター（以下
）は企業や県民からの発展途上国に関する

環境情報提供の強い需要に応えるため、その蓄積
している情報の発信に努めています。そのため、
既存情報ばかりでなく新たな情報収集を毎年行い、
収集したデータを整理・データベース化し、ホー
ムページを開設して情報発信しています。平成
（ ）年度も引き続きゼロエミッションをはじめ
とする環境情報の収集と、環境情報ネットワーク
システムの充実を図りました。
また、平成 （ ）年３月に認証取得した

に基づき、エコオフィスにおける省資源・
省エネルギー・リサイクルばかりでなく、事業関
係者による事業評価も取り入れた 質の向上 を
実施しています。この認証取得を通して
は国内受入研修員にも実行を促す等、関係者への
環境意識の向上を目指した活動を展開しています。
さらに平成 （ ）年 月に、気候変動枠組条

約の実施をサポートする機関で、欧州を中心とし
た地球環境問題を目的とした組織である
（気候技術にかかる自発的活動）の事務局となり、
世界的な地球環境問題解決に貢献できるよう活動

国際的な環境協力・貢献の推進

を展開しています。

１ ３科学技術振興センター保健環境研究部に
おける調査研究等

地球規模の環境問題の解決に向け、科学技術振
興センター保健環境研究部では から発展
途上国研修員の研修受入を行っています。

２ 国際環境協力の推進

２ １姉妹友好提携先に対する環境協力の推進

中国河南省への環境保全支援として、平成８
（ ） ９（ ）及び （ ）、 （ ）
（ ）年度には河南省へ三重県担当者を講師とし
て派遣し、現地研修を行いました。
平成５（ ） ７（ ）及び （ ） （
）年度には において河南省職員の受入研
修を実施しました。
また、平成 （ ）年度からの３カ年事業とし
て、 草の根技術協力事業・地域提案型の採
択を受け、河南省において官民の協働・連携に力
点を置いた環境教育分野の支援事業を実施してお
り、 年度も河南省からの受入研修、三重県から
の派遣現地研修を実施しました。

２ ２その他の国際協力

アジア自治体の環境改善を支援するため、アジ
アの開発途上国の自治体を対象に、環境改善計画
策定、人材育成、専門家派遣、適地技術の移転等
を有機的に組み合わせ、総合的にモデル事業を実
施し、その結果をアジアの他の自治体へ波及させ
ることとしています。
平成 （ ）年度は、モンゴルにおいて事業を

実施しました。

国際環境協力の推進
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第５章第５章 共 通 施 策

環境保全の総合的取組の推進第１節
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１ 基盤的施策の推進

１ １総合的・重点的施策の推進

（ ）流域圏づくりの推進

最近、安全でおいしい水や親水空間へのニーズ
の高まりが見られ、全国各地で河川の環境保全や
上下流の交流・連携に取り組む事例が盛んになっ
ています。また、河川法で河川環境の保全と整備
が目的として明示されるなど、行政の側にもこう
した動きに対応した変化が見られるようになって
います。
三重県内には、七つの一級河川をはじめとする
河川があり、それぞれ産業や生活に役立つ利用が
なされるとともに、様々な問題を抱えています。
そのため、河川を軸とした面的な地域を 流域圏
として捉え、山から海に至るまでを一体的にみた
施策の推進を図ることが求められています。
平成９（ ）年度から流域圏づくりのモデル事

業として、宮川流域ルネッサンス事業に取り組ん
でおり、有識者によるルネッサンス委員会での議
論や流域住民との地域懇談会を経て、平成
（ ）年２月に事業推進の理念を示す宮川流域ル
ネッサンス・ビジョンを策定し、同年 月には、
年を目標年度とした基本計画を策定しました。
平成 （ ）年度には、協働の組織である宮川

流域ルネッサンス協議会が結成され、流域での活
動が活発化し、平成 （ ）年４月からは、第３
次実施計画 想いをかたちに を策定して、地域
主導の取組を進めています。
また、宮川流域以外の流域についても流域圏づ
くりの波及を進めていきたいと考えています。

（ ）日本まんなか共和国（福井・岐阜・三重・滋賀）

連携の実施

日本のまんなかに位置する４県が、交流・連携
により環境重視の地域づくりをめざし、次の取組
みを進めました。
（主なもの）
子ども環境会議の開催 身の回りの環境を考え、
そして、行動する （岐阜県）
４県の試験研究機関による共同研究（平成
（ ）年度 テーマ 大気中有害化学物質
に関する共同研究 ）成果報告、（平成 （

）年度 テーマ 大気中粒子状物質の総合

基盤的施策の推進

的研究 ）成果報告
産業廃棄物不法投棄対策として県境路上検査の共
同実施、廃棄物担当監視取締連絡調整会議の開催
産業廃棄物不適正処理対策の強化についての検討
富山県、長野県、石川県、愛知県を含めた 県で
環境林づくりへの取組や、間伐材の利用促進など
間伐対策についての意見交換

（ ）伊勢湾の再生

伊勢湾は私たちと深い関わりを持ち、かけがえ
のない資源・資産であり、県では、平成 （ ）
年度に 伊勢湾再生ビジョン策定調査報告書 を
策定し、伊勢湾再生に向けた取組を推進してきま
した。しかしながら、近年、水環境の悪化、自然
海岸の減少、海生生物の生息の場の減少など、伊
勢湾の環境の悪化が懸念されており、いかに健全
な姿を次世代に継承していくかが課題となってい
ます。
このような中、平成 （ ）年度には、次の取
組を進めました。
（主なもの）
国と関係自治体等で組織する 伊勢湾再生推進会
議 において、向こう 年間を対象期間とする 伊
勢湾再生行動計画 を策定
伊勢湾再生に向けて横断的に取り組むため、庁内
関係部局で構成する 伊勢湾再生連絡調整会議
を開催
専門的知見の蓄積を図るため 伊勢湾学セミナー
設置運営懇談会 を開催
県民の皆さんをはじめとする多様な主体に対し、
啓発と情報の共有化を図るため、 伊勢湾ニュー
ズレター を発行
また、伊勢湾総合対策協議会（岐阜県、愛知県、
三重県及び名古屋市）において、環境問題について
の研究や情報交換などを行いました。

１ ２公害防止計画

（ ）公害防止計画の推進

公害防止計画は、環境基本法第 条（平成５
（ ）年 月までは公害対策基本法第 条）の
規定に基づき、公害の防止に係る各種の施策を総
合的に講じて公害の防止を図ることを目的とし、
環境大臣が示す計画策定の基本方針に基づいて関
係都府県知事が作成するものです。
本県においては、昭和 （ ）年 月に国の第
一次地域として、四日市市、（旧）楠町、朝日町、



川越町の１市３町を計画区域とする四日市地域公
害防止計画が承認されて以来、７期計 年にわた
り計画の策定を行ってきました。
平成 （ ）年度から （ ）年度までを期間
とする第８期計画からは、四日市市が対象区域と
なり、その概要は次のとおりです。
ア 計画地域
四日市市 １市

イ 計画の目標
大気汚染、水質汚濁、自動車交通公害等に係
る環境基準等の達成維持
ウ 計画の主要課題

都市地域における大気汚染対策
都市地域における光化学オキシダント等に
係る大気汚染の防止を図ります。
自動車交通公害対策
国道 号等の主要幹線道路沿道における二

酸化窒素及び浮遊粒子状物質等に係る大気汚
染、騒音の防止を図ります。
四日市地先海域の水質汚濁対策
伊勢湾の に係る水質汚濁・富栄養化

の防止を図ります。
エ 主要課題に係る主な施策

．都市地域における大気汚染対策
ベンゼン等（ベンゼン、トリクロロエチレ
ン、テトラクロロエチレン及びジクロロメタ
ン）対策として、 特定化学物質の環境への
排出量の把握等及び管理の改善の促進に関す
る法律 に基づく大気中への排出量、廃棄物
としての移動量の届出、化学物質管理指針に
基づく事業者による自主管理計画の策定を促
していくとともに、引き続き、大気環境測定
を実施していきます。
また、硫黄酸化物、窒素酸化物、光化学オ
キシダント及び浮遊粒子状物質対策として、
大気汚染防止法、県条例及び県上乗せ条例に
基づく規制基準等の遵守の徹底を図るため、
引き続き、監視指導を行います。
．自動車交通公害対策
国道 号等の主要幹線道路沿道における交

通公害対策として、自動車排気ガスに係る施
策の推進、低公害車の普及促進や 自動車
・ 法 の対策地域指定による車線規

制等の発生源対策を実施するとともに、遮音
壁の設置等による道路構造改善対策を実施し
ます。また、交通管制システムやバイパス、
立体交差等の整備による交通円滑化対策を実

施するとともに、引き続き、民家の防音工事
等の沿道環境整備対策や監視体制の整備に努
めます。
．四日市地先海域の水質汚濁対策
伊勢湾水質汚濁・富栄養化防止対策として、
化学的酸素要求量、窒素含有量及びりん含
有量に係る総量削減計画 に基づき規制基準
を強化するなど総量規制を引き続き実施する
とともに、窒素・燐の排水基準の遵守の徹底
を図ります。
また、生活排水対策として、下水道、合併
処理浄化槽、農業集落排水施設、コミュニ
ティ・プラント等の施設整備を進めるととも
に、ホームページ 三重の環境と森林 等を
活用して普及啓発を行います。

（ ）公害防止計画に係る事業実績

ア 汚染負荷量等の概要
公害防止計画協力工場に係る燃料使用量、硫
黄酸化物等の排出実績は表５ー１ー１のとおり
です。
また、化学的酸素要求量（ ）負荷量は

表５ー１ー２のとおりです。
イ 公害防止施設の整備拡充等

地方公共団体が実施した事業
平成 （ ）年度には公害対策事業として、

流域下水道整備事業、公共下水道整備事業、
公害保健対策事業等が実施され、約 億円が
投資されました。
また、公害関連事業として、公園緑地等整
備事業、交通対策事業、地盤沈下対策事業等
が実施され、約 億円が投資されました。
企業が実施した事業
平成 （ ）年度には公害防止計画協力
工場で実施された公害防止施設の整備等の事
業は投資総額で約 億円です。

表５ １ １ 燃料使用量・硫黄酸化物等の排出量の実績

年度
項目

第７期計画

燃 料 使 用 量（万 ／年）

平 均 硫 黄 含 有 率（％）

排
出
量

硫 黄 酸 化 物（ ／年）

窒 素 酸 化 物（ ／年）

ば い じ ん（ ／年）

協 力 工 場 数

年度
項目

第７期計画

燃 料 使 用 量（万 ／年）

平 均 硫 黄 含 有 率（％）

排
出
量

硫 黄 酸 化 物（ ／年）

窒 素 酸 化 物（ ／年）

ば い じ ん（ ／年）

協 力 工 場 数

（注） 燃料使用量は重油換算した値です。
平均硫黄含有率は重油以外の燃料も含んでおり、
加重平均した仕上がりの後の値です。



表５ １ ２ 化学的酸素要求量（ ）負荷量実績

１ ３環境保全協定締結の推進

三重県環境基本条例第５条では、事業者の責務
として 事業者は、市町長等と環境の保全に関す
る協定を締結するように努めなければならない
と規定しています。
環境保全協定は、従来の公害防止協定の範囲を
広げ、緑化の推進等の自然環境の保全に関する項
目を含むものであり、環境関係の諸法令等を補完
するものとして、地域の自然的、社会的条件や、
事業活動の実態に即応したきめ細かい指導が可能
であることから、市町等では環境汚染を防止する
ための有効な手段として広く活用されています。
従来の公害防止協定を含む環境保全協定の締結
件数は平成 （ ）年度末で 件となってい
ます。

２ 環境汚染等の未然防止

２ １環境影響評価制度

環境影響評価制度、いわゆる環境アセスメント
は、開発事業等が環境に及ぼす影響について、事
業者が事前に調査・予測及び評価を行って、その
結果を公表し、これに対する環境保全の見地から
の知事、関係市町長、住民等の意見を聴いたうえ
で、事業者自らが環境配慮を行い開発事業等を実
施することにより、自然環境・生活環境を保全し
ていくための制度です。
三重県では昭和 （ ）年に 環境影響評価の

実施に関する指導要綱 を制定して以来、この制
度により環境保全を進めてきましたが、平成９
（ ）年６月に環境影響評価法が制定されたこと
に伴い、三重県の環境影響評価制度についても、
制度の充実・強化を図るため、平成 （ ）年
月に 三重県環境影響評価条例 を制定し、平成
（ ）年６月 日から全面施行しました。
条例は、一定規模以上の開発事業等に対し、環

環境汚染等の未然防止

境の保全について適正な配慮を確保することを目
的とし、従来の要綱に比べ、土石の採取・鉱物の
掘採などの追加や規模要件の引き下げにより対象
事業の範囲を拡大しています。
また、調査・予測及び評価の項目や手法の決定
階段での公表や、住民等が事業者に対し意見書を
提出できる機会の増加など住民等の参画機会の拡
大・充実が図られました。
なお、条例に基づく手続きの体系は、図５ー１ー
１に示すとおりです。
また、要綱施行も含め、平成 （ ）年度末ま

でに評価書作成までの一連の手続きが終了したも
のは 件です。
平成 （ ）年度には、前年度中に提出のあっ

たウインドパーク笠取風力発電事業に係る方法書、
新たに提出のあったシャープ株式会社亀山工場
コージェネレーション設備増設（第３期）事業、三
重中央開発株式会社エネルギープラザ 建設事業
のそれぞれに係る方法書及び北勢沿岸流域下水道
（南部処理区）南部浄化センター第 期建設事業
に係る準備書について、環境影響評価委員会で審
査され、環境保全上の見地から知事意見が述べら
れています。
また、新たに提出のあった 障害者総合福祉施

設等 開発及び 土石の採取 事業に係る方法書
及びウインドパーク笠取風力発電事業に係る準備
書について、同委員会で審査が行われています。
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年度
項目

第７期計画

特定排出水量（万 ／日）

負 荷 量（ ／日）

協 力 工 場 数

年度
項目

第７期計画

特定排出水量（万 ／日）

負 荷 量（ ／日）

協 力 工 場 数

（注）特定排出水とは、水質汚濁防止法に規定される特定施設から排出さ
れる水のことであり、間接冷却水などは含まれません。



図５ １ １ 三重県環境影響評価条例の手続フロー図
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２ ２公害事前審査制度

工場・事業場の新・増設に伴う公害の未然防止
を図るため、昭和 （ ）年７月に 三重県公害
事前審査会条例 を制定し、公害事前審査を実施
しています。
審査の重点は、 公害防止施設等に関する技術
的検討、 工場等からの排出物質による周辺環境
に及ぼす影響、 法又は条例に基づく排出基準等
の適合性についてであり、学識経験者による慎重
な検討が行われます。
平成 （ ）年度までに審査を実施したのは、
件であり、平成 （ ）年度には 件の審査を

実施しました。

図５ １ ２ 公害事前審査の手続き

３ 健康被害の救済・予防

３ １公害健康被害者に対する補償給付

（ ）救済対策の推移

三重県における公害健康被害者の発生は、四日
市塩浜地区の石油化学コンビナートが本格的に操
業を始めた昭和 （ ）年頃からみられるように
なり、付近の住民の間に気管支ぜん息をはじめと
する呼吸器系疾患（いわゆる 四日市ぜん息 ）
が多発し、大きな社会問題となりました。
こうした事態に対応するため、公害健康被害者
を救済する制度の整備が進められ、昭和 （ ）
年５月には、四日市市単独による公害健康被害者
の医療救済制度（自己負担分を市が負担）が全国
に先駆けて発足しました。
国においても、昭和 （ ）年 月に、 公害
に係る健康被害の救済に関する特別措置法 が制
定され、公害健康被害者として認定された方に対
する医療費、医療手当及び介護手当の支給が行わ
れるようになり、昭和 （ ）年９月には、 公
害健康被害補償法 が施行され、医療費等に加え
障害補償費や遺族補償費など財産的損失に対する
補償の給付も行われるようになりました。
これらの法制度において、本県では、四日市市
の臨海部から中心部にかけての市街地と旧楠町全
域が指定地域として定められ、同地域に一定期間
以上居住又は通勤して健康に被害を受けた方が公
害健康被害者として認定されました。
その後、大気環境の改善の状況を踏まえ、昭和
（ ）年９月に 公害健康被害補償法 は、 公
害健康被害の補償等に関する法律 に改正されま
した。この改正により、昭和 （ ）年３月に全
ての指定地域が解除され、新たな公害健康被害者
の認定は行われなくなりましたが、既に認定を受
けた公害健康被害者やその遺族については、従来
どおり認定の更新や補償給付が行われています。

（ ）被認定者数及び補償給付の支給状況

四日市市における被認定者数の推移、年齢階層
別・疾病別の被認定者数については次の表の示す
とおりです。

健康被害の救済・予防

市 町 長

知 事

公害事前審査会（学識経験者 名で構成）

委員会議（全体会議）による審査 小委員会による審査

委員会議による承認

知 事

申請市町長

▼

▼

▼ ▼

▼

▼

▼

（公害事前審査の申請）

（諮問）

知事が必要と
認める場合

（答申）

（審査結果の通知）



表５ １ ３ 被認定者数の推移
（単位：人）

表５ １ ４ 年齢階層別被認定者数（平成 年３月 日現在）
（単位：人）

表５ １ ５ 疾病別被認定者数（平成 年３月 日現在）
（単位：人）

３ ２健康被害予防事業の実施

平成 （ ）年度には次の事業（表５ １ ６）
を実施しました。

表５ １ ６ 健康被害予防事業の実施状況

４ 公害紛争への対応

４ １公害等の苦情・紛争の処理

（ ）公害に係る苦情処理

公害に関する苦情については、公害紛争処理法
（昭和 （ ）年６月制定）に基づき、市町と協
力して適正な処理に努めています。
また、同法には、公害苦情相談員制度が定めら
れており、三重県では環境森林部及び各農林（水
産）商工環境事務所に公害苦情相談員を配置して
います。
ア 年次別種類別苦情処理取扱状況
平成 （ ）年度に県又は市町が取り扱った
公害苦情件数は 件でした。

図５ １ ３ 種類別公害苦情件数の推移

イ 地区別苦情取扱状況
公害苦情件数 件を発生地域別に見ると、

北勢地域が約 ％、中南勢地域が約 ％を占め
ています。
また、市郡別に見ると、四日市市、名張市、
桑名市、津市の順となっています。
公害苦情件数を主な発生原因別に見ると、苦
情件数が多い順では、野焼き等による焼却が
件（ ％）と最も多く、次いで廃棄物投棄
件（ ％）、自然系 件（ ％）、流出・漏洩
件（ ％）などとなっています。

公害紛争への対応

年 度
年度末被認定者数

四日市市 楠 町
年 度

年度末被認定者数

四日市市 楠 町

※楠町は平成 年２月７日付で四日市市に編入合併

年 齢
四日市市

男 女 計

０

計

年 齢
四日市市

男 女 計

０

計

疾 病 名
四日市市

男 女 計

慢性気管支炎

気 管 支 喘 息

喘息性気管支炎

肺 気 腫 ０ ０ ０

計

疾 病 名
四日市市

男 女 計

慢性気管支炎

気 管 支 喘 息

喘息性気管支炎

肺 気 腫

計

実施主体 四日市市

事業名 アレルギー相談事業

対象 １歳半児及び３歳児

内容
アレルギー素因児に対し、医師の診察
及び保健師、栄養士による相談事業を
行った。

実施場所 四日市保健センター
開催数又は開催月日 年 回

参加人数 名

実施主体

事業名

対象

内容

実施場所
開催数又は開催月日

参加人数



図５ １ ４ 地域別公害苦情件数（平成 年度）

図５ １ ５ 公害苦情の主な発生原因別苦情件数の割合

（ ）公害に係る紛争処理

公害に関する紛争処理は、公害紛争処理法に基
づき三重県公害審査会条例を定め、三重県公害審
査会を設置して、典型７公害（大気汚染、水質汚
濁、土壌汚染、騒音、振動、地盤沈下、悪臭）に
係る紛争について、あっせん、調停、仲裁を行っ
ています。最近では、年間２ ４件程度の調停申
請があり、工場等に起因する騒音や悪臭による健
康被害の防止を求めるものが多くなっています。
平成 （ ）年度には、新規の調停申請が３件
ありました。

表５ １ ７ 公害紛争処理法に基づく最近の事件一覧表
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年度 処理種別 処理事件名 終結区分

調 停 重機騒音被害防止請求事件 打ちきり

調 停
精密機器製造工場騒音被害防止請
求事件

打ちきり

調 停
マンション建設工事騒音等被害防
止請求事件

打ちきり

調 停 養鶏場水質汚濁被害防止請求事件 打ちきり

調 停 ペット霊園建設差止め請求事件 取り下げ

調 停 温水発生器建設差止等請求事件 和 解

調 停 堆肥処理施設悪臭等防止請求事件 係争中

年度 処理種別 処理事件名 終結区分

（注）北 勢…桑名市、四日市市、鈴鹿市、亀山市、いなべ市、木曽岬町、
東員町、菰野町、朝日町、川越町

中 南 勢…津市、松阪市、多気町、明和町、大台町、大紀町
伊勢志摩…伊勢市、鳥羽市、志摩市、玉城町、度会町、南伊勢町
伊 賀…伊賀市、名張市
東 紀 州…尾鷲市、熊野市、紀北町、御浜町、紀宝町



１ 監視・観測等の体制の整備

県民の健康を保護し、生活環境を保全するため、
大気環境監視システム、 大気発生源監視シス

テム、の監視システムを整備・運用し、大気汚染
緊急時の発令、大気環境基準の評価を行い、環境
の状況の的確な把握と環境保全に努めています。
大気発生源については、硫黄酸化物と窒素酸化
物を監視しており、得られたデータはインター
ネットにより公開しています。
四日市地域の環境汚染防止対策には以前から積
極的に取り組んできましたが、その推進には大気
環境の常時監視システムが大きな役割を果たして
きました。また、工場の立地や道路の整備による
環境汚染を未然に防止するためには、環境監視が
重要です。
ア 大気環境の常時監視
大気環境の常時監視は、大気汚染防止法第
条に基づき、県及び四日市市が測定局を設置し
て行っています。

監視・観測等の体制の整備

その整備は、昭和 （ ）年 月に四日市市
の磯津地区に一般環境測定局を設置し、二酸化
硫黄の自動測定器による監視が始まりです。以
後、県では桑名市から熊野市まで県内の主な都
市に測定局を設置し、自動車排出ガス測定局に
ついては、県内７カ所の測定局において、監視
を行っています。
さらに、県では光化学オキシダント濃度の測
定を行う目的で、上層気象観測局を菰野町の御
在所岳山上に設置しています。
現在の測定局の設置状況は、資料編に記載し
ました。
イ 大気発生源の常時監視
大気発生源の常時監視は、硫黄酸化物排出量
については、三重県生活環境の保全に関する条
例第 条に基づき、四日市地域における硫黄酸
化物の排出量が 時以上の８工場を対象
に行っています。
また、窒素酸化物排出量については平成

（ ）年度から、同地域における燃料使用料
時以上の 工場を対象に測定を行って

います。

図５ ２ １ 環境総合監視システムの概念図

監視・観測等の体制の整備及び

環境情報の提供
第２節



２ 環境情報の整備・提供

２ １環境情報総合システムの整備・運用

環境情報総合システムは、環境情報システム、
環境総合監視システム、環境教育情報システムで
構成され、従来の行政内部の事務処理システムに
加え、環境教育や地球環境問題など新たなニーズ
にも応えることができます。
環境監視機能、環境教育・学習機能を有機的に
結ぶとともに、多種多様な環境情報を、インター
ネットを通して、県民はもとより市町、教育機関、
他府県さらには国内外への情報発信を行い、環境
先進県づくりにふさわしい環境情報センターの役
割を担うものです。
インターネットのホームページ 三重の環境と

森林 では、条例・要綱を始め、環境調査、報道
発表資料などを積極的に公開しています。（平成
（ ）年度アクセス数、 万ユーザーセッショ
ン）

環境情報の整備・提供
２ ２地図情報システムを活用した森林資源の

管理

三重県森林 は、育林、伐採、治山、林道
計画等の森林情報の管理、森林のゾーニング、さ
らには自然環境情報、土地利用状況等、 （地
理情報システム（

））で管理・解析等ができる一元管理シス
テムとして、平成 （ ）年度から運用してい
ます。
県民の財産である森林の適正な維持・管理を進
め、森林の有する多様な公益的機能を高度に発揮
させていくために、同システムを活用しています。
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図５ ２ ２ 環境情報総合システム概念図



１ 環境汚染の防止・自然環境の保全等に関す
る調査研究

科学技術振興センターは、平成 年４月に再編
整備を行い、公設試験研究機関を統合した分野横
断的な組織となりました。これにより総合的な研
究体制が整備され、環境保全に関する調査研究に
とどまらず、業際分野や先端分野の研究や産学官
共同研究に取り組みました。

１ １科学技術振興センターにおける調査研究
の推進

ア 産業廃棄物の抑制に係る産官共同研究
県内に事業所を有する企業が、産業廃棄物の
排出抑制やリサイクルの推進をはかるために行
う技術開発を支援するため、県内企業と２課題
の共同研究に取り組み、研究成果の事業化の促
進を図りました。
イ 植物由来機能材料の実用化のための技術の開発
植物に含まれる未利用資源リグニンから、新
たな機能性材料の開発をめざし、光活性を活用
した壁板用塗料への応用技術、および分解性
フィルムの分解制御機能を強化する技術を開発
しました。
ウ 持続循環型グリーンコンポジットの開発

もみ殻炭化物と植物由来の生分解性プラス
チックを複合し、もみ殻炭化物の充填による生
分解性促進効果を検証・確認しました。
エ 廃 のリサイクル技術の開発
廃 （繊維強化プラスチック）を資源と
して循環させることをめざし、樹脂成分である
不飽和ポリエステルの分解技術と、廃 を
配合したコンクリートの強度低下を抑制する技
術を開発しました。
オ 硫酸ピッチ対応技術開発に関する研究
不適正処理発生時における、周辺環境の早急
な改善方法および検査員保護のための応急対応
技術を開発しました。
カ 経営戦略に即した低投入循環型茶生産システ
ムの開発
茶の栽培において、水・窒素の循環利用によ
る半閉鎖系生産システムを確立するため、暗渠
排水の浄化技術の開発に取り組み、窒素を効果

環境汚染の防止・自然環境の保全等に関す
る調査研究

的に取り除くことができる新しい資材を利用し
た浄化装置を改良し、排水浄化に有効であるこ
とが確認できました。さらに、茶の品質を維持
しながら、排水中の硝酸態窒素の量を抑えるた
め、茶摘の回数を１回に抑え、使用肥料の量を
削減する方法を開発しました。
キ 未利用海藻の有効利用に関する共同研究
夏期に枯死・腐敗し、浅海域の底生生物等を
へい死させて漁場環境の悪化を引き起こすとと
もに、海岸にうちあげられて悪臭を発生する未
利用海藻の有効利用をはかるために、昨年度は
海藻の種類、生育環境、収穫量に適した収穫技
術の開発、色落ちして廃棄されるクロノリの動
物プランクトン用餌料としての利用技術開発に
取り組みました。
ク 閉鎖性海域の環境創生プロジェクト研究の実施
閉鎖性海域である英虞湾において、浚渫土を
利用した人工干潟、浅場の造成技術、アマモ種
苗生産と藻場等の設計・造成技術、海底に堆積
した汚泥の浄化技術、環境動態シミュレーショ
ンモデルの開発を進めました。これまでに浚渫
汚泥を用いた人工干潟の有効性が検証され、造
成技術が徐々に確立されつつあります。また、
アマモの着定基盤や海域への移植方法も検討さ
れ、アマモ場の効果的な造成手法も明らかにな
りつつあります。さらに、英虞湾の物質循環の
実態も解明され、それらを応用した環境動態シ
ミュレーションモデルの開発も進んでいます。
ケ 環境大気中浮遊粒子状物質の実態調査研究
環境大気中の微小な粒子に含まれる有害物質
等について、汚染の状況と原因を把握するため、
幹線道路近傍、住宅地など土地利用形態の異な
る地域で実態調査を実施し、粒径の分布特性や
金属成分等の内容物質量について把握するとと
もに原因を解析しました。
コ 化学物質による環境汚染の実態調査
環境省委託 化学物質環境実態調査 の一環

として、既存化学物質による環境汚染の未然防
止をはかるため、四日市港等の水質、底質およ
び四日市市内の大気について 物質の残留状況
について実態を把握しました。
サ 森林吸収源計測 活用体制の整備

森林の炭素吸収量を算定するために、県内８
か所において、調査地概況調査、枯死木調査、
堆積有機物量調査、土壌サンプルの採取を行い、
内２か所においては、代表土壌断面調査も行い
ました。

環境保全に関する調査研究等の推進第３節



シ 伐採跡地の更新技術の開発
森林化が進まない再造林放棄地において植生
成立要因解明や森林再生技術開発を行い、これ
らの成果をもとに更新技術指針 三重県南部の
暖温帯域における再造林未済地の森林再生に向
けて を作成しました。
ス 強度間伐による人工林の針 広混交林化技術
の開発
強度間伐によって風倒を回避しながら、人工
林を針広混交林に誘導する技術を確立するため、
強度間伐施工地の定点調査と人工林における高
木性広葉樹侵入状況の多点調査、モデル林の強
度間伐後の植生、光環境、水・土砂流出などを
追跡調査しました。
セ 英虞湾漁場環境にかかる基礎調査
英虞湾における真珠養殖業の赤潮や環境変化
による被害を防止するため、水質・底質調査や
底生生物・プランクトン調査を実施するととも
に、調査結果を プランクトン速報 、 英虞湾
環境情報 として取りまとめ、関係機関に情報
提供を行いました。
ソ 淡水魚類の多様性保全に関する研究の実施

県内の小規模河川計 河川において淡水魚の
分布調査を行い、うち 河川で環境省や三重県
レッドデータブックに記載される希少種の生息
を確認しました。また、実内実験によって、希
少種であるカワバタモロコの繁殖にも取り組み
ました。さらに、主要河川において、魚道の設
置状況を確認するとともに、その効果を把握す
るための基礎的な調査を行いました。
タ 漁業資源評価にかかる調査

カイリ水域内におけるアジ・サバ・イワ
シ類等重要漁業資源の持続的利用をはかるため、
資源量評価とその動向予測を行い、科学的根拠
に基づく漁獲可能量の推定を行いました。
チ ヘテロカプサ赤潮の消長予測技術の開発
真珠養殖に多大な被害を与えるヘテロカプサ
赤潮の被害を軽減するため、培養実験によりプ
ランクトンの増殖活性を指標とした赤潮消長予
測の可能性を検討しました。
ツ 大腸菌群数の定量方法改善および水環境にお
ける挙動解析
河川の大腸菌群数の定量方法を特定酵素基質
培地法と従来からの検査法を比較し、環境調査
に対する使用の妥当性を評価しました。また本
法を利用して、河川水の大腸菌群数とその他の
水質汚濁物質の関連についても調査しました。

テ 家畜ふんたい肥の適正な循環利用技術の開発
有機性廃棄物である家畜ふんたい肥の適正な
循環利用を進めるため、肥料としての効果を正
確に把握する技術の開発に取り組み、比較的短
期の窒素肥効を評価する手法を開発しました。
また県内堆肥の成分変動を把握するため、三重
県土壌診断・堆肥流通支援システムに登録され
ている堆肥の成分調査を実施し、変動があるこ
とを明らかにしました。
ト 鉢物・緑化苗における生分解性ポットの改良
と利用技術の開発
緑化苗のポリポットは、植栽後にはプラス
チックゴミとなるため、生分解性ポットの利用
が試みられていますが、高コスト、耐久力等に
問題があるので、緑化苗に利用可能な生分解性
ポットを改良するため、各種素材の分解性に対
する評価法の開発を進めました。その結果、土
壌中での分解速度を明らかにしました。
ナ 製造工程の廃水処理法に関する研究
県内６か所の （バイオディーゼル燃料）

施設の聞き取り調査を行い、グリセリン処理お
よび廃水処理の重要性を確認し、また微生物コ
ンソーシアムを用いて、高濃度 を含む廃
液の微生物分解を検討した結果、有効な微生物
コンソーシアムを集積培養から発見し、このコ
ンソーシアムで廃液中の の微生物分解に
実験室レベルで成功しました。
ニ 木材加工所から副生される樹皮の高度利用技
術開発
県内の木材加工所等で製材時に副生する樹皮
の総合的な資源利用をめざして技術開発に取り
組み、樹皮抽出物の化学加工処理による害虫阻
止効果や基材定着性の向上、および樹皮のみで
も低温度で耐水性の良好なプラスチック様成形
体ができることを確認しました。

１ ２科学技術振興センター保健環境研究部の
活動

今日の環境問題は、かつての産業公害だけでな
く、身近な都市・生活型公害や地球規模の環境問
題へと範囲が広がり、試験研究部門においても広
範な対応が求められています。
保健環境研究部は、大気汚染防止や水質汚濁防
止等の科学的・技術的な中核機関として、水質汚
濁規制対象工場等や廃棄物処理施設から出る排水
等の検査、および大気汚染規制対象工場等のばい
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じんや有害物質の検査などに加え、問題発生時に
は緊急分析検査を行うなど、公害防止に関する試
験検査や、各種の未規制化学物質調査および廃棄
物資源化等の研究に取り組んでいます。

２ 地球的規模の環境保全に関する調査研究

ア 森林吸収源計測・活用体制の整備
（第５章 第３節 １ １ 科学技術振興セン
ターにおける調査研究のサ参照）

地球的規模の環境保全に関する調査研究



第６章第６章 今 後 の 取 組

環境への負荷が少ない

資源循環型社会の構築
第１節

１ 資源循環の推進

１ １廃棄物の発生抑制と再使用・再生利用の
推進

（ ）ごみゼロ社会実現プランの推進

年後の ごみゼロ社会 の実現をめざして、
住民、事業者、市町村等の幅広い参画のもと、平
成 （ ）年３月に策定した ごみゼロ社会実現
プラン の普及・啓発を積極的に行います。
また、プランに掲げる具体的施策をより実効性
の高いものとするため、ごみの減量化に関するモ
デル事業を実施するとともに、その成果の検証な
どを行うことにより、県全域での展開に向けた取
組を推進します。

（ ）産業廃棄物の発生抑制等の技術開発・施設設備

への支援

県内の産業廃棄物排出事業者等の産業廃棄物の
排出抑制やリサイクル等の取組に対して、産業廃
棄物抑制の研究開発・機器整備の補助制度により、
環境への負荷が少ない持続的な発展が可能な企業
の育成を支援します。

（ ）グリーン購入の取組促進

ア 環境への負荷が少ない商品やサービスを優先
的に購入するグリーン購入を県内に普及するた
め、平成 年１月に設立した みえ・グリーン
購入倶楽部 の活動を支援し、グリーン購入に
関する地域の身近な情報の収集及び発信を行う
とともに、地域における環境負荷の少ない商品
やサービスの市場形成を促し、循環型社会の構
築を目指します。
イ 東海三県一市の各自治体が連携し、企業等と
協働で、効率的にキャンペーンを実施し、グリー
ン購入について広報します。

（ ）リサイクル製品の利用促進

認定手続きにおける不正行為の再発防止とリサ
イクル製品の品質及び安全性の確保を図るため、
平成 （ ）年３月に改正した制度に従い、的確
に審査・事後確認などを実施します。

（ ）容器包装リサイクルの促進

三重県第４期分別収集促進計画に基づき、市町

資源循環の推進

等の第４期分別収集計画の円滑な推進を支援し、
容器包装リサイクル法によるリサイクルの推進を
図ります。
また、平成 （ ）年度を始期とする市町等の

第５期分別収集計画の策定を支援するとともに、
市町の計画をとりまとめ、三重県第５期分別収集
促進計画を策定します。

（ ）使用済自動車等の適正処理

ア 関連業者の許可及び登録
解体・破砕業者に関する許可及び使用済自動
車の引取業者・フロン類の回収業者に関する登
録事務を的確に行うとともに、これら事業者の
名簿を公開し、当該名簿の問合せに対して迅速
に対応できる体制をとります。
イ 対象業者等に対する啓発及び指導等
各自動車関連事業者や県民（自動車所有者）
に法の内容を周知するとともに、関連事業者の
施設整備や使用済自動車の適正処理等について
指導等を行います。

（ ）建設廃棄物の再資源化等の促進

建設リサイクル法に基づき、建設物の解体・新
築に伴い発生する特定建築資材廃棄物の分別解体
と再資源化を推進するため、必要な情報提供を行
うとともに再生資材の利用促進を支援します。

（ ）公共事業における建設副産物の再生利用の推進

リサイクル資材の新技術、新資材の情報収集及
び広報を行い、リサイクル資材のより一層の利用
を推進します。

（ ） 処理の安全性・安定性の確保

廃棄物処理の信頼を確保するため、今後も、
製造施設や利用施設の安全確保に取り組みま

す。

（ ）下水道汚泥の有効利用

下水道汚泥のより一層の有効利用を推進します。

（ ）浄水場の汚泥の有効利用

浄水場発生汚泥のより一層の有効利用を推進す
るため、三重県科学技術振興センターや 三重県
産業支援センターと連携して、有効利用方法の検
討や有効利用先の拡大に取り組みます。
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（ ）環境保全型畜産の推進

家畜ふん尿処理施設のより一層の整備を図るた
め、平成 （ ）年度に引き続き、実態調査、巡
回指導、技術資料の作成・配布、研修会の開催を
行います。
なお、環境保全型畜産確立のための支援制度は、
次のとおりです。

１ ２廃棄物の適正処理の推進

（ ）産業廃棄物処理施設における適正処理の確保

産業廃棄物処理施設の設置や処理業の許可申請
等に対し、廃棄物の処理及び清掃に関する法律、
三重県生活環境の保全に関する条例及び三重県産
業廃棄物処理指導要綱に基づく厳正な審査を実施
するとともに、産業廃棄物処理業者の優良性判断
にかかる評価制度の的確な運用や（ ）以下の取組
等により、適正処理の確保に努めます。
また、県内における産業廃棄物の発生量や処理
の状況、処理施設の稼働状況等の実態を把握し、
産業廃棄物の発生抑制、リサイクル及び適正処理
の推進等の廃棄物行政をより効果的に推進します。

（ ）電子マニフェストの利用促進

従来から、産業廃棄物の処理の委託にあたって
は、排出事業者が発行する複写式の産業廃棄物管
理票（いわゆる紙マニフェスト）により、廃棄物
の適正な処理の確保が行われていますが、マニ
フェストの偽造等による不適正処理も懸念されて
いました。
電子マニフェストシステムは国の指定機関によ
り運営されており、透明性と法令遵守が確保され
るものとなっていますので、事業者の利用が進め
ば、廃棄物の適正処理がさらに促進されることが
期待されます。電子マニフェストシステムの利用
には、排出事業者、収集運搬業者、処分業者の３
者全てが、システムに加入している必要がありま
すので、県では処理業者はもとより、より多くの
排出事業者の加入促進に向けて取組を進めます。
県内事業者の加入状況は、次のとおりです。

電子マニフェストシステム加入事業者数 （平成 年３月 日）

（ ）廃棄物処理センターの適正処理と整備の促進

三重県環境保全事業団が廃棄物処理センター
の指定を受け、市・町の焼却残さを広域的に処理
する目的で建設したガス化溶融施設の稼働に対す
る支援を引き続き行うことにより、廃棄物の適正
処理を推進します。
また、企業活動により生じる廃棄物や災害廃棄
物を適正に処理するため公的関与による管理型最
終処分場の整備を進めます。

（ ） 廃棄物の処理

ポリ塩化ビフェニル（ ）が含まれるトラ
ンスやコンデンサなどの 廃棄物は、これま
で各事業者において保管されてきましたが、長期
間の保管における紛失など、環境への影響が懸念
されており、早期に確実な処理を行うことが必要
となっています。このため、平成 年６月に制定
された ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理
の推進に関する特別措置法 では、保管事業者は
平成 年７月までに 廃棄物を適切に処分す
ることが義務づけられました。また、これらを処
理する拠点的広域処理施設として愛知県豊田市に
日本環境安全事業株式会社豊田事業所が設置され
ています。
三重県では、これらの 廃棄物の処理を確
実かつ適正な処理の推進を図ることを目的として、
平成 年３月に 三重県ポリ塩化ビフェニル廃棄
物処理計画 を策定したところであり、今後、こ
の計画に沿って、処理期限までに 廃棄物が
確実かつ適正に処分されるよう指導等を行います。
また、東海地区の関係県市及び国等と連携して、
広域的な処理体制の確保を図ります。

（ ）事業者等の自主的な情報公開の促進

産業廃棄物を排出する企業及び処分業者が、そ

事業者区分 加入事業者数

排 出 事 業 者

収集運搬業者

処 分 業 者

事業者区分 加入事業者数

排 出 事 業 者

収集運搬業者

処 分 業 者

区 分 制 度 名 所轄官庁名

家畜ふん尿
処理整備に
係 る 補 助

地域バイオマス利活用交付金
コミュニティー畜産堆肥リサイクル推
進事業

農林水産省
三重県

融 資 制 度
農業近代化資金
農林漁業金融公庫資金
農業改良資金

農協等

リース事業 畜産環境整備リース事業
畜産環境
整備機構

区 分 制 度 名 所轄官庁名

家畜ふん尿
処理整備に
係 る 補 助

融 資 制 度

リース事業

項 目 計 画 内 容

処 分 場 方 式 管理型処分場

処理対象廃棄物
（産 業 廃 棄 物）

鉱さい、燃え殻、無機性汚泥、
廃プラスチック類 等

処 分 場 総 面 積 約

埋 立 総 容 量 約

項 目 計 画 内 容

処 分 場 方 式

処理対象廃棄物
（産 業 廃 棄 物）

処 分 場 総 面 積

埋 立 総 容 量



の発生・排出抑制及びリサイクルに関する将来計
画等を策定し、その内容を自主的に情報公開する
制度の実施を徹底し、県内の産業廃棄物の発生・
排出抑制とリサイクルの向上を進めていきます。
また、これらの取組の実効性をより高めるため、
企業と行政あるいは企業と企業のパイプ役に民間
企業出身の環境技術指導員をあて、事業の実態に
則した技術指導等を行います。
インターネットを活用した廃棄物の発生抑制や
リサイクルに関する技術情報等の提供についても
積極的に行います。

１ ３不法投棄等の不適正処理の未然防止と是
正措置

（ ）産業廃棄物処理等の監視指導

処理業者、排出事業者等への立入検査等通常の
監視活動のほか、早朝・夜間・休日の監視、隣接
県との共同路上検査、スカイパトロール等を通じ、
積極的な監視活動を行うとともに、廃棄物ダイヤ
ル 番等による通報に即応します。
さらに、市町と産業廃棄物に係る立入検査協定
を締結して立入検査権限を付与するとともに、県
内森林組合と不法投棄等の情報提供の協定を締結
し、不法投棄等の未然防止を図ります。
また、違反業者に対する厳しい行政処分と悪質
な不法投棄事案に対する告発を的確に行います。

（ ）不適正処理の是正

生活環境保全上の支障等があり、措置命令を
行った事案のうち、原因者が支障等の除去措置を
講じない事案については、必要な範囲で県が原因
者に代わって措置を講じます（行政代執行）。現
在行政代執行中の桑名市五反田地内の産業廃棄物
不法投棄事案、及び四日市市内山町地内の最終処
分場等の不適正処理事案については、行政代執行
を継続します。
また、 安全性確認調査 の結果、継続的な監

視が必要と判断された事案については、地下水等
の調査を行うとともに、周辺への支障等が認めら
れず、廃棄物処理法の枠組みによる措置を講ずる
必要がない事案については、平成 （ ）年度に
創設した支援制度により、市町等の自主的な取組
を支援します。

２ 地球温暖化の防止

２ １温室効果ガス削減対策の推進

（ ）産業部門における対策の推進

地球温暖化対策計画の策定等の促進
三重県生活環境の保全に関する条例で従来から
地球温暖化対策計画書の作成を義務付けていた省
エネ法の第一種エネルギー管理指定工場 事業
所（ ３ 現在）に加え、平成 年１月に同
条例施行規則を改正し、平成 年４月１日からは
第二種エネルギー管理指定工場 事業所（
４ １現在）にも同計画書の作成を義務付けると
ともに、昨年度に引き続き計画書作成工場を訪問
し、計画のフォローアップを行います。
また、省エネ対策が行われにくい中小事業所等
に省エネ診断を実施し、事業者の地球温暖化防止
の取組を促進していきます。

（ ）運輸部門における対策の推進

国土交通省環境行動計画モデル事業 に選定
されたことから、平成 （ ）年度から３年間で
北勢地域において公共交通利用促進による地球温
暖化防止実践活動に取り組んでいます。

（ ）民生部門における対策の推進

ア 三重県地球温暖化防止活動推進センターによ
る取組の推進
地球温暖化防止の活動拠点として指定した
三重県地球温暖化防止活動推進センター を

中心に、実効性ある温暖化防止活動の検証、地
球温暖化防止活動推進員の養成、啓発・広報活
動などを行います。
イ 地球温暖化対策地域協議会等の取組の促進
地域に根ざした温暖化防止活動を行う 地球

温暖化対策地域協議会 等団体の活動を促進し
ます。
ウ 市町等における地球温暖化対策実行計画の策
定促進
実行計画未策定の市町等に対して地球温暖化
対策の推進に関する法律に基づき、計画策定を
働きかけます。
エ 普及啓発の推進

省エネラベルキャンペーン事業
省エネ家電製品の普及・促進を図るため、
消費者が家電製品を購入する際の参考とする
ことができるよう、家電販売店が省エネ性能
の違いが一目でわかる省エネラベルを家電製

地球温暖化の防止
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品に表示する省エネラベルキャンペーンを昨
年度に引き続き実施します。
地球温暖化防止絵画等の募集
地球温暖化防止の普及・啓発の一環として
小中学生を対象に、地球温暖化防止に関する
ポスター等を募集します。
みえのエコポイント 事業の実施

省エネを達成した各家庭に特典を提供する
ことで、省エネ行動の促進を図ります。

（ ）その他フロン対策の推進

フロン回収破壊法に基づき、フロン類の確実な
回収破壊を推進します。
事業者に対しては、法に定められた適正な業務
の徹底を図るため、立入検査等を実施します。
また、説明会の開催、ホームページ等でフロン
回収破壊法及び平成 （ ）年 月に施行される
改正フロン回収破壊法の周知を図り、フロン類の
適正な処理について普及啓発します。

２ ２エネルギーの適正利用の推進

地域における省エネルギーの取組促進
地球温暖化防止活動推進員を活用し、地域にお
ける省エネルギーへの取組や省エネルギー機器の
導入を促進します。

２ ３新エネルギーの導入促進

三重県新エネルギービジョン に基づき、新
エネルギーの導入を図り、ビジョンを実現するた
めに、平成 （ ）年度は次のことに取り組みま
す。

（ ）県施設への率先導入

県民への新エネルギー普及啓発を行うため、公
共施設等への新エネルギーの導入指針 に基づき、
住民等が訪れる機会の多い県の公共施設や公共事
業を対象に新エネルギーの率先導入を促進します。

（ ）新エネルギーの導入支援

住宅、事業所、公共施設等への新エネルギー導
入が進むよう支援するとともに、その設置者が地
域での普及啓発を担うような、普及と支援が一体
となった取組を進めます。
ア 家庭用新エネルギー普及支援事業
設置者が普及啓発活動に協力することを条件

とした住宅用太陽光発電設備や小型風力発電設
備への導入補助事業を実施する市町に対する補
助を行います。
イ 小規模新エネルギー普及支援事業
事業者や市町等が実施する小規模の新エネル
ギーの導入に対し、普及啓発活動の実施を条件
として、その経費の一部を補助します。

（ ）普及啓発活動

新エネルギーへの関心を喚起し、新エネル
ギーの特性や導入の必要性、導入の方法等に関
する知識を広く県内に浸透させるために、地球
温暖化対策や省エネルギーなどの関連施策と連
携しながら、市町の新エネルギー担当職員を対
象とした研修会や親子を対象とした新エネル
ギー教室、県民等を対象としたイベント等を行
うことにより、普及啓発を推進します。
市町自らが計画的な新エネルギー導入や住民
への普及啓発活動に取り組むよう新エネルギー
ビジョンの策定を働きかけます。
三重県新エネサポーター制度 を活用し、

住民自らが取り組む新エネルギーを利用した地
域づくりや環境活動などのほか、 市民共同発
電所 のような市民活動による取組や新エネル
ギーを利用したコミュニティ・ビジネスの取組
などが進むよう支援します。

（ ）未利用エネルギーの利用促進

ごみの持つ未利用なエネルギーを有効利用する
ため、市町で製造されたごみ固形燃料（ ）
の安定的な受け皿として、三重ごみ固形燃料発電
所（ 焼却・発電施設）を適切に運営してい
きます。

３ 大気環境の保全

３ １大気汚染の防止

（ ）工場・事業場対策の推進

ア 監視・指導の実施
工場等から排出される大気汚染物質を削減す
るため、 大気汚染防止法 や 三重県生活環
境の保全に関する条例 に基づき、規制対象工
場への立入検査を実施する等により、引き続き
監視・指導していきます。
イ 問題発生工場等に対する調査指導
大気汚染被害の発生源となった工場などにお
ける被害発生の実態把握と発生原因の究明を図

大気環境の保全



り、必要な対策を指導します。
ウ 大気汚染に係る緊急時の措置
大気環境の状況を継続して監視測定するとと
もに、緊急時には 大気汚染緊急時対策実施要
綱 に基づく措置を実施します。

（ ）光化学スモッグ対策の推進

ア 光化学スモッグに係る緊急時の措置
県内 発令地域の各関係機関と連携を図り、

学校等に対し光化学スモッグ緊急時の措置を徹
底し、被害の未然防止に万全を期します。
イ 光化学オキシダント予測システムの運用
予測的中率を注意深く見守り、今後ともこの
予測システムにオキシダントの新しい知見を加
味しながら、引き続き運用を実施します。また、
説明変数として用いる各測定データの集積を行
い、的中率等の検討を進め、随時、システムを
見直し、予測精度の向上を図ります。

３ ２自動車環境対策の推進

（ ）自動車排出窒素酸化物等総量削減計画の推進

北勢地域の自動車排出ガスによる大気汚染を改
善するため、平成 （ ）年度に策定した自動
車排出窒素酸化物等総量削減計画に基づき、自動
車環境対策を進めます。

（ ）監視・調査の実施

沿道の大気環境の状況について常時監視すると
ともに、自動車環境対策の進捗状況を把握するた
め、総量削減計画進行管理調査等を実施します。

（ ）自動車使用管理計画の策定

自動車 ・ 法に基づき、対策地域内で
台以上自動車を保有している事業者に対し、自動
車使用管理計画の策定を指導するとともに、定期
の報告により同計画の進捗状況を把握します。

（ ）低公害車の普及

低公害車の一つである天然ガス自動車の普及を
促進するため、天然ガス供給施設の整備をガス供
給業者に要請するとともに、県内の事業者が天然
ガス自動車を導入する際、導入に要する経費の一
部を国と協調して補助します。

（ ） ・ 低減装置の導入促進

自動車 ・ 法対策地域内の大気環境の

改善を図るため、県内の事業者が ・ 低
減装置を導入する際、導入に要する経費の一部を
補助します。

（ ）アイドリング・ストップの推進

駐車場管理者が行うアイドリング・ストップの
周知への支援及び県民へのアイドリング・ストッ
プの普及啓発を進めます。

（ ）交通情報提供システム（ ）の整備

平成 （ ）年度から交通情報提供システムの
整備に着手し、北勢・中勢地域の主要幹線道路を
中心に情報収集提供装置（光ビーコン）を整備し
て、平成 （ ）年４月から同システムの運用を
開始しました。これにより既存の交通情報板等と
合わせて交通情報を提供することとなり、交通流
の分散を促し交通の円滑化を図っています。

（ ）交通管制システムの拡充整備

交通の円滑化を図るため、交通管制システムの
拡充整備を行い、広域的な信号制御を実施します。
具体的には、信号機の集中制御化（ 基）を整備
していきます。

（ ）信号機の高度化改良と 式信号灯器の導入

幹線・生活道路における交通の安全と円滑化を
図るため、信号機の機能の高度化改良整備を進め
るとともに、引き続き主要交差点において、
式信号灯器（約 灯）の導入を進めることによっ

て交差点付近での交通事故防止及び消費電力の削
減を図っていきます。

３ ３騒音・振動の防止

（ ）工場・事業場に対する規制・指導等

騒音規制法、振動規制法及び三重県生活環境の
保全に関する条例に基づき、市町と連携して、規
制対象工場・事業場への立入検査や指導、啓発を
行います。

（ ）都市生活騒音対策

ア 近隣騒音対策
生活騒音の防止のためのモラルの高揚を図る
ため、パンフレット等による啓発活動を実施し
ます。
イ 未規制事業場（施設）対策
未規制事業場（施設）による騒音苦情の実態
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を把握するため、市町との連携を図りつつ、騒
音測定等を適宜実施します。

（ ）主要道路沿道の騒音マップの公開

環境騒音（道路に面する地域）の地域評価を、
道路に面する一定地域内の住居等のうち騒音レベ
ルが環境基準値を超過する戸数及び超過する割合
で評価する面的評価で行うとともに、主要道路沿
道の騒音マップを環境省のホームページで公開し
ていきます。

３ ４悪臭の防止

（ ）工場・事業場に対する規制・指導等

工場等に対して、市町と連携して悪臭の防止の
指導・啓発を行います。

（ ）規制地域の拡大

悪臭防止対策を推進するため、濃度規制の地域
拡大について、また、複合臭に対応できる臭気規
制の導入について、市町に働きかけます。

（ ）畜産経営に起因する悪臭の防止

悪臭防止について、平成 （ ）年度に引き続
き、畜産環境パトロールや、家畜排せつ物法に基
づく立入調査を行い、適正なふん尿処理について
の指導を行います。

４ 水環境の保全

４ １水質汚濁の防止

（ ）水質の監視

公共用水域や地下水の水質を継続的に監視する
ことで、水質の経年変化を把握・分析し、汚濁負
荷量の削減を進めます。

（ ）水質総量規制の推進

伊勢湾に流入する汚濁負荷量の削減を図るため、
第６次総量規制において化学的酸素要求量
（ ）、窒素及び燐を指定項目として、総量規
制を実施しています。
また、工場・事業場に対し、汚濁負荷量の削減
指導を行います。

（ ）環境基準類型の指定・見直し

水道水源や水産養殖に利用されている水域及び
水生生物の保全を図る必要のある水域については、

水環境の保全

環境基準の類型を指定することで水質の保全を図
ります。また、環境基準類型のあてはめを行った
水域のうち、現状水質がより上位の環境基準を達
成できる水域については環境基準類型の見直しを
行うことで水質の保全を図ります。

（ ）工場・事業場に対する規制・指導

県内の規制対象事業場の排水監視及び処理施設
の維持管理指導等を実施し、公共用水域の汚濁軽
減を図ります。

（ ）畜産経営に起因する水質汚濁の防止

水質汚濁防止について、平成 （ ）年度に引
き続き、畜産環境パトロールや、家畜排せつ物法
に基づく立入調査を実施し、浄化処理機能維持技
術等についての指導とともに、適正なふん尿処理
についての改善指導を行います。

（ ）伊勢湾の総合的な利用と保全に係る広域連携の

推進

伊勢湾及びその周辺地域の総合的な発展と保全
を図るため、三県一市（岐阜県、愛知県、三重県
及び名古屋市）等との連携協力により、調査研究、
啓発活動等を実施します。

（ ）伊勢湾の再生

国と三県一市（岐阜県、愛知県、三重県、名古
屋市）等で組織する 伊勢湾再生推進会議 で策
定した 伊勢湾再生行動計画 を着実に進めるた
め、学識経験者、 等をメンバーとする 伊
勢湾再生推進検討会 を設置するとともに、多様
な主体との連携による調査・研究や普及啓発等に
取り組みます。

４ ２生活排水対策の推進

（ ）生活排水処理施設整備の推進

従来の計画を見直して新たに策定した三重県生
活排水処理施設整備計画（生活排水処理アクショ
ンプログラム）に基づき県と市町とが連携を図り、
地域の事情に最も適した事業の推進を図ります。

（ ）浄化槽の設置の促進

ア 浄化槽の設置促進
市町を対象に 基の整備に対する補助

を行います。



イ 浄化槽市町村整備事業の推進
市町が事業主体となって浄化槽の面的な整備
を図る事業であり、平成 年度には松阪市・伊
賀市・多気町・大台町・南伊勢町で事業を行う
こととなっており、県補助の採択要件として高
度処理型機能についても義務付けをし、地方債
償還のための基金造成に対し補助を行います。
ウ 高度処理型浄化槽の設置促進

伊勢湾等の富栄養化対策を推進するため、窒
素等の除去能力に優れた高度処理型合併処理浄
化槽の整備に対する補助を行います。

（ ）生活排水対策の啓発等

ア 三重県生活環境の保全に関する条例に基づく
公共用水域への廃食用油の排出抑制等、県民、
事業者、行政の協働により公共用水域への汚濁
負荷低減に向けた取組を進めます。
イ 浄化槽の適切な維持管理
公共用水域の保全を図るため、平成 （ ）

年度に引き続き、浄化槽の適正な維持管理の指
導を行います。
また、指定機関が行う浄化槽法に基づく水質
検査の受検率の向上を図るため、県、市町及び
浄化槽関係業界が協力して対策を行っていきま
す。

４ ３水循環・浄化機能の確保と水資源の適正
利用

（ ）生物指標を用いた水質判定の普及・啓発

住民が身近に河川の観察ができるよう、水生生
物指標を用いた水質判定の普及、啓発に取り組み
ます。

（ ）地盤沈下対策

ア 地盤沈下対策の推進
地下水採取の規制・指導
工業用水法 、 三重県生活環境の保全に

関する条例 や 濃尾平野地盤沈下防止等対
策要綱 に基づき、対象となる揚水設備の所
有者に対する地下水の採取の規制・指導を実
施します。
地盤沈下の観測・調査
地盤沈下の動向を把握するため、水準測量
調査を実施し、桑名市、四日市市、木曽岬町
及び川越町地内の既設井戸を利用して年間の
地下水位の動向を調査します。

濃尾平野地盤沈下防止等対策要綱に基づく
要綱推進調査として地下水収支の経年変化調
査及び地下水採取量の実態調査を実施します。

イ 北伊勢工業用水道の整備
工業用水道事業施設の安全性向上と安定給水
を図るため、既設工業用水道事業施設の改良工
事や配水管の連絡工事を実施します。
また、企業誘致等関係部局との連携のもと、
地下水から工業用水道への水源転換や新規企業
立地に伴う工業用水の供給等、工業用水道の需
要拡大を進めていくこととしています。
ウ 地盤沈下による災害の防止又は復旧
地盤沈下による湛水災害及び被害の防止と河
川管理施設及び土地改良施設の機能の復旧に資
する事業として引き続き次の事業を実施します。

（ ）漁場環境の改善

沿岸漁場の改善を図るため、英虞湾において、
漁場環境保全創造事業による浚渫を実施していき
ます。

（ ）ダムによる河川流量の維持

既取得水の安定化及び河川環境の保全のための
流量を確保するため、鳥羽河内ダム建設のための
調査を進めていきます。

５ 化学物質に起因する環境リスク対策の推進

５ １有害化学物質対策の推進

（ ）重金属等の有害化学物質への対応

ア 有害大気汚染物質の監視
大気中の有害化学物質（ の優先取組物質）

の濃度を、四日市市と連携して、引き続き調査
します。また、有害化学物資の使用事業者に対
し、排出抑制に関する最新情報を提供し、自主
的な排出抑制を促します。

化学物質に起因する環境リスク対策の推進
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地盤沈下対策河川事業
（現在：低地対策事業）

鍋田川

地盤沈下対策土地改良事業
城南地区
東汰上二期地区

その他関連事業 中小河川改修事業
（現在：都市河川改修事業）

員弁川

その他関連事業 排水対策特別事業
湛水防除事業

長島北部地区
城南地区

地盤沈下対策河川事業
（現在：低地対策事業）

地盤沈下対策土地改良事業

その他関連事業 中小河川改修事業
（現在：都市河川改修事業）

その他関連事業 排水対策特別事業
湛水防除事業



（ ）新たな有害化学物質への対応

ア ダイオキシン類等の環境調査の実施
県民の不安感が大きいダイオキシン類につい
て、発生源となる焼却施設等の監視、排出の規
制及び施設の改善指導を行います。
ダイオキシン類による環境汚染の実態を把握
するため、ダイオキシン類対策特別措置法に基
づき、大気 地点および水質等 （河川 、海
域 、地下水 ）地点で定期的なモニタリングを
行います。

５ ２化学物質の適正管理の推進

（ ） の推進

有害性のある化学物質について、発生源と排出、
移動量の把握を特定化学物質の環境への排出量の
把握等及び管理の改善に関する法律（ 法）
に基づき行うとともに、事業者による適正な管理
を促進します。
また、ホームページ 三重の環境と森林 、パ

ンフレット等を用い、広く 法の啓発を行
うとともに、排出、移動量の集計結果について公
表します。

５ ３地下水・土壌汚染対策の推進

（ ）土壌汚染対策の推進

土壌汚染対策法及び三重県生活環境の保全に関
する条例に基づき土壌・地下水汚染の届出があっ
たものについて、適正な措置を指導するとともに、
人への健康被害のおそれがあるものについて、周
辺環境の調査を行います。

（ ）ダイオキシン類環境実態調査の実施

平成 年度の調査で土壌の環境基準を超過した
地域における汚染範囲の確定及び原因究明のため
の調査を行います。



１ 多様な自然環境の保全

１ １すぐれた自然の保全

（ ）県立自然公園計画の策定

県立公園の適正な整備や管理を図るため、公園
計画の策定に向けた取組を進めます。

（ ）三重県自然環境保全地域の指定

すぐれた天然林や植物の自生地、野生動植物の
生息地などのうち特に自然環境を保全することが
必要な地域について、自然環境保全地域現況調査
結果に基づき、自然環境保全地域の指定を進めま
す。

（ ）三重県自然環境保全地域の管理

自然環境保全指導員等による巡回監視を行うと
ともに、標識を設置するなどの自然環境保全地域
の適切保全管理を行います。

（ ）県民との自然環境情報の共有化の促進

県内の希少な野生動植物や、保全すべき自然に
関するさまざまな情報を、ホームページ 三重の
環境と森林 内に開設した みえの自然楽校 に
掲載し、県民との情報の共有を進めます。

（ ）開発行為の届出

三重県自然環境保全条例に基づき、１ を超
える規模の自然地（樹林地、農地、湿地、湖沼等）
が含まれた開発行為（宅地造成、土砂採取、土地
開墾等）について、知事への届出を義務付けてい
ます。届出に当たっては、緑地の確保、希少野生
動植物種の保護等に対する配慮を求めます。

１ ２里地里山の保全

里地里山の自然を守る地域の住民活動に対し認
定や認証を行い、自発的な自然環境保全活動が促
進されるよう支援します。

多様な自然環境の保全

１ ３水辺環境の保全

（ ）多自然川づくりと親水空間の整備

潤いとふれあいのある水辺空間の形成
緑地や公園運動場等の整備を併せて行い、効果
的な施設整備を図ります。
ボランティアによる花木の植栽や清掃等に対す
る支援を行います。
周辺景観や地域整備と一体となった河川改修を
行います。

（ ）河川・渓流・湖沼の保全・再生

平成 （ ）年度に引き続き、自然環境に配
慮した川づくりを促進します。（平成 （ ）
年度 二級河川船津川 他 河川）

（ ）砂防事業における自然環境保全への配慮

ア 多自然川づくり
自然環境に配慮した川づくりを促進します。

イ 渓流環境整備計画
事業計画においては、当計画に沿った詳細計
画を行い、この計画に基づき施設整備を進め、
魚・水生動植物の産卵・餌場等生息域の確保等、
自然植生・生態系の保全を図ります。

２ 生物の多様性の確保

２ １貴重・希少な野生動植物の保護

（ ）三重県レッドデータブック を活用した保全

専門家や 等との協働のもとに、三重県
レッドデータブック を活用して県民全体で希
少野生動植物の保全を進めます。

三重県レッドデータブック 掲載種数

生物の多様性の確保
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（ ）県指定希少野生動植物種の指定・保護

自然環境保全条例に基づき、必要に応じ、県指
定希少野生動植物種の指定を進めるとともに、そ
の種の状況に応じ、関係機関や地域住民等と連携
した保護対策を進めます。

三重県指定希少野生動植物（平成 年５月 日指定告示）

（ ）天然記念物の指定・保護

ア 天然記念物のパトロール
天然記念物の現状を把握するためパトロール
を実施します。
イ 特別天然記念物カモシカの現状況調査の実施
鈴鹿山地及び紀伊山地カモシカ保護地域付近
において、カモシカの生息状況調査を実施しま
す。
ウ 天然記念物食害対策
カモシカ保護と食害対策のため、スギ・ヒノ
キ等の造林地に防護柵を設置します。

２ ２地域の生態系の保全

（ ）希少野生動植物監視地区の指定

県指定希少野生動植物種の生息生育状況を勘案
し、自然環境保全条例に基づく生息地等の保全の
ための希少野生動植物監視地区の指定の検討を進
めます。

（ ）鳥獣保護事業の実施

鳥獣の生息環境を保全するため、第 次鳥獣保
護計画（平成 年度）に基づき、鳥獣保護区、
特定猟具使用禁止区域等の指定・管理を行うとと
もに、鳥獣保護員を配置し、鳥獣保護区等の巡視、
狩猟の指導等を行います。

平成 年度鳥獣保護区等の指定計画（平成 年３月 日現在）

（ ）動物の保護管理

ヒグマ、ニホンザル等の飼養施設や動物取扱業
の飼養施設の監視・指導を行うとともに、動物愛
護の絵・ポスターの募集や犬のしつけ方教室等を
開催します。

（ ）移入種対策の推進

自然環境保全条例において規定されている 地
域の生態系に著しく支障を及ぼすおそれのある移
入種をみだりに放逐することの禁止 の定着を図
るための普及啓発等を進めます。

移入種による影響の事例

３ 自然とのふれあいの確保

３ １自然公園等の整備・活用

（ ）自然公園等利用施設の整備

豊かな自然に親しみ、ふれあう機会を増大させ
るため、自然公園利用施設や自然遊歩道等の整備
を進めるとともに、安全かつ安心して利用できる
よう適正な維持管理を行います。

自然とのふれあいの確保

分 類 種 名（和 名）

ほ乳類 ツキノワグマ

鳥 類
カンムリウミスズメ、カラスバト
ウチヤマセンニュウ

魚 類 カワバタモロコ、ウシモツゴ

昆 虫 カワラハンミョウ

甲殻類 ハクセンシオマネキ、シオマネキ

貝 類 カナマルマイマイ

植 物
ヒモヅル、ヘゴ、オオタニワタリ、オニバス、
ジュロウカンアオイ、マメナシ、ハマナツメ、
ムシトリスミレ、トダスゲ、ツクシナルコ

分 類 種 名（和 名）

ほ乳類

鳥 類

魚 類

昆 虫

甲殻類

貝 類

植 物

区 分
鳥 獣
保護区

特 別
保護地区

休猟区
特定猟具
使用禁止
区 域

指定猟法
禁止区域
（鉛製散弾の
使用禁止）

箇 所 数

面 積
（ ）

そ の 他
期間更新、
区域変更
を含む

区 分
鳥 獣
保護区

特 別
保護地区

休猟区
特定猟具
使用禁止
区 域

指定猟法
禁止区域
（鉛製散弾の
使用禁止）

箇 所 数

面 積
（ ）

そ の 他

移入種名 影響事例

アライグマ
（ほ乳類）

在来種との競合、農林水産業、生活環
境等への影響

タイワンザル
（ほ乳類）

遺伝的な撹乱、農林水産業等への影響

ヌートリア
（ほ乳類）

土壌環境等の撹乱、農林水産業等への
影響

カミツキガメ
（爬虫類）

人の生命又は身体に関わる被害

オオクチバス等
（魚類）

在来種の捕食、農林水産業等への影響

セイタカアワダチソウ
（植物）

在来種との競合・駆逐、
土壌環境等の撹乱

ホテイアオイ
（植物）

在来種との競合・駆逐

移入種名 影響事例

アライグマ
（ほ乳類）

タイワンザル
（ほ乳類）

ヌートリア
（ほ乳類）

カミツキガメ
（爬虫類）

オオクチバス等
（魚類）

セイタカアワダチソウ
（植物）

ホテイアオイ
（植物）



自然公園事業

（ ）自然公園の管理・保護

自然公園内における開発等の各種行為に対する
許認可の審査等により、自然公園を適正に保護・
管理します。

（ ）エコツーリズムの促進

自然公園の豊かな自然や歴史・文化などの資源
を生かしたエコツアーが定着・発展していくよう
関係団体と連携してホームページなどで情報発信
を行います。

（ ）三重県民の森及び三重県上野森林公園の活用

森林公園の適正な維持管理を進めるとともに、
運営スタッフ モリメイト を募集し、森林公園
事業の運営への提案、参画による利用者参画型の
運営を促進します。
また、自然とのふれあい、親しめる機会を提供
する自然観察会等の 自然体験型 行事を開催し
ます。

３ ２森林・水辺等の保全・活用

（ ）森林とのふれあいの促進

国土保全等の森林の持つ多様な公益的機能のう
ち、自然とのふれあいの場や学びの場となってい
る森林、名所、旧跡やおもむきのある景色を構成
している森林などを保健・風致保安林として指定
していますが、そのほか、水源かん養等特に重要
な役割を果たしている森林を保安林として指定し
適切な管理を進めます。

（ ）都市と農山漁村の交流の推進

ア グリーン・ツーリズムの促進
グリーン・ツーリズムについて、県内の交流
情報発信のための冊子の作成やホームページの
充実を図ります。
また、市町が行っている都市との交流を促進
するための活動や、交流関連施設整備への支援
を行います。

イ 市民農園の促進
市民農園での活動を通じてさらに農山村と都
市住民との交流を進めるため、平成 （ ）
年度も市民農園の整備を図るとともに、市民農
園の適正かつ円滑な運営が図られるよう関係機
関の指導を行います。

市民農園の推進
市民農園整備促進法及び特定農地貸付法に
基づく市民農園の適正かつ円滑な整備を促進
します。
市民農園による交流の促進
消費者の高度かつ多様な需要に対応するた
め、農村資源を活用しながら市民農園を整備
し、都市住民と農山村の交流を図ります。

（ ）七里御浜海岸の侵食対策

人工リーフなどの整備を進めるとともに、砂浜
の侵食を防止するための検討を行います。

４ 森林・農地・沿岸海域の環境の保全

４ １森林環境の保全

（ ）森林計画の策定

尾鷲熊野森林計画区において、地域森林計画樹
立のための諸資料の作成及び修正を行います。
また、市町村森林整備計画の適正な実行確保を
支援するとともに、森林所有者が樹立する森林施
業計画の策定について支援をします。

（ ）森林の持つ公益的機能を高める多様な森林づく

り（環境林整備）の推進

水源かん養や山地災害防止など森林の持つ公益
的機能の高度発揮を主な目的として、針葉樹や広
葉樹が混交した多様な森林づくりを公的に行う森
林環境創造事業により環境林整備を進めます。

（ ）二酸化炭素の吸収・固定を高める森林吸収源対

策の推進

地球温暖化防止のための二酸化炭素の吸収・固
定量の増加と水源かん養などの森林の持つ公益的
機能の高度発揮を目的として、地域と行政とが一
体となった環境林の公的管理など森林吸収源対策
を進めます。

（ ）森林文化および森林環境教育の振興

森林や木に対する県民の理解を深めるため森林

森林・農地・沿岸海域の環境の保全
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国立 国定公園名 箇 所 数 種 別 事業内容

伊 勢 志 摩
国 立 公 園

近畿自然歩道
（答志島縦走線歩道）

県 単 歩道

鈴鹿国定公園 東海自然歩道 交付金 歩道改良

国立 国定公園名 箇 所 数 種 別 事業内容

伊 勢 志 摩
国 立 公 園

鈴鹿国定公園



体験講座や木づかい作品アイデアコンテストを開
催します。
また、森林環境教育を効果的に実施するため、
指導者の育成や学校林の整備などを行い、森林を
フィールドとした体験学習を進めます。

（ ）持続可能な森林整備の推進

造林・間伐事業、林道事業を生産林において積
極的に実施することにより、木材生産を基礎とし
た力強い森林づくりを進めるとともに、二酸化炭
素の吸収や水源のかん養など、森林の持つ公共的
機能を増進します。

（ ）森林の適正な管理の推進

高度な公益的機能を持つ森林を保安林として指
定し、公的な管理を進めるとともに、林地開発許
可制度の適正な運用により森林の適正な管理を行
います。

（ ）保安林の持つ公益的機能の高度発揮

水源かん養や土砂流出防備に加え保健休養機能
など、多様で高度な機能を持つ保安林の保全を図
るため、間伐等による森林整備とコンクリートダ
ム等の治山施設の設置を一体的に実施する、総合
的な治山対策等により適正な管理を行います。

（ ）林業担い手の育成等

財団法人三重県農林水産支援センター にお
いて、 ターン等林業への新規就業就職への
受入体制の整備を進めます。
また、認定林業事業体等の林業就業者の技術向
上研修等を実施します。

（ ）環境に優しい素材である木材の利用推進

木を使うことが緑の循環につながることから、
消費者が安心して利用することができる品質の県
産材を 三重の木 として認証するとともに、 三
重の木 を使った住宅建設を支援するなど県産材
の利用推進を図ります。

４ ２農地環境の保全

（ ）農業の担い手の育成

新規就農者の参入促進、経営体の育成等を支援
する 財団法人三重県農林水産支援センター に
おいて、就業希望の段階から、経営の発展段階ま
でを総合的に支援します。

また、農地の効率的適用を図るため、担い手へ
の農地集積を促進します。

（ ）中山間地域における農地の適正管理

中山間直接支払や集落ぐるみの農地保全活動を
実施するとともに、遊休農地解消事業による耕作
放棄地の解消に努めます。

４ ３沿岸海域環境の保全

（ ）漁場保全対策の推進

平成 （ ）年度に引き続き、水質調査、藻
場調査、底質・ベントス調査を実施し、漁場環境
の変動の把握に努めます。

（ ）養殖漁場の適正使用

魚類養殖場を持続的に利用するために湾の特性
を把握し、内湾度指数の検証や底質の硫化物量の
把握調査を実施します。

（ ） みえのうみ 環境保全活動促進

地域住民と協働しながら環境創造に向けた取組
を行います。
また、環境学習のサポートやリーダー養成、共
有する情報の充実を図ります。

（ ）水産資源の生息環境の保全・創造

ア 漁場環境保全創造事業
平成 （ ）年度に引き続き、英虞湾にお

いて浚渫事業を実施します。
イ 沿岸漁場の整備（底質改良剤等の散布）
英虞湾・五ヶ所湾等において実施される底質
改良剤等の散布に対して助成します。
ウ 漁民の森づくり活動の推進
多様な主体による森林整備を進めるため、漁
業者が行う植樹・保育活動を支援します。

（ ）藻場・干潟の保全・再生

沿岸漁場の生態系の回復と環境保全を図るため、
藻場・干潟を造成します。

（ ）海浜の維持・保全と再生

海岸の水際線の保全・再生
平成 （ ）年度に引き続き、海岸の水際線の

保全・再生を図ります。



（ ）海岸・港湾における親水空間の整備

ア 海岸環境の整備
護岸・堤防等の海岸保全施設の整備と併せて、
海浜利用を促進するため、周辺の自然環境や海
岸の生態系に配慮した親水性護岸、人工海浜、
遊歩道等を整備します。

イ 港湾緑地の整備
鳥羽港において整備を継続します。
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海 岸 名 等 事 業 内 容

五ヶ所港海岸 （南伊勢町）養浜、潜堤

宇治山田港海岸 （伊勢市）突堤

御浜海岸 （御浜町）人工リーフ

島勝地区 （海山町）付帯施設

黒浜地区 （紀伊長島町）潜堤工

海 岸 名 等 事 業 内 容

五ヶ所港海岸 （南伊勢町）

宇治山田港海岸 （伊勢市）

御浜海岸 （御浜町）

島勝地区 （海山町）

黒浜地区 （紀伊長島町）

事 業 名 港 湾 名 事業内容

県単港湾緑地一体
整 備 促 進 事 業

鳥羽港（鳥羽市） 緑 地

事 業 名 港 湾 名 事業内容

県単港湾緑地一体
整 備 促 進 事 業



１ 身近な自然環境の保全・再生

１ １身近な緑の保全・創出

（ ）工場緑化の推進

工場立地法に基づき、立地条件等に係る工場適
地の選定を行うとともに、工場立地が地域環境に
調和した緑豊かなものとなるよう助言します。

（ ）地域特性に配慮した緑化の促進

ア 緑化の推進
地域住民、ボランティア団体、市町、企業等、
三重県緑化推進協会と連携協力し、緑のイベ
ントや森林ボランティア活動支援を通じた県民
参加の森林づくりを推進します。
イ 公共施設（用地）における緑化の推進

宝くじ協会の助成を活用し、緑化工事を実施
します。
ウ 緑化活動の促進
県民参加による緑化活動を促進するため、春
季緑化運動期間中に 緑の募金 の普及啓発を
行います。

１ ２身近な水辺・海辺の保全・再生

（ ）ため池における親水空間としての整備

県内の農業用ため池について、用水源としての
機能維持を図りつつも、生態や、景観に配慮した
親水空間としての整備を行います。

２ 良好な景観の形成

２ １都市景観の保全・創出

（ ）道路・沿道景観の保全・創出

ア 風格ある幹線道路の整備
三重県景観形成指針 の推進方策の実現に

向け、地域住民、団体、市町等との連携に努め
ます。
イ 街路の整備

次のとおり、街路の整備を実施します。

身近な自然環境の保全・再生

良好な景観の形成

（ ）良好な広告景観の形成

屋外広告物の啓発、指導、取締りを行うととも
に、９月（屋外広告の日）に関係機関と連携し、
広告業者及び商工業者に対しパンフレット等の配
布による啓発活動を行います。

（ ）地区計画制度の活用

平成 （ ）年度においても市町による地区
計画の策定を促進していきます。

２ ２農山漁村景観の保全・復元

（ ）農山漁村景観の保全

ア 農村の総合的な整備（実施７地区）
農村地域の諸条件を踏まえ、農業生産の基盤
の整備と農村生活環境の整備を総合的に実施し、
併せて都市と農村の交流のための条件整備を図
ります。

イ 中山間地域の総合的な整備（実施７地区）
中山間地域において、地域が有する多面的な
機能を生かした農業の確立と農村地域の活性化
を図るため、総合的な農業生産基盤、生活環境
の整備を図ります。

（ ）良好な自然景観の保全

海岸環境や港湾環境の整備、海浜の清掃等の実
施により海につながる景観づくりを推進します。

（ ）松林等の病害虫の防除

松くい虫等の病害虫による森林被害は、森林資
源の損失にとどまらず、森林の公益的機能の低下
等につながるものです。
このため、 三重県松くい虫被害対策事業推進

計画 等に基づき各市町が実施する、薬剤散布等
の予防措置や被害木を伐倒処理する駆除措置など
の取組に対して支援します。

道 路 名 都 市 名

相川小戸木橋 津市

三渡櫛田橋線 松阪市

松阪公園大口線外１線 松阪市

秋葉山高向線外１線 伊勢市

茶地岡向井線（坂場工区） 尾鷲市

近鉄名古屋線川原町駅付近連続立体交差 四日市市

道 路 名 都 市 名

相川小戸木橋

三渡櫛田橋線

松阪公園大口線外１線

秋葉山高向線外１線

茶地岡向井線（坂場工区）

近鉄名古屋線川原町駅付近連続立体交差

やすらぎとうるおいのある

快適な環境の創造
第３節



２ ３良好な郷土景観の形成

（ ）三重県景観計画の策定

平成 年度に引き続き、広域的な行政主体とし
て、長期的、総合的視野に立った景観づくりの目
標や基本方針、景観計画区域内における行為の制
限の基準等を定める景観法に基づく三重県景観計
画の策定を進めます。

（ ）市町における景観形成の促進

市町の景観形成への主体的な取組を支援し、市
町の景観法に基づく景観計画の策定等を促進する
ため、景観セミナーの開催や景観アドバイザーの
派遣を行います。

（ ）景観形成に関する普及・啓発の実施

地域住民や市町の景観づくりに対する意識の高
揚を図るため、シンポジウムや景観交流会の開催
支援により、普及啓発を行います。

（ ）景観まちづくりの推進

県内の歴史・文化の豊かな街道を軸とした地域
において、まちの骨格を構成する道路や河川など
の県有施設において修景整備を実施するなど、個
性豊かで魅力ある景観まちづくりを推進します。

３ 歴史的・文化的環境の保全

３ １文化財等の保護・活用

（ ）指定文化財の保護・活用

ア 指定文化財の保護・活用
建造物・美術工芸品の保存修復事業、無形文
化財の伝承支援、無形民俗文化財の記録作成、
史跡・名勝・天然記念物の調査・保存対策等、
多岐にわたる文化財の保護を行います。
三重県文化財保護審議会委員による指定文化
財候補の調査を実施し、県にとって重要なもの
を県指定文化財に指定します。また、三重県文
化財保護指導委員による文化財巡視等を実施し
ます。

イ 斎宮跡の保護・整備
史跡斎宮跡の有効活用と地域の活性化を図る
ため、歴史ロマン再生事業に続いて、史跡整備
を継続的に行います。
また、平成 年度は史跡東部の整備に向けた

歴史的・文化的環境の保全

発掘調査を進めて行きます。

（ ） 埋蔵文化財の調査・保存

ア 公共事業に伴う発掘調査
三重県埋蔵文化財センターが、各種開発に伴
い実施する発掘調査を次のとおり行います。

平成 年度発掘調査予定

イ 斎宮跡の発掘調査
斎宮歴史博物館が、国史跡斎宮跡の解明のた
めの発掘調査を２地区（ ）で行います。
また、これまでの調査成果を整理するととも
に、コンピュータによる調査管理システムの構
築を推進します。

（ ）史跡等指定地域の公有地化の推進

史跡の公有地化と保存活用を図るため、斎宮跡
及び琴平山古墳の土地買上及び上野城跡ほか 件
の史跡整備に対し補助を行います。
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遺跡数 面積（ ） 備 考

県農水商工部関連 ４遺跡
農水商工部執行委任、農家負
担分は教育費で国庫補助

県土整備部関連 ３遺跡 県土整備部執行委任
県科学技術振興セ
ンター関連

１遺跡
県科学技術振興センター執
行委任

県教育委員会関連 １遺跡
北勢国道事務所管
内関連

２遺跡 国土交通省受託事業

中勢道路関連 ４遺跡 国土交通省受託事業
紀勢国道事務所管
内関連

２遺跡 国土交通省受託事業

宮川用水第二期農
業水利事業所関連

遺跡 農林水産省受託事業

近畿自動車道関連 ３遺跡
中日本高速道路株式会社受
託事業

合 計 遺跡

遺跡数 面積（ ） 備 考

県農水商工部関連

県土整備部関連
県科学技術振興セ
ンター関連
県教育委員会関連
北勢国道事務所管
内関連
中勢道路関連
紀勢国道事務所管
内関連
宮川用水第二期農
業水利事業所関連

近畿自動車道関連

合 計



３ ２歴史的・文化的景観の保全・活用

（ ）歴史・文化の薫るまちなみの保全・整備

亀山市関宿の伝統的建造物群や、まちなみの一
部を形成する国・県指定文化財（建造物ならび史
跡）に対し、保存修理等を実施し、その保護・活
用を支援します。

（ ）熊野参詣道（伊勢路）の保全・保護

世界遺産に登録されたことは、世界遺産条約
（ 世界の文化遺産及び自然遺産の保護に関する
条約 ）に従い、今後はこれら遺産の保護のほか、
周辺環境の保全対策が必要となります。環境や景
観を損なうことなく遺産を守っていくため、文化
財保護法による保護、さらに自然公園法、森林法、
あるいは、関係する市町の景観保護条例等により
適切な措置を執っていきます。
また、世界遺産を継承していくため、学校教育
における学習教材の充実などの教育普及活動を推
進します。



１ 環境経営の推進

１ １県における環境経営の推進

（ ）環境保全活動の推進

職員一人ひとりや職場全体による環境にやさし
いオフィスづくりに向けた環境保全活動を推進す
るため、環境マネジメントシステムの国際規格

をツールとしてより積極的な取組を進
めていきます。

（ ）環境調整システムの充実

環境調整システムの充実・強化を図るため、平
成 年度に対象事業範囲や環境配慮検討書の様式
の見直しを行い、 環境調整システム推進要綱
を改正するとともに、平成 年度からは、より効
果的な検討を行うため、環境調整システム推進会
議を設置したところです。
今後は、これまでの実施事例をもとにさらに環
境調整システムの充実を図るための検討を行いま
す。

１ ２市町における環境経営の促進

（ ）市町等における ネットワーク化の促

進

市町の環境保全取組の向上に資するため、
をベースとした市町相互の情報交換の

促進及び市町と県のネットワーク化を図る三重県
自治体 ネットワーク会議を引き続き開
催します。

１ ３事業者の環境経営の促進

（ ）小規模事業者に向けた 導入事業

小規模事業者の環境経営を促進するため、経費
負担が少なく取り組みやすい環境マネジメントシ
ステム（ ）の制度の普及を一層進めます。

（ ）企業間連携の推進

企業環境ネットワーク・みえ への加入を促
進するとともに、会員企業が中心となり、環境マ
ネジメントシステムの効果的活用や産業廃棄物の
適正管理計画の策定などを通じて、環境経営を促
進します。

環境経営の推進

（ ）日本環境経営大賞の実施

全国の事業所等を対象に優れた環境経営の取組
とその成果を顕彰する 日本環境経営大賞 の実
施を通じて、環境と経済を同軸に捉えた 環境経
営 を普及するとともに、環境に関する人材や技
術のネットワークを構築し、県内事業所の環境経
営の向上を図ります。

（ ）環境保全設備に対する支援

県内中小企業の公害防止、環境保全等の環境問
題に対する取組に対し必要となる資金の融資を実
施します。

（ ）環境ビジネスの育成・振興

ア 環境関連産業の振興
産学連携でセミナー等を実施し、企業が新た
な事業活動のヒントを得る機会を提供する み
え新産業創造・交流会 において、産学交流、
企業間交流事業を実施するとともに、環境分野
における事業化に向けて、より具体的なテーマ
で研究開発等に取り組む サポート研究会 の
取組を支援します。

イ 環境にやさしい生産技術の確立
魚類養殖漁場内の有機物（窒素・リン）を回
収すると共に酸素を供給し、健全な漁場環境の
保全を図るため、魚類養殖漁場内で藻類も養殖
する、複合養殖技術の開発に取り組みます。
また、のり養殖業においては、その養殖にあ
たり給餌は必要とせず、環境水中の窒素・リン
等を栄養として成長することから、閉鎖性海域
である伊勢湾の海域環境の浄化を図るべく、持
続的にのり養殖業が継続するよう、のり養殖業
の振興対策を講じます。

２ 環境教育・環境学習の推進

２ １環境教育・環境学習の拠点施設の活用

（ ）三重県環境学習情報センターの展示コーナーの

充実

展示ホールに設置した月替わりの企画展示コー
ナーを利用して県内の環境に優しい取り組みを実
践している企業、学校、 、ボランティア団
体などの活動を紹介します。

環境教育・環境学習の推進
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（ ）環境教育情報システムの運用

来館者が展示ホールにおいて身近な環境問題や
地球環境問題を理解して、環境保全のための実践
について楽しく学べる環境教育情報システムの運
用に努めます。

（ ）環境図書の閲覧・利用の充実

環境学習情報センター展示ホールの図書コー
ナーを充実して、センターが蔵書している環境図
書を来館者がいつでも閲覧、利用できるように努
めます。

２ ２環境教育・環境学習の充実

（ ）環境教育・環境学習のプログラムの作成

学校教育や地域における社会教育現場などにお
いて広く活用できる環境教育・環境学習を進める
プログラムを実践事業を通して作成します。

（ ）環境教育・環境学習情報の提供

県民だれもが気軽に環境学習できるようにホー
ムページ 三重の環境と森林 の 環境学習の部
屋 の充実を図り、リアルタイムで新鮮な情報を
積極的に提供していきます。

（ ）環境教育・環境学習指導者の養成

広く環境に関する知識を身につけ、理解して、
体験型、参加型の環境学習が実践できる指導者を
養成します。

（ ）体験型による環境教育・環境学習の促進

次世代を担う子どもたちの環境保全意識を醸成
していくため、小中学校の社会見学やこどもエコ
クラブ活動等を通じて、体験型による環境教育・
環境学習の促進に努めます。

（ ）地域にある環境資源を活かした環境教育への支

援

宮川流域の身近な自然、歴史的文化資源等を対
象とした宮川流域エコミュージアムを推進するた
め、流域案内人の活動を支援します。
また、学校教育との連携を図り、地域の資源を
活かした環境教育に関する情報を提供します。

（ ）総合的な学習の時間等における教育の推進

各学校において、学年、教科・領域及び、総合
的な学習の時間の関連を図った環境教育全体計画、

年間指導計画を作成し、これに基づき地域や学校
の実態・特性を充分に活かした横断的・総合的な
環境教育を推進します。

（ ） 学校環境デー の取組

県内の全学校・園では、 学校環境デー （６月
５日）を中心とした時期に、創意工夫した活動を
行うことを通して環境教育に取り組む気運をさら
に高め、よりよい環境作りや環境に配慮した望ま
しい行動がとれる児童生徒の育成を図ります。

（ ）環境教育指導者の養成

ア 環境教育リーダー養成研修会の開催
環境 、環境学習拠点施設の職員、一般

県民を対象に、環境学習の手法についてのリー
ダー養成研修会を開催します。
イ 環境教育指導者の育成
子どもたちが学校で楽しみながら環境につい
て学ぶことができるよう、教員を対象として、
三重県教育委員会事務局研修分野（総合教育セ
ンター）において、体験や学習を通して学校現
場に応用可能な手法を研修する講座 環境教育
を、専門研修の中で開催します。

３ 地域における環境保全活動の促進

３ １地域における自主的な環境保全活動の促進

（ ） 身近な自然を体験する県民デー の開催

参加者が楽しみながら自然に触れることを通じ
て、水源の涵養や浄化等の自然が果たす重要な環
境保全機能を学び、私たちの毎日の生活が自然に
与える影響について考え、豊かな森林と水を大切
にする心を育むため、県内の森林・里山・川・海
を環境保全活動の場として活動しているグループ
（市民活動団体、 、企業等）と協働で身近
な自然を体験する県民デーを開催し、森林と水を
考える環境県民運動を展開します。
平成 （ ）年度は、 月中旬に県内各地で開

催します。

（ ）道路、河川等の清掃

道路については、路面清掃車による清掃を実施
するとともに、 ふれあいの道事業 により地域
住民及びボランティア団体等による一定範囲の草
刈、清掃を支援します。
また、ボランティアによる道路、河川、海岸の

地域における環境保全活動の促進



清掃活動を支援します。

（ ）森林ボランティアの育成

県民が自主的に参画する県民参加の森林づくり
を進めるため、緑を育てる活動を通じて森林に親
しみ、森林整備活動に参加したいと考える人たち
を対象に、森林管理技術の向上を目的とした、森
林ボランティア研修会を開催します。

（ ）宮川流域ルネッサンス事業の推進

宮川流域ルネッサンスビジョン・基本計画及び
第３次実施計画をふまえ、流域の住民や市町主導
の取組を進めるとともに、普及啓発活動や住民と
の協働に継続して取り組みます。

３ ２各主体の連携による環境保全活動の促進

（ ）みえ環境県民運動協議会

全県的に環境保全活動を展開している市民団体、
、企業等多様な主体と協働し設立した み

え環境県民運動協議会 を中心とし、それぞれの
役割に応じて機能分担しながら相乗効果を発揮さ
せ、 新しい時代の公 の担い手として環境保全
にかかる県民運動を推進していきます。

（ ）エコオフィス運動

これまでに取り組んできた夏のエコスタイル
（夏季の適正冷房と軽装勤務）を継続するととも
に、これらの活動を含む地球温暖化防止活動であ
るエコオフィス運動を展開します。
夏季の適正冷房と軽装勤務実施期間
平成 年６月１日から９月 日まで

（ ）連携による環境教育実践活動の促進

平成 （ ）年６月に策定した 環境保全活
動・環境教育基本方針 に基づき、モデル地域に
おいて地域固有の素材を活かした環境教育実践プ
ログラムづくりや、子ども向け環境教育プログラ
ムであるキッズ プログラムの実施にか
かる学校と企業との調整など、多様な主体の連携
による取組を進めます。

４ 国際的な環境保全活動への協力・貢献

４ １国際的な環境協力・貢献の推進

（ ）国際的な環境保全活動の基盤整備

ア 国際環境技術移転研究センター（
）への人的協力
環境保全技術を開発途上地域に移転し、地球
環境保全に資するために設立された（財）国際
環境技術移転研究センターに対して、職員を派
遣するなど人的な協力を行います。

イ アジア自治体環境支援プログラム
アジア自治体の環境改善を支援するため、選
抜された特定の自治体を対象に、環境改善計画
策定、人材養成、専門家派遣、適地技術の移転
等を有機的に組み合わせ、総合的にモデル事業
を実施し、その成果をアジアの他の自治体へ波
及させることを目的としています。
平成 （ ）年度は、過去４カ国（フィリ

ピン・タイ・インドネシア・ベトナム）での実
績を生かし、モンゴルにおいて事業を実施して
います。

（ ）環境技術の移転の促進

中国河南省から研修生３名を受け入れ、 国際
環境技術移転研究センター（ ）におい
て、近年、河南省で問題になっている産業公害の
防止に関する技術研修会を開催するとともに、引
き続き、河南省へ三重県担当者 名を講師として
派遣し、現地研修を行います。
また、 草の根技術協力事業・地域提案
型においては、河南省から研修生４名を受け入れ
て において受入研修を開催するととも
に、河南省へ三重県から講師２名を派遣し、環境
教育分野における現地研修を行います。

国際的な環境保全活動への協力・貢献
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１ 環境保全の総合的取組の推進

１ １基盤的施策の推進

（ ）四日市地域公害防止計画の推進

第８期計画（平成 （ ） （ ）年度）に
基づき各種の公害防止施策の実施と進行管理を行
います。

（ ）環境保全協定の締結促進

環境関係の諸法令に基づく規制等の権限を有し
ていない市町長等が、その区域の実態に即したき
め細かい対応を行うことができるように、 三重
県環境基本条例 に基づき、市町長等と事業者と
の環境保全協定の締結を促進します。

１ ２環境汚染等の未然防止

（ ）環境影響評価制度の充実

平成 （ ）年６月 日から全面施行した 三
重県環境影響評価条例 の適正な運用に努め、開
発事業等に係る環境影響の低減により適正に環境
保全を図ります。
また、環境影響評価制度の充実を図るため、開
発事業の基本構想段階などに対する戦略的環境ア
セスメント（ ）などの検討を進めます。

（ ）公害事前審査制度の活用

工場や事業場の新増設に伴う公害を未然に防止
するため、市町の工場等の誘致や環境保全協定の
締結時において、 三重県公害事前審査会条例
に基づく公害事前審査制度の活用を促進します。

１ ３公害健康被害の救済・予防

（ ）公害健康被害者に対する補償給付（四日市市）

公害健康被害者に対し各種の補償給付を行いま
す。

（ ）調査研究の実施（三重県・四日市市）

三重県公害保健医療研究協議会における研究協
議会総会及び研究発表会を四日市市において開催
します。

環境保全の総合的取組の推進

（ ）健康被害予防事業の実施

健康相談事業

１ ４公害紛争への対応

公害に係る紛争については、公害紛争処理法
に基づくあっせん、調停や 三重県生活環境の保
全に関する条例 に基づく調査請求制度の活用を
促進し、その迅速かつ適正な解決を図ります。
また、公害等に係る苦情については、公害苦情
相談員により、県民からの苦情相談にあたるとと
もに、市町等と協力して、その適切な処理を行い
ます。

２ 監視 観測等の体制の整備及び環境情報の提供

２ １監視・観測等の体制の整備

（ ）環境総合監視システムの運用

環境監視、発生源監視（大気）を行う環境総合
監視システムを運用し、大気環境と主要な発生源
の常時監視を行うとともに、光化学スモッグ注意
報の発令等の緊急時対策を実施します。

（ ）公共用水域の常時監視

三重県が測定を担当している河川、海域につい
て、常時監視を実施します。また、地下水水質に
ついても定期モニタリングを実施します。

（ ）有害大気汚染物質の調査

環境省が示す の優先取組物質のうち、測定法
が示されているベンゼン、トリクロロエチレン等
の 物質の大気環境調査を実施します。

（ ）ダイオキシン類の調査

大気、河川、海域、底質及び土壌のダイオキシ
ン類による汚染状況を、常時監視します。

（ ）騒音・振動の調査

県において、自動車交通騒音及び航空機騒音の
測定を実施するとともに、市町の協力を得て、一

監視 観測等の体制の整備及び環境情報の提供

実 施 団 体 四日市市

事 業 名 アレルギー相談事業

実 施 場 所 四日市保健センター

内 容
アレルギー素因児に対し、医師の診
察及び保健師・栄養士による相談事
業を行う。

実 施 団 体

事 業 名

実 施 場 所

内 容

共 通 施 策第５節



般地域の環境騒音及び道路交通振動の測定を実施
します。

２ ２環境情報の整備・提供

（ ）環境情報の提供

ホームページ 三重の環境と森林 では、環境
調査データの中で、大気環境は大気常時監視デー
タ、光化学スモッグ情報として毎時更新をするほ
か、化学物質、水環境、自然環境等の環境森林部
にかかるデータについても、より広く分かりやす
く情報提供します。

（ ）森林 の運用

地域森林計画の樹立にあわせ、基本情報である
森林簿データ、森林計画図等や治山、林道、保安
林等の森林情報の整備を進め、システムを適正に
運用します。また、森林の適正な管理のため、森
林簿データ等を市町や関係者に提供します。

３ 環境保全に関する調査研究等の推進

３ １科学技術振興センターにおける調査研究
の推進

ア 産業廃棄物の抑制に係る産官共同研究
産業廃棄物の削減、資源リサイクルに取り組
む県内企業と共同研究を行い、企業における産
業廃棄物の削減を支援します。

イ 製造工程の廃水処理法に関する研究
再生油を （バイオディーゼル燃料）と

して利用する際に廃液が発生しますが、この廃
液中の油分やグリセリンを微生物の働きで分解
する装置（反応器）を開発し、その最適条件を
検討します。

ウ 家畜ふんたい肥の適正な循環利用技術の開発
家畜ふんたい肥の適正な利用のために、たい
肥の窒素肥効を正確に評価し、施用基準を策定
するとともに、たい肥の窒素肥効の推定法およ
び情報システムの改良・開発に引き続き取り組
みます。特に独立行政法人や他県との共同研究
による技術開発をさらに進めるとともに、三重
県土壌診断・堆肥流通支援システムの改良をは
かり、検証、マニュアル化を進めます。

環境保全に関する調査研究等の推進

エ 木材加工所から副生される樹皮の高度利用技
術の開発
県内の木材加工所等で製材時に副生する樹皮
の総合的な資源利用をめざし、各種前処理技術
の検討、および液化利用やキノコ培地などの用
途利用技術の開発に取り組みます。

オ 持続循環型グリーンコンポジットの開発
籾殻と植物由来の生分解性プラスチックとの
複合化により、制電性（帯電防止性）を有する
持続循環型グリーンコンポジットの開発に取り
組みます。

カ 廃 のリサイクル技術の開発
廃 （繊維強化プラスチック）を資源と
して循環させることをめざし、再樹脂化に取り
組むと共に、廃 のコンクリート配合技術
の向上のため、混和剤を検討し、配合時の流動
性を改善する技術開発に取り組みます。

キ 経営戦略に即した低投入循環型茶生産システ
ムの開発
高級茶を対象に、水、窒素の循環利用による
半閉鎖系茶生産システムを確立するために、暗
渠溶脱水中の硝酸態窒素の効率的浄化方法の開
発に引き続き取り組みます。また、一般茶を対
象に、窒素投入量とコストの大幅な削減をはか
るため、超低投入一回摘採方式の開発に引き続
き取り組みます。

ク 未利用海藻の有効利用に関する共同研究
夏期に枯死・腐敗し、浅海域の底生生物等を
へい死させて漁場環境の悪化を引き起こし、ま
た海岸にうちあげられて悪臭を発生するアナア
オサ等の未利用海藻の有効利用をはかるため、
加工・飼料化・機能性成分利用等の技術開発を
行います。

ケ 閉鎖性海域の環境創生プロジェクト研究
環境汚染が深刻化している閉鎖性海域（英虞
湾）における干潟、浅場、藻場などの自然浄化
機能や、物質循環シミュレーションモデルにつ
いて、産学官が共同で研究し、海域の水環境の
改善をめざします。

コ 化学物質による環境汚染の実態調査
化学物質による環境汚染の未然防止をはかる
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ため、伊勢湾等の水質、底質、生物、大気の汚
染状況について引き続き調査します。

サ 森林吸収源計測 活用体制の整備
近年、森林の炭素吸収量を明確にする必要が
生じてきており、既存の森林関連データでは京
都議定書の求めるレベルでの算定を行うには不
十分です。このことから、県内に設けられた調
査固定点 か所のうち、 年度は７か所におい
て、土壌断面調査、土壌炭素動態調査、リター
量調査、枯死木調査により、確実性の高い森林
の炭素吸収量データの収集把握を昨年度に引き
続き行います。

シ 強度間伐による人工林の針 広混交林化技術
の開発
強度間伐により森林内の光環境を改善し、森
林の多面的機能が発揮できる針葉樹と広葉樹を
混交させるため、県内の人工林における高木性
広葉樹の侵入状況、強度間伐施工地および強度
間伐モデル林の追跡調査を行い、技術指針の作
成を行います。

ス 英虞湾漁場環境にかかる基礎調査
英虞湾における真珠養殖業の赤潮や環境変化
による被害を防止するため、水質、底質、プラ
ンクトンの発生状況をモニタリングするととも
に、漁業関係者に情報提供します。

セ 淡水魚類の多様性保全に関する研究
県内主要河川における淡水魚類の分布の現状
把握、ブラックバスの駆除方法の検討、海産稚
アユの種苗化技術の開発を行うとともに、河川
工事が淡水魚の生息に与える影響を評価し、多
様な淡水魚類相の保全方法を検討します。

ソ 漁業資源評価にかかる調査
カイリ水域内における重要漁業資源の資

源量評価と、その動向予測および管理手法の検
討に必要な科学的情報を収集します。

タ ヘテロカプサ赤潮の消長予測技術の開発
真珠養殖に多大な被害を与える新型赤潮生物
へテロカプサによる被害を防止するため、プラ
ンクトンの増殖活性を指標とした短期的な赤潮
消長予測の可能性について検討します。

チ 鉢物・緑化苗における生分解性ポットの改良
と利用技術の開発
緑化苗に利用可能な生分解性ポットを改良す
るため、各種素材の分解性に対する評価法を開
発を引き続き進めます。特に最適な生分解ポッ
トを選択するため、評価手法によって予測され
る各素材のポットの分解性と適性について、実
際の植栽条件において検証します。

ツ ファイトレメディエーションによる重金属汚
染土壌の浄化方法の開発
重金属による工場跡地や廃棄物投棄現場など
での土壌汚染が問題となるケースが増加してい
ますが、本研究では植物を利用して効率的に汚
染土壌から水銀を吸収除去する方法（ファイト
レメディエーション）を開発します。

テ 浄水汚泥の有効利用方法に関する研究
最近利用先が減少し、その多くが産業廃棄物
として処分されるようになった浄水汚泥の有効
利用方法について研究します。浄水汚泥を原料
とした環境浄化材料の開発と緑化吹き付け用資
材および工法の開発に取り組みます。

ト 大気中微小粒子に含まれる多環芳香族炭化水
素等実態調査研究
浮遊粒子状物質の中でも粒子径が マイク

ロメートル以下の微小な粒子は、肺胞等に沈着
して健康に悪影響を与えるといわれ、また発が
ん性等を有する多環芳香族炭化水素類が高濃度
に含まれる可能性が高いため、幹線道路地域お
よび比較地域において調査を行い汚染実態の解
明に取り組みます。

ナ 干潟・藻場の回復・再生技術の開発
閉鎖性海域の再生（豊かな海）の実現に向け
て、干潟・藻場は、自然浄化能力による汚濁物
質の分解や底生生物・稚魚等の生育場所として、
非常に重要な役割を果たしていることが明らか
になっています。このため、現在までの研究成
果を基盤として、生物生産性の高い干潟・藻場
の造成・再生技術の開発、既に設置した干潟・
藻場の長期的な調査を引き続き実施し、他の閉
鎖性海域への展開技術の確立に取り組みます。

ニ 赤潮・底泥対策技術の開発
水質汚濁が進んだ閉鎖性海域では、貧酸素水



塊・赤潮が毎年恒常的に発生し、生物の斃死を
引き起こし閉鎖性海域全体の生態系の貧弱化や
水産業での被害発生等悪影響を及ぼしており、
このことがさらに水質汚濁を促進させています。
このため、貧酸素水塊の発生原因である底泥の
発生過程や新たな赤潮の発生防止技術について
調査研究を行います。

ヌ 森林荒廃が洪水・河川環境に及ぼす影響の解
明とモデル化
管理不足となった人工林の機能向上（土壌浸
透能の向上、土壌浸食量の減少等）をめざした
森林管理方法について検討します。

３ ２地球的規模の環境保全等に関する調査研究

ア 森林吸収源計測 活用体制の整備
（第６章 ３─１ 科学技術振興センターにお
ける調査研究のサ参照）
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年 月 日 内 容

○四日市市山田地区のフェロシルト回収完了

○中部圏ごみゼロ社会実現推進会議において、 マイボトル・マイカップ運動 の展開について合意

○夏のエコスタイルの実施

○ 中部エコライフ・フェア に出展参加 （オアシス 銀河の広場 ）

○第４回日本環境経営大賞表彰式（ホテルグリーンパーク津）

○ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則等の一部を改正する省令 公布（マニフェスト交付状況の県知事へ
の報告）

○こどもかんきょう体感フェア２００６（鈴鹿山麓リサーチパーク内）

○地球温暖化防止をめざす環境県民運動 みえのエコポイント２００６ 事業を実施

○津市榊原地区のフェロシルト回収完了

○いなべ市大安地区のフェロシルト回収完了

○ 森林・林業基本計画 閣議決定

○ 全国森林計画の変更 閣議決定

○ 三重のもりづくり月間 の行事として 森の講座 を県内７地区で開催

○ 三重のもりづくり月間 の中央行事として森林フォーラム２００６を四日市市で開催

○第 回自然公園大会開催

○第６次伊勢湾水質総量規制に係る総量削減基本方針を策定（環境大臣）

○ 三重県生活環境の保全に関する条例施行規則の一部を改正する規則 公布（地球温暖化対策計画書の対象拡大）

○四日市市垂坂地区のフェロシルト回収完了

○四日市市内山町地内産業廃棄物不適正処理事案に係る是正措置の行政代執行に着手

○浄化槽法定検査に 検査を導入（ 月施行）

○ 美しい森林づくり推進国民運動 の展開を関係閣僚会合にて決定

○みえ環境活動賞表彰式・グリーン購入フォーラム（アスト津）

○鳥羽リサイクルパーク開場（平成 年度ごみゼロプラン推進モデル事業）

○産業廃棄物適正管理セミナーを開催（四日市市 じばさん三重）

○ 第８次四日市地域公害防止計画 策定

○ 伊勢湾再生行動計画 を策定

○ 第 次鳥獣保護事業計画 策定

○ 特定鳥獣保護管理計画（ニホンジカ）（第２期） 策定

○ 三重県生活環境の保全に関する条例施行規則の一部を改正する規則 公布（ダイオキシン類等の排出規制）

○ 中部国際空港の航空機騒音に係る環境基準の地域の類型を当てはめる地域の指定 告示

○三重県地球温暖化対策推進計画の改定

○津地裁で、フェロシルト問題に関し、平成 年 月に廃棄物処理法第 条第３項違反で告発した石原産業 及び元
副工場長等に対する初公判

年 月 日 内 容

環境年表（平成 （ ）年度）
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資料編 目次
１． 環境行政組織と予算
資料１ １ 環境森林関係機構
資料１ ２ 環境森林関係附属機関
資料１ ３ 協議会等
資料１ ４ 三重県環境審議会委員
資料１ ５ 三重県公害審査会委員
資料１ ６ 三重県公害事前審査会委員
資料１ ７ 三重県環境影響評価委員会委員
資料１ ８ 三重県地盤沈下調査研究会会員
資料１ ９ 三重県自然環境保全審議会委員
資料１ 三重県森林審議会委員
資料１ 鳥獣保護員及び三重県自然環境保全指導員
資料１ 環境関連予算（平成 年度 当初予算＋６月補正予算）

２． 大気関係
資料２ １ 大気の汚染に係る環境基準
資料２ ２ 二酸化硫黄測定結果
資料２ ３ 二酸化硫黄月平均濃度
資料２ ４ 二酸化硫黄濃度平均値の推移
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資料２ ９ 浮遊粒子状物質測定結果
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資料２ 光化学スモッグ緊急時の措置発令状況
資料２ 一酸化炭素測定結果
資料２ 炭化水素測定結果
資料２ 有害大気汚染物質調査地点と調査物質
資料２ 有害大気汚染物質 調査物質
資料２ 有害大気汚染物質の調査結果（ダイオキシン類を除く）
資料２ ダイオキシン類の調査結果
資料２ 環境大気中石綿（アスベスト）濃度の調査結果
資料２ 月別硫黄酸化物測定結果（市町測定）
資料２ 月別二酸化窒素測定結果（市町測定）
資料２ 月別降下ばいじん測定結果（市町測定）
資料２ 降下ばいじん量の経年変化
資料２ 立入検査の状況
資料２ 光化学スモッグ緊急時の発令地域
資料２ 緊急時の措置の発令基準、措置内容
資料２ ダイオキシン類の排出基準
資料２ 大気環境監視測定局設置場所及び測定項目
資料２ 大気環境監視測定局設置図
資料２ 大気環境監視測定局設置図（四日市地域）
資料２ 大気発生源監視測定局設置図（四日市地域）



資料２ ばい煙発生施設の種類別内訳
資料２ 一般粉じん発生施設の種類別内訳
資料２ 揮発性有機化合物排出施設の種類別内訳
資料２ ばい煙に係る指定施設の種類別内訳
資料２ 粉じんに係る指定施設の種類別内訳
資料２ 炭化水素系物質に係る指定施設の種類別内訳
資料２ （大気関係）総排出量規制対象工場数

３．水質関係
資料３ １ 人の健康の保護に関する環境基準
資料３ ２ 生活環境の保全に関する環境基準（河川）
資料３ ３ 生活環境の保全に関する環境基準（海域その１）
資料３ ４ 生活環境の保全に関する環境基準（海域その２）
資料３ ５ 地下水に関する環境基準
資料３ ６ 水質調査地点一覧（河川）
資料３ ７ 水質調査地点一覧（海域）
資料３ ８ 測定機関総括表
資料３ ９ 環境基準達成状況の経年変化
資料３ 河川における類型別環境基準の達成状況（ ）
資料３ 環境基準点における河川水質ランキングベスト５（ ％値）
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環境森林部
経営企画分野 環境森林総務室 企画グループ

予算経理グループ
情報・運営支援グループ
組織人材担当

循環型社会構築分野 ごみゼロ推進室 ごみゼロプラン推進グループ
資源循環グループ

廃棄物対策室 廃棄物政策グループ
廃棄物対策グループ

廃棄物監視・指導室
廃棄物適正処理室

地球環境・生活環境分野 環境活動室 環境経営グループ
環境評価グループ
環境学習グループ

地球温暖化対策室 地球温暖化対策グループ
大気保全グループ

水質改善室 水質浄化グループ
水質・土壌安全グループ

森林・林業分野 森林振興室 森林計画グループ
木材利用グループ

森林保全室 森林整備グループ
治山グループ

林業経営室 林業担い手グループ
林業活動グループ
林業普及グループ

自然環境室 自然共生グループ
野生生物グループ

地 域 機 関
桑名農政環境事務所 環境室 環境課
四日市農林商工環境事務所 環境室 四日市環境課

鈴鹿環境課
森林・林業室 林業振興課

森林保全課
津農林水産商工環境事務所 環境室 環境課

森林・林業室 林業振興課
森林保全課

松阪農林商工環境事務所 環境室 環境課
森林・林業室 林業振興課

森林保全課
森林災害復旧室

伊勢農林水産商工環境事務所 環境室 環境課
森林・林業室 林業振興課
森林保全課

伊賀農林商工環境事務所 環境室 環境課
森林・林業室 林業振興課

森林保全課
尾鷲農林水産商工環境事務所 環境室 環境課

森林・林業室 林業振興課
森林保全課
森林災害復旧課

熊野農林商工環境事務所 環境室 環境課
森林・林業室 林業振興課

森林保全課
環境関連施設
環境学習情報センター
科学技術振興センター 総合研究企画部

保健環境研究部
工業研究部
農業研究部
畜産研究部
林業研究部
水産研究部

環境森林部

予算経理グループ

組織人材担当

資源循環グループ

廃棄物対策グループ

廃棄物適正処理室

環境評価グループ

地球温暖化対策室 地球温暖化対策グループ

水質改善室 水質浄化グループ

森林・林業分野 森林振興室 森林計画グループ

森林保全室 森林整備グループ

林業経営室 林業担い手グループ

林業普及グループ

野生生物グループ

桑名農政環境事務所 環境室 環境課

鈴鹿環境課

森林保全課

森林・林業室 林業振興課

松阪農林商工環境事務所 環境室 環境課

森林保全課

伊勢農林水産商工環境事務所 環境室 環境課

森林保全課

森林・林業室 林業振興課

尾鷲農林水産商工環境事務所 環境室 環境課

森林保全課

熊野農林商工環境事務所 環境室 環境課

森林保全課

環境学習情報センター

保健環境研究部

農業研究部

林業研究部

環境森林部

地 域 機 関

環境関連施設

お問い合わせ先（電話番号）
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